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第 1章 研 究 の 目 的 と 背 景
第 1節 研究の目的、視点と方法及び構成
1. 目的
1994年に 200海里の排他的経済水域 (ExclusiveEconomic Zone 
EEZ) の設 置 を 主 旨 と す る 「 海洋法に関する国際連合条約 J(以下、国連
海洋法条約 と称す)が発効して、約 10年が経つ o この間には様々な動
きがあった o 東 シナ 海、 黄海 、日本海の周辺諸国においては、 1996年に
韓 国、 中国、日本が相次いでこの条約を批准し、圏内法を整備するなど、
新漁 業秩 序形成に向けた取り組みを進めた o 一方、これら 3国は、それ
まで北東アジアの漁業秩序を定め て い た 既 存 の 二 国 間 漁 業 協 定 の 改 訂を
開始した o 韓日間には、 1965年に締結された漁業協定に代わり、 1999
年 1月に新漁業協定が発効した。中日間には、 1975年に締結された漁業
協定が改正され、 2000年 6月に新漁業協定が発効した o また、 1992年
に国交を結んだ韓中間においても、漁業協定が 2001年 6月に発効した o
そこで本論は、北東アジアに形成された新漁業秩序の中身と変化、ま
た、その漁 業秩序下で実施され た韓国の漁業管理政策の変容を明らかに





通利用資源の管理を定めた o 1999年から開始された TAC制度は MSY実
現を目的とする資源管理政策として、 1994年から開始された減船事業は
漁獲能力規制として実施された o 施策の対象は主に近海漁業であった o
近海漁業は東シナ海、黄海、日本海、一部の北太平洋で操業する o 近 海
漁業が海の線引きや漁獲量・漁獲能力の制限により、どのような影響を
受けたのかを 考 察 す る 。
1 
韓 国 を 研究対象としたのは、韓国が北東アジアにおいて、地理的にも
漁業勢力においても日本と中国の中間に位置し、漁業交渉においては、
日本と中国に対し、真逆の対応をとるなど、新海洋秩序の性格と課題を












東西冷戦の最 前線 にあ る北 東アジアでは、国家関係を抜きに漁業は語れ
ない。韓国に 注 目 し て み る と 、同一民族である北朝鮮とは分断され、敵
対関係にある。社会主義国・中 国(中華人民共和国)とは 1992年に初
めて国交を結び、台湾(中華民国)とは断交した o 日本との聞には、「竹
島 J(韓国名「独島 J)の領土問題や 1910--45年の日本統治(r日帝統治 J) 
か らくる歴史問題などを抱えている o これら国交、領土紛争、外交情 勢
や海洋制度などが韓国の漁業交渉には見え隠れしている o 日本や中国と
の二国間漁業協定では、その他の案件と切り離したとはいえ、漁業秩 序
の枠組みを変則的なものとし、 各 国 の 漁 業 管 理 を 制 約 し て い る o
第二に、漁業の利害関係は、漁業勢力の優劣によって規定され、さら
に、その優劣が海洋の分割や操業 規 制 に 対 す る 態 度 を 左 右 す る と い う点





害を調整する場 でも ある 。し たがって、漁業交渉は、漁業勢力の相対的
優劣 を 基 礎に行われ、漁業勢力図が変化すると、その主張も変化する o










底 魚 資 源 の管理には、地域的な管理(漁獲量や漁獲努力量の規制など)




域 的 ・ 協 調的な利用・管理がふさわしい側面をもっている o また、浮魚







た、 その政策が漁業にどのような 影 響 を も た ら し て い る の か を 考 察 す る 。
漁業経済学的視点と言ってもよい。
( 2) 情 報 の収集
本 論 の 考察に当たっては、日本ではあまり入手、周知されていない韓
3 
国で得られた見聞、情報に重点を置いた o
研 究 対 象が漁業管理政策であるため、日本の水産庁に相当する韓国の
海洋水産部からの情報が多くを占める o それは、統計資料、各種政策の
計 画 書 や評価報告書、日本の 水 産 白 書 に 相 当 す る 「 韓 国 水 産 業 動 向 に関
す る 年 次 報告書 J、漁業者に向けた報道ニュースなどである o
研究動向を知るために、研究機関による情報も多く利用した D 主た る
ものは、政策を立案したり、施策に対して評価分析を行う研究機関であ
る(特)韓国海洋水産開発院の報告書や水産経済・経営分野の学会である
(社)韓国 水 産 経 営 学 会 の 学 会誌「水産経営論集 J などである o また、大
学の研究者(主に釜慶大学校)への聞き取りも行った o





底曳網に「底引網 j の漢字を当てているので、業種名などをいうとき 、
そのまま使う o
韓 国 側 の情報は、ほとんどがハングル(韓国語)であり、それを和訳
して使用する o また、逐一ハン グ ル で あ る こ と を 断 ら な い 。













北 東 ア ジ アのうち、なぜ韓国漁 業 を 取 り 上 げ る か 、 韓 国 の 近 海 漁 業 には
どのような特徴があるのかを、海洋・漁業環境、韓中日の漁業動向と漁
業交渉の面 から 説明 する o




第 3--5章では、漁業管理政策の 3本柱を検証する o 第 3章では、新
漁業協定とその下での漁業管理を明らかにするために、まず、東シナ海、
黄海、日本海の漁業を規律する二国間漁業協定の締結とその背景、内容
を整理する o そして、漁業管理を協定水域別に分析する o EEZ (排他的
経済 水 域 )については、相互入漁措置とその実績、及び違反操業の現状、
共同利用水域 (EEZが未確定な水域で、 2ヶ国が共同で利用・管理す る
水域)については、共同規制措置と管理・取締りの現状を分析する。こ
れらの結果より、当該海域に おける漁業管理の課題をまとめる D
第 4章では、 1999年から実施 さ れ た 韓 国 の TAC (漁獲可能量)制 度
について、制 度の 導入 経緯 と概要、 TACの決定・割当・管理方式を整理
し、実際の割当、漁獲実績、各業種の対応を分析し、これらのことから
TAC制度の問題点と課題を考察する o 現在、韓国の TAC制度の対象魚




第 5 章では、北東アジアにおける新漁業秩序の形成と並行して 1994
年から大々 的 に 実 施 さ れ た 第 1次減船事業 (1994--2004年)について、
その導入の 背 景 、 事 業 の 概 要と実績を整理し、また、減船事業による近
海漁業の業種別漁船勢力の推移、漁業協定との関係を分析する o その結
果から減船事業の成果、問題点、及び課題を考察する o
第 1次減船事業は 1994年 からの「一般減船 J と 1999年からの「国際
5 
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愚政権によって 1990年 9月、 旧 ソ 連 ( 現 ロ シ ア 共 和 国 ) と 国 交 が 樹立
された。同じ時、北朝鮮(朝鮮民 主主 義人 民共 和国 )が f二つの朝鮮 J
を受け入れた o そして、翌年 9月には、北朝鮮と国連に同時加盟し、 1992
年 8月 には中国と国交を樹立した。
経済面では、 1989年 10月に GATT国際収支委員会において、韓国 が
国際収支擁護適用国から除外された。これにより、 1990年代前半に農林
水 産物の市場が開放された。 1996年 12月には OECD(Organization for 
Economic Cooperation and Development 経済協力開発機構 o 主に先
進国によって構成)に加盟したものの、翌年 12 月にアジア通貨危機に
見舞われ、 IMF(International Monetary Fund 国際通貨基金。通貨・
金融の安定を図る国際機構)の管理下に入った o 財閥の解体など大きな
痛みを伴いながらもこの困難を乗り越え、 2001年には IMFの管理から
脱却した o その後も経済成長を続け、 2005 年の国内総生産(GDP) は
7，900億ドルで、 1996年に比べ 41%の増加、世界第 12位に浮上した D
このような国際政治経済情勢を背景に、海洋・水産業界においても大
きな変動があった。 1991年には旧ソ連と韓ソ(現韓ロ)漁業協定を結 ん
だし、 1992--97 年に段階的に水産物の自由化が行われた o また、 1970
年 代 後 半 以降、世界各国で導入された 200海里体制が、 1994年の国連
海洋法条約の発効によって、国 際法 上の 裏付 けを 得た 。 1996 年には韓












①輸入自由化による安価な輸 入 水 産 物 の 増 加
1992年以 降 の 水 産 物 の 輸 入自由化を受けて、輸入量は 1980---86年の
4---13万トンから 1987---93年の 38---55万トン、 1994---97年の 79---121 
万トンへと大幅に増加した。 1996年 に は 輸 入 量 が 輸 出 量 を 初 め て 上 回っ
た。 1998年には通貨危機の影響を受け、一時的に輸入量が急減、輸出量
が急増するが、それ以降は輸入量が鰻登りで、その差は年々開きつつあ
る o 輸出量は 1985---2004年の 20年間、 100---135万トンで安定的であ
るが、輸入 量 は 2004年に 238万トンで 1985年対比、 26倍である o
国内消費に目を向ける。総消費量は 1985---93年の 220---280万トンか
ら 1994---97年の 310---320万トンへと増加した o 1998---2000年は一時
的に低下す るが、 2001年以降、 330---370万トンと年々増加している。
一 人当たりの消費量は、 1985---91年の 36---37 kgから 1992---97年の 40




水産物は 1990年の 344から、 2005年には 793へと急増する o 平均物 価
指数が 138、 212、農産物が 174、 322、工業品が 129、 192であるのに
比べ、その伸び率は著しく大 きい。しかし、水産物を生鮮魚介類と練乾
物・海藻類別にみると、前者が 430、 1，080、後者が 163、 226で、伸び








トン数や総馬力数はそれぞれ 1980年の 290千トン、 1，072百万馬力か
ら 1993年の 330千トン、 2，178百万馬力へと増加した o 1隻当たりの平
均漁船トン 数 、 馬 力 数 で み る と、 1980年の 40 トン、 147馬力から 1993
年の 50 トン、 326馬力へ増加した。特に、高馬力化が顕著であった o 高
馬力化は、国際競争力の向上を目的に、一部の業種以外に馬力規制が設
けられていなかったことによる o
燃油価格を水協が販売する免税 油 に つ い て み る 2)0 1 ~当たりの価格は
1980---98年には 126---214ウォンで高低を繰り返す o それ以降は年々上
昇し、 2004年 3月 以降 の原 油価格急騰で、 2005年には約 500ウォン へ
と急上昇した。一方、総供給量は 1980年の 472百万 eから漸増し(1.998 





し控えが影響 し た も の で あ る o
③ 3K産業への就業回避による就業者不足・人件費の上昇
韓国の総就業者数は 1980年に 12.6百万人で、うち、漁業就業者は 1.5%
の 0.2百 万人であった。その後、総就業者数は年々増加するも、漁業就
業者は漸減 し 、 2005年には 0.1百万(全体の 0.5%) に な っ た o 1980年
対比、 45%の減少である o
漁業 就業者が減少した一因として、所得の伸び悩みがある o 漁家所 得
は 1980年の 2.6百万ウォンから 1995年までは 5年単位で倍増するが 、
1990年代後半は IMF危機で伸び悩み、 2000年は 1995と同じ約 20百 万
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"' 
ウォン、その後の伸びは鈍いものの、 2005年には 28百万ウォンにな っ
た。一方、都市勤労者所得は、 1980--90年では漁家所得とほとんど変わ
りないが、それ以降、格差が拡大し、 2005 年には漁家所得の 1.4 倍 の
39 百万ウォンになった。漁家所得は他の産業に比べると低いものの、
1980年から 25年 間 で 約 11倍 、上昇した o 所得の上昇は労賃の上昇に
そ の ま ま 反映した。漁業支出に 占 め る 労 賃 の 割 合 は 、 燃 油 の そ れ に 増す
勢いで上昇し、経営に困難を強いている o
韓国は、これらの国際政治経済情勢と漁業情勢を背景に、 1990年代、






1994年 11月、国連海洋法条約が発効した o 批准国は領海 12海里・
200海里 EEZの設定、 EEZでの主権的権利の行使ができるようになった。
世界の海洋秩序が、「公海自由 Jの原則(領海以遠を旗国主義に基づく 公




っ て 出 さ れた「大陸棚の海底及び地下鉱物資源に対する沿岸国の管轄権、










1960年の 第 2次会議でも、そ れを埋めることはできなかった o 1973--
1982年の第 3次会議では、漁業資源や鉱物資源の利用・開発権、軍 事上




げ 、第 3次会議も長期化していたため、 200海里の経済水域や漁業水域
を独自に設定する国が相次いだ。特に、 1976年に米国が漁業保存管理法
を成立させて以降、カナダ、 EC、ソ連がそれに追随した o 日本もソ連に
対抗して、 1977年 7月に「領海法 J と f漁業水域に関する暫定措置法 J
を制定した o
これにより、 12海里領海と 200海里漁業水域が設定された o ただし、
東経 135度以西の日本海と東シナ海には漁業水域を設定せず、また、韓
国や中国の漁船には同法の適 用を除外した o 適用除外とした要因には、
当時、韓国や中国が 200海里漁業水域を設定していなかったこと、当該
水域の漁業 秩 序 と し て 1965年の韓日漁業協定や 1975年の日中漁業協定
があったこと、韓国や中国とは 領土 問題 があ った こと 、ま た、 日本 が 200
海里を設定すれば、韓国や中国 が 対 抗 上 、 設 定 す る こ と が 予 想 さ れ 、こ
れら 2国の近海に出漁する漁業団体が反対したこと、などがある。
これら 2国のうち、韓国は 1977年 12月に「領海法 J を制定したもの
の(1995年 12月、「領海及び接続水域法 J に改正)、 200海里水域は設
定しなかったし、中国は 1992年 2月に「領海及び接続水域法 J を制定












や 管 理 の 国際基準を定めている o 1958年に採択された 4つの条約を改訂
し、 EEZや深海底の概念を追加し、 1つの条約にしたのである。
本論と関係、の深い大陸棚については第 76--85条に、 EEZについては、
第 55--75条に定められている o 以 下 、 こ れ ら に つ い て み る 。





まで、縁辺部が 200海里を超える場合は、最大 350海里、または 2，500m
等深線から 100海里までのど ちらか J とした o 縁辺部が 200海里を超え
る場合には、国連大陸棚限界委員会の勧告を基に大陸棚の限界を設定す
る。
向 か い 合う、あるいは隣接する国家間の大陸棚の境界画定に関しては、
境界画定は衡平の原則に基づく解決を得るために、当該国は国際司法裁
判所の規定に従い合意を図る o 合意が得られない場合は、同法第 15 部




Allowable Catch : TAC) の 決定と生物資源の維持や過剰開発防止のため
の適切な保存・管理措置の実施を義務付けている o
TACは、最大持続生産量 (MaximumSustainable Yield MSY) の実









ら れ る 。入漁条件には漁業者・漁船・施設に関する許可証の発給、魚種・
漁獲割当の決定、漁期・漁場、 漁具や漁船や漁獲対象魚種の規制、漁獲・
漁船情報の明示、漁業調査の実施、監視員・訓練生の漁船への乗船、漁
獲 物 の 沿岸国への水揚げ、漁業 技 術 の 移 転 、 取 締 り 手 続 き 、 な ど を 定め
ることができる o
その他、 2つ 以 上 の EEZを跨いで存在する資源について、沿岸国に対
し、地域的機関などを通じた当該資源、の保存・開発措置に関する合意 を
求めている。
また 、向かい合う、あるいは 隣 接 す る 国 家 聞 の EEZの境界画定につ い
ては、衡平の原則に基づいて 両者の協議により解決を図ると定められて
いる。境界の画定が困難な場 合は、境界が画定されるまでは、暫定的な
条約の締結を推奨している o ただし、大陸棚の境界画定と同様、具体 的
な基準は示されていない o
3) 北東ア ジ ア に お け る 新 漁業秩序の形成 5)
北東アジ アにおける新漁業秩序の形成は、 1996年に中園、韓国、日本
が相次いで国連海洋法条約を 批准したことに始まる o これにより、それ
まで部分的に導入されていた 200海里が、北東アジア全域に適用される
ことになった o
従来の秩序を振り返ると 日本は 1977年に 200海里漁業水域を設定
したものの、一部水域や韓国と中国の漁船への適用を除外していたし、
韓国、中国は 200海里を設定 していなかった o 1965年の韓日漁業協定
と 1975年 の中 日漁 業協 定が 当該水域の漁業秩序を規律していたこと も
一因であった o そこでは、領海以遠は公海とされ、一定の漁業規制を課
13 
すも、旗国主義に基づく国際的 な 入 り 会 い 操 業 が 行 わ れ た 。 た だ し 、こ
れらの協定は、当時、漁業勢力が優位にあった日本に有利な条件で結 ば






中国より弱いという立場に変わっ た の で あ る o 漁業勢力を強め、広い操
業範囲の確保を求める韓国や中国にとって、 200海里体制導入は不利で
あった。特に、韓国は日本、中国などに固まれており、かつ、それらの
国との距離は 400海里に及ばない o したがって、韓国にとっては、 EEZ






棚や EEZの境界が未画定であ るため、それらを棚上げして、漁業に関 し




などで意見が対立し、どの協定 も 5年前後かかった o各国の主張する EEZ
が重複した り 、 領 土 問 題 が 未解決で境界画定が困難な水域には、暫定措
置水域(日韓関では正式名称がなく、日本は「暫定水域 J、韓国は「中間
水域 J と呼ぶ o 中日・韓中協定で は 、 正 式 名 称 、 と し て 「 暫 定 措 置 水 域 J
と呼ぶ o)を設定し、旗国主義に基づいて、共同で利用していくこととし
た。
以 下 、 北東アジアにおける新漁業秩序形成の経緯を韓日、韓中、日中
14 
の順 に漁 業協定締結までの道のり 、 及 び 北 朝 鮮 、 台 湾 の 200海里体制を
整理するこ と で 明 ら か に す る o
( 1) 韓日漁業協定締結までの経緯
韓日間では、漁業協定改訂のための交渉が 1996年 5月に始まり、 1997
年 11月までに合計 10回の漁業実務者会議が開催された o第一の争点は、
EEZの線引 き で あ っ た o
漁業交渉を開始する前の 1996年 3月の日韓首脳会談で、竹島(韓国
名・独島)の領土問題とは切り離して協議することで合意していた o
しかし、実 際の 漁業 交渉 では、韓国は全面的な境界画定を優先すべき
との主張を崩さなかった o 1年の歳月をかけ、ようやく 1997年 8月に、
竹島周辺に 暫定水域を設定することで領土問題を回避することで同意し




確保し、さ ら に 、 そ の 中 に 優 良漁場を含めたいとする意図による o 一方、
日本側は EEZの範囲画定よりも 、漁業協定の改訂を優先的に論議するべ
きであるとし、圏内では旧漁業協定の打ち切り圧力が高まった o
1997年 10月の第 6次漁業実務者会談では、 EEZで の管 轄権 と相 互入
漁が協議された。争点は、① EEZの範囲、②「暫定水域 Jの東側限界線、
③ EEZ内における伝統的漁獲実績の保証、の 3点であった o協議の結果、
①については、日本側の距岸 80海里、韓国側の 24海里の主張から、最
終的には日本側の 35海里 、韓国側の 34海里にまで歩み寄った D ②に 関
しては、日本側は大和堆が日本側 EEZに含まれるように東経 135度線












1998年 2月に は、 韓国 の金 大中政権の発足に伴い、漁業協定改定交渉
が再開され た 01998年 7月には、韓国による自主規制も再開された 01998
年 9月には、 10月の金大中大統領訪日に備え、新漁業協定の主要事項に
関す る合 意がなされた o 1998年 11月に新漁業協定が署名され、旧協定
の終了通告 1年 後 の 1999年 1月 23日に新協定が発効した o
これによって、① EEZの範 囲は 35海里、②「暫定水域」の東限線は
135度 30分で大和堆の 45%が「暫定水域 j に入ることになった o 当時
の韓日 EEZ境界画定交渉で、韓国は、 EEZの 基 点 を 「 韓 国 側 ・ 穆 陵 島 、
日本側・隠岐島 J としていたにもかかわらず、漁業交渉では、結果的に
穆陵 島と竹島の中間に基点がお か れ る 形 に な っ た ( 韓 日 EEZ境界画定交
渉については後述する)。ただし、③韓国漁船の日本 EEZへの入漁条件
を 巡 り ー 悶着があり、 2月 22日まで操業が中断された o
( 2) 韓中漁業協定締結までの経緯
韓中間には 1992年まで国交が結ばれていなかったため、政府間の漁
業協定は存在しなかった o ただし、 1970年代後半-..80年代初めに中国
沿岸における韓国漁船の操業が 活発化し、 1980年代中盤以降は韓国沿岸
における中国漁船の操業が活発 化したことに伴い、 1989年 12月、韓国






域で 猛操 業する中国漁船を規制するために、漁業協定の締結を要求した o




あった o ただし、中国に対する韓国の態度は日本に対するそれとは全 く






競合敗退が目に見えていたことで ある o 中国は、領海以遠をすべて「共
同漁労水域 J にすることを主張 し た 。 両 国 の 意 見 は 接 近 を み る こ と なく
交渉は遅々として進まなかった。
この対立に転機が生じたのは 、 1997年 11月の韓日漁業協定交渉での
「暫定水域 J(正式名称はない) 概 念 の 導 入 で あ っ た o これに習い、韓中
間において も 、 漁 業 協 定 の 締 結と EEZ境界画定の問題を分離し、暫定的
な線引きを 導 入 す る こ と で 妥結した。ただし、その幅員についての意 見
が対立し、交渉はさらに長期化した o
協議が難航するなか、 1998年 9月 、 「 過 渡 水 域 J という概念が提起さ
れた。過渡 水域とは、韓日、日中漁業協定にはない概念で、原則的には
暫 定 水 域 と同様、旗国主義に基 づ く 共 同 利 用 水 域 で あ る が 、 協 定 締 結後
一定期間(発効 4年後)が経過すれば、それぞれ沿岸国の EEZに編入す
る水域である o こ れ は 、 韓 国水域に依存する中国漁船の伝統的操業実績




る「現行操業維持水域 J とすることなった o この水域の設定は、北部は
北 朝 鮮 、 南部は日本を含めた 3国の境界が未画定であったことによる o
ただし、 1999年 4月、中国が「呂酒、長江河口及び舟山漁場海域での漁





度以北の特定 禁 止 区 域 で の 操 業禁止を要求した。いわゆる、現行操業維
持水域における別途の合意である o これにより、 2000年 8月、正式署名
され 、その後、入漁条件の交渉で若干の難航があったものの、 2001年 6
月 30日、ようやく韓中漁業協定が発効した o 実に、漁業協定交渉が始
まった 1993年 12月から 7年半の歳月が費やされたのである o
( 3) 日中漁業協定締結までの経緯
日中間では、 1996年 4月、新漁業協定に向けた交渉が開始された o 東
シナ海における EEZ、大陸棚境 界画定問題、尖閣列島の領土問題などで
交渉は難航す るが、境界画定・領土問題を漁業協定と分離することで、
1997年 9月、実質合意をみた。 EEZは沿岸田から 52海里まで、それ以
遠に暫定水域が、また、韓国を含 めた 3国の EEZが重複する部分には中
間 水域が設けられた o 1997年 11月 に は 署 名 さ れ た も の の 、 実 務 者 協 議
で 、 ① 入 漁条件、②暫定措置水域における共同資源管理、などに関する
交渉が難航し、協議は 20回にわたった o





を 1996年末の実績を超えないようにすること(日本:約 1千隻・ 10万
トン、中国:約 2万隻・ 210万トン)、毎年の業種別・魚種別漁獲量の報
告、暫定措置水域入漁許可漁船の名簿交換、で合意した o
新日中漁業協定は 2000年 6月に発効した o 国 連 海 洋 法 条 約 の 批 准 前
後から数えて、韓日間は約 3年、韓中間は約 8年、日中間は約 5年に及
ぶ交渉の末、 1999年に韓日漁業協定、 2000年に 日 中 漁 業 協 定 、 2001年





だ。韓中間は 2 倍以上の歳月を費やし、「過渡水域 J を設定するなど、
さらに、過渡的性質をもたせたのが特徴である o
このように、韓中日間の二国間漁業協定体制は暫定的で、しかも多く
の問題を抱え た ま ま で は あ る ものの、北東アジアに新しい漁業秩序を 形
成したのであ る。
( 4) 北 朝鮮と台湾の 200海 里体制
北東アジアの分断国家である北 朝 鮮 と 台 湾 も 200海皇帝jに対応した o
北朝鮮は、 1977年 8月から 200海里 EEZを実施した。 200海里幅を





係は、基本的にはない D ただ し、民間レベルでは、北朝鮮側・民族経済
協力 連 合 会と韓国側・全国漁民総連合会の間で、「南北民間漁業協力事業 J
として、韓国漁船の入漁が行われていたが、 2000年に中断している 6)。
中国との聞には、北朝鮮が 200海里 EEZを設定した時に、漁業協定





協約 j が締結され、中国漁船の北朝鮮 EEZへの入漁(5年間)が約束さ
れた 7)。これに伴い、中国漁船は黄海・日本海で操業を開始しており、
日本海では 2娘引漁船がスルメイカ、サンマ、マダラ、ホッケを漁獲し
ている o これら中国の一連の動 き は 、 日 中 、 韓 中 漁 業 協 定 の 成 立 に より
漁 場が縮小さ れ た こ と を 受 け たものである。
北 朝 鮮 は日本と国交を持っていない。しかし、北朝鮮が 200海里 EEZ
を設定したので、民間協定によって日本漁船が入漁するようになった o
主 に、 日本海側でのイカ釣、カニかご漁業である o 民間協定は両国の政
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治情 勢 の 変化に翻弄されながら 1993年まで続いたが、その後は、無協
定が続いている。
北朝鮮とソ 連 と は 、 1977年に、ともに 200海里体制に入ったので、
両 国間 で漁業協定を結び、相互入漁も認めている o 北朝 鮮か らの 入漁が





台 湾 は 、北東アジアの周辺国とは国交関係をもたないだけでなく、民
間同士の漁業協定も結んでいない。台湾は、 1979年 10月に 12海里領















( 1) 北東ア ジ ア の 水 域 と EEZ
図 1・1は 、北 東ア ジア の水域と水域名を示したものである。各国が主






9)で他国と対向し、 EEZ を 奪 い合う形にある。ただし、日本は太平洋側
で EEZの領域を争うことなく、自国主張の 200海里線を設定している。
韓国は三方を 海 に 固 ま れ な が ら日本と中国に挟まれているため、自国 が
主張する 200海里 EEZをそのまま設置できる場所はーヶ所もない o 漁
業協定において、韓国の EEZは、日本海側で 35海里、黄海側で約 60
海里のみで あ る o その外側には 境界が画定できない水域の共同利用水 域
が設けられ ている D
水域の名称については、図中に「東海 J という水域が二つあるが、韓
国では日本海、中国では東シナ 海のことを指す o また、韓国では黄海を
「西海 J、韓国本土南側の対馬や済州島周辺を「南海 J、済州島西海岸、











ある 。 面積 は 130万 km2、平均水 深は 1，350mで、東シナ海、黄海に比
べ、面積、平均水深ともに広く、深い 。
日本海中部には水深約 1，000mの浅瀬(海底山脈)があり、「大和堆 J
と呼ばれる 。 「大和堆」は優良漁 場で、韓日漁業交渉のなかで、同海域を





マン海流が入り込む o表層水温は日本海北部で 0--22t、中部で 5--25t、
南 部 で 10--28tである o






たが、日本の EEZとなってから は、入漁が廃止されている o
②東シナ海
東シナ海は日本の九州西岸・薩南・琉球諸島以西、韓国の済州島以南、
中 国大陸以東、台湾以北に位置する。面積は約 70km2、平均水深 350m
で ある o東シナ海の南東を縁取る琉球・薩南諸島に沿って 1，000--2，000m 
の海溝が走るが、それ以外は 200m以浅の大陸棚が広がる。黄海域と合
わせると、海域の 70%を大陸棚が占める 9)o 当該海域の大陸棚を巡って
は、 EEZ同様、境界が画定されていない D 海底に石油・天然ガス埋蔵の
可能性があり、それを巡って対立が激化し、解決を遅らせている o
東シナ海中 部 に は 中 国 の 長 江など四大水系とよばれる河川が注ぎ込み、
低塩系の中国大陸沿岸水域が広 が る o 海流は、黒潮の分流が流れ込むた
め、水温が年 平 均 で 20--24tと温帯である。また、海洋の一次生産者 で
ある植物プランクトンが豊富に分布する o 大陸棚という地形的性質、 河
川から 流 れ込む栄養塩、温帯という条件が相まって、中国大陸沿岸域は、
重要な魚類の繁殖・産卵・生息場である白
主 要 分 布魚種は、対馬海峡から東シナ海北部にかけては、サパ類、ア
ジ類、マイワシ、カタクチイワシで、産卵場を主に東シナ海南部にもつ
魚種はサワラ、タチウオ、ウマ ズラ ハギ 、ゴ マサ パな どが ある o
韓国の近海漁業は、対馬海峡 寄りでは大型まき網などの浮魚業種が、
23 
東シナ海中 ・南部では大型機船 底引網 1般引と 2 般引、大型トロール、
中型機船底引網の西南海区機船底引網 1鰻引と 2般引、近海鮫鯨網など
が入 り会 って操業している 。ただし、大型トロールは日本海、東シナ海、
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図 1-2 系群別主要魚種の分布





黄 海 は 韓国西岸、済州島以北、中国北東部、山東半島以南の海域であ
る。面積は約 40万 km2、平均水 深は 44mと日本海、東シナ海に比べて、
狭く、浅い。当該海域は、東シナ海から続く 200m以浅の大陸棚が広が
る。また、韓国西岸においては潮位差が 3.0---8.0mと非常に大きく、特
異な海域で あ る o
海 流 は 東シナ海から北上してくる黒潮分流と黄海中央冷水、黄河から
流れ込む河川水が合流し、栄養 的に 豊富 な水 域を 形成 して いる o 表面水
温は、夏場は 25tを上回り、冬場は 5t程度になる o
主 要 魚 種は、東シナ海北部から黄海南部にかけては、キグチ、カンダ
リなどのニベ類、マナガツオなどで、黄海北部ではマダラ、コウライエ
ピ、 ニ シ ンの他、延坪島周辺でガザミが漁獲される。当該海域の韓国の












は 20---40万トンであったが、 2000年以降は 15---20万トンへと低下し
た 。これは資源変動による o 底魚漁業の以西底引網は以前から減少が続
き、極小勢力となった o 資源の減少に加え、外国漁船との競合に敗退し
たことによる。
中 国の海面漁業は急激な漁獲量の増加を示している o 2003年の海面漁
業総生産量は 、 1985年の 3.7倍 に な っ て い る 。 1990年代に加速度的に
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増加したが、 2000年からは停滞傾向となっている o
中国の漁獲量を東シナ海・黄海別にみる o 1994年 の 漁 獲 量 は 、 東 シナ
海で 328万トン、黄海で 149万トン、その他(溺海や南シナ海)で 518
万トンであった。 2003年には、それぞれ 498万トン、 300万トン、 634
万トンにな っ た o 東シナ海・黄海での伸びが著しい o
この間の東シナ海・黄海の漁獲量を浮魚・底魚別にみる o 主要浮魚が
50万トンから 96万トン、主要底魚が 74万トンから 152万トンへとと
もに大きく伸びた o 東シナ海・黄海おいては、中国漁業が日本・韓国を
圧迫して、圧倒的な存在感を示している。
表 1-1 東シナ海・黄海・ 日 本 海 に お け る 韓 中 日 の 漁 業 生 産 動 向
単位:万トン
日本 中国 韓国
遠洋 以西 海面 東シ
黄海
東シナ海・黄海 近海 大型 大型機底 大型
旋網 底引網 漁業 ナ海 浮魚 底魚 漁業 まき網 2般引 トロール
32 13 387 168 29 68 31 11 
28 12 432 182 22 35 47 11 
24 12 486 202 31 33 37 11 
40 10 514 203 32 30 44 11 
39 9 559 216 25 33 41 10 
33 8 612 230 33 73 147 36 11 
32 8 677 255 40 47 123 20 11 
28 7 767 278 39 51 121 22 11 
31 5 852 313 47 56 153 27 11 
35 5 994 328 149 50 74 149 32 11 
28 4 1，140 438 171 85 131 143 23 11 
39 3 1，246 434 198 61 123 162 45 10 
30 3 1，385 500 335 71 127 137 18 10 
27 2 1，497 554 343 86 123 131 21 11 
23 2 1，498 546 348 88 148 134 23 11 
16 1 1，478 551 345 83 163 119 18 9 
17 1，441 540 322 80 155 125 23 9 
17 1，434 514 316 87 154 110 18 8 
18 1 1，432 498 300 96 152 110 16 6 


















































韓国の近海 ( 沖 合 ) 漁 業 全 体は、 1990年代の高水準から 2000年代 の
減少傾向へと変化する。業種別には浮魚漁業の大型まき網が、全体と同
様、 1990年代までは高水準であ る が 、 2000年代は減少する。この変動
は、主に資 源 変 動 に 由 来 し 、 その変動形態は、日本の大中型まき網の漁
獲動向と並行をなす o
一 方 、 底魚漁業である大型機船底引網 2般引、大型トロール、近海鮫
糠網のうち、近海鮫鯨網の漁獲量減少が著しい。これは資源減少ととも
に、定置性 と い う 漁 具 特 性 に より、中国漁船や圏内他業種との漁獲競争
に敗退したことによる o 大 型機船底引網 2般引と大型トロールは運用漁
具という特 性か ら、 漁場 ・対 象魚種を転換することで漁獲量の減少を食
い止めたが 前者は主に東シナ海・黄海を漁場とするため中国との競争
に 敗れ、後者は漁場を日本海に拡 大 す る こ と で 中 国 と の 競 合 か ら 逃 れ 、
勢力を維持している o ただし、ど ち ら も 資 源 の 減 少 は 同 じ で あ る o
( 2) 浮魚・底魚別生産量の動向
浮 魚 を 対象とする日本の遠洋旋網と韓国の大型まき網は、ほぽ類似し
た増 減 を みせている 01985--96年は、日本遠洋旋網、韓国大型まき網と
もに 20--50万トンで推移していたが、それ以降は、ともに 15--30万ト
ンで推移する。その間の推移も類似している。すなわち、 1990年、 94
年、 96年の急増、 1987年、 91年、 95年の急減は、ともに同じである D
ただし、 1986年 は 例 外 的 に 韓 国で増加、日本で減少している o これは、
韓国寄りに漁場が形成されたためと考えられる o
一方、中国による浮魚(サパ類 、 ア ジ 類 、 イ カ 類 ) の 生 産 量 は 、 1985
--94年の 20--50万トンから、 1995年以降の 60--100万トンへと急増
していて、韓国、日本の動向とは一致しない o 南シナ海の漁獲やカタク
チイワシの漁獲が影響している と 考 え ら れ る o ただし、中国の統計では
1990年前半から「その他の浮魚 j が急増し、全体の半数を上回った o こ






は、 1985--90年に 50--60万ト ン で 推 移 す る が 、 資 源 の 減 少 と 中 国漁船
による圧迫で段階的に低下し、 2002年以降は 20--30万トンへと半減 し
ている。
一方、中国の底魚(タチウオ、キグチ、ガザミ、ウマズラハギ)の生
産量は、魚種 によ る違 いは 大きいものの、全体としては 1985--94年は
30--80万トンで推移するが、 1995年以降は急増し、 120--150万トン、






とっていた o 1970年代末から韓国漁業が日本・中国周辺漁場に進出し 始
め、 1980年代は日本、中国に比べて優位を占めるようになった o 一方、
日本では経済の成熟に伴い、漁業労働力が流出するとともに、人件費や
燃油などの漁業費用の高騰により漁業経営が悪化した o その結果、韓国










浮魚漁業 については、韓日は並存状態にある o 底魚漁業とは異なり、
ある程度棲 み分けが形成されて い る と い え る o しかし、 2000年以降は同






漁 業 発 展の序列は、韓国が中固と日本の聞に挟まれ、漁業競合におい
て は日 本に対しては優位、中国に対しては劣位という中間にある。
3) 韓国の漁業交渉における中間性














て い な か ったこと、一義的な決 定 方 法 は な い こ と 、 等 距 離 原 則 は 国 際慣
習法化して い な い こ と な ど か ら、 1969年の国際司法裁判所の判決では、
境 界 決 定 は「衡平の原則 J に 従 い 、 関 連 状 況 を 考 慮 に 入 れ 、 合 意 に 基づ
く 線 引 き が行わなければならない、とした 11)D
日中韓に目を向けると、 1968年 、 国 連 ア ジ ア 極 東 経 済 委 員 会 (ECAFE) 
が地質調査の結果、東シナ海 ・黄海の海底に豊富な石油埋蔵の可能性 が
あることを 発 表 し た こ と か ら、日本、中国、韓国、台湾など周辺国によ
る当該海域の大陸棚を巡る攻防が始まった o
韓日間では、韓国が自然延長 論を、日本が中間線を主張した o 韓国は
ECAFEの調査結果を受けて、 1970年に「海底鉱物開発法 J を制定し、
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日本が主張 す る 中 間 線 を 越 える東シナ海に鉱区を設定した 12)o これを端
緒に、韓 日の大陸棚境界画定交渉が開始された o その結果、 1974 年 1
月に韓日大陸棚協定(北部協定)と韓日大陸棚協定(南部協定)が結 ば
れ、 1978年 6月に発効した o
北部協定は、日本の五島列島、韓国の済州島から日本海(北緯 33---36 
度付近)に かけて、中間線で境界を画定した o ただし、両国が領有権 を
主 張 す る竹島周辺までは伸びず、竹島問題には触れずに処理した o
南部協定では韓日の主張が重複する海域に共同開発区域を設けた 13)。
すなわち、 日 本 側 が 主 張 す る等距離中間線と韓国側が主張する自然延 長
論 に基づく沖縄トラフ(海溝) ま で の 線 に 固 ま れ た 区 域 で あ る o
韓 日 大 陸棚協定に対し、中国は東シナ海大陸棚の境界画定は中固との
話し合いに よ る べ き で あ り 、韓日による「共同開発区 J 画定に同意でき
ない旨を声明している 14)。
なお、 1999年の韓日漁業協定における境界線は、北緯 33以北の対馬
海峡 と日 本海では、北部協定で 定 め た 中 間 線 が 用 い ら れ た o し か し 、東
シナ海の「暫定水域 J の範囲は、南部協定の共同開発区域とは異なり、









こ と、 韓国は「岩礁(無人島)J に EEZの基点を置くことを認めていな
かったこと、による o
その後、 2006年 6月、 6年ぶりに交渉が再開された o 交渉が再開さ れ
た契機は、同年 4月の韓国によ る 日 本 海 海 底 地 形 の 命 名 、 そ れ に 対 抗す
るための日本の竹島周辺海域調 査 計 画 で あ る o 同交渉では、日本はそれ
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ま で通り「日本側・竹島一韓国 側・穆陵島 J を主張したのに対し、韓国
は韓国側の基点を竹島に置く「韓国側・独島一日本側・隠岐 J へと主 張
を変えた。主張を変えた理由は、日本の竹島調査計画を受けた虚武鉱 大
統領の特別談話など、領土ナショナリズムの高まりによる o
同年 9月に 開 催 さ れ た 第 6回 EEZ境界画定会談では、日本海、東シナ
海に分けて協議が行われた o 日本海については、韓日ともに前回と同じ
主張を繰り返 し た 。 東 シ ナ 海 については、日本側が新たに「鳥島(無 人
島)J を EEZの基点とすることを主張した o 同主張は、韓国が「独島 J
に基点を置いたときから、韓国 の間でも予想されていた o r独島 J を基点
にし て得 られる韓国の EEZ面 積や資源よりも、 f鳥島 J 基点で得られる
日本のそれが上回る o間交渉でも合意は得られず、平行線のままである o
日中間では 、大 陸棚 境界 画定に際して、中国側が沖縄トラフにまで及
ぶ自 然延 長論を、日本側は中間線を主張している o
1978年の日中平和友好条約締結時には、尖閣列島の領土問題とともに
大陸棚主権問題は棚上げされた。
同対立は、 2003年 8月、中国が日本の主張する中間線から約 5km西側
で油田開発に着手したことを契機に再発した o これに伴い、 2004年 10
月--2006年 5月に 5回の実務者協議が聞かれ、共同開発も提案されたが 、
協議は平行線を辿り、進展していない 17)0 
韓中間では、 1996--2005年に 10回に亘って EEZ境界画定会談が行
われたが、両国の意見の違いは未だに収まらない 18)。
韓国側は中間線を主張しているのに対し、中国は海岸線の長さなど諸
要素を勘案する「衡平の原則 J を主 張し てい る 19)o
また、この問題は、韓国が東シナ海の暗礁「イオ島(英名・ SocotraRock 、
中国名・蘇岩礁)J に総合海洋科学基地を建設 (2002年 12月完成)し、
中国がこれに抗議したことで、深刻化している o イオ島は中国が主張す
る大陸棚に連結しており、今後 も 境 界 画 定 は 、 難 航 す る と さ れ て い る 。
( 2) 漁業交渉における中間性
200 海里 体 制 導 入 の た め の 漁業協定締結交渉の中で、 EEZ・共同利用





も 、 日 本 に対しては旗国主義を主張したのに対し、中国に対しては共同
取 締りを主張した o
相 互 入 漁における割当量についても、対日交渉では、実績そのままの
割当量を求めた o 一方、対中関係では、中国が実績に近い割当量を求め
たが、韓国は自国レベルまで下げることを要求した。
このよう な 主 張 の 対 立 と 二 面性は、漁業勢力の優劣が背景となる D 韓
国が日本に対して漁業の自由を主張したことは、漁業協定締結・改定交
渉以前の韓日間の自主規制措置交渉の中でもみることができる o
韓日間では、 1980年から 5次にわたる自主規制措置が執られていた o
これは、 1970年代末、ロシア(当時のソ連)が 200海里漁業水域を設
定し、同海域から締め出された韓 国 の 遠 洋 ト ロ ー ル 漁 船 が 北 海 道 周 辺に
漁場を移し、それによる漁具被害や事故の多発、資源の減少が生じたこ
とに端を発する o 日本は韓国に対 し 、 日 本 の 底 引 網 規 制 措 置 を 遵 守 する
ように要請し た 白 こ れ に 対 し 、韓国は見返りとして済州島周辺での自制
を求め、合 意した。
自主規制はその強度を強めながら、第 1次(1980年 11月 -1983年
10月)、第 2次(1983年 11月-1986年 10月)と続いた o 第 2次規 制
を 延 長 し た 1987年には日本が初めて、漁業協定の改正と沿岸国による
取締 りを提案した o 韓国は、旗国主義による取締りを提案したのは日本
であり、状況が不利になったから と い っ て 変 更 す る の は 理 不 尽 だ と 拒絶
した。その 後も、第 3次 (1988-91年)、第 4次(1992年 3月 -1994 
年末)、第 5次 (1995-98年)の 中 で 規 制 を 強 化 し つ つ 、 日 本 は 漁 業協
定の改定を主張した o しかし、韓国は現行協定で対応可能であり、日本
は自国が押しつけた協定であることを考慮するべきで、協定の見直し は






本の 対 応 と同様であった o
時系列的 に み る と 、 韓 日 の 関係、では、漁業先発国である日本は、韓国
漁業が未発 達 の 時 点 で は 規 制強化を拒み、反対に、漁業後発国の韓国 は
規制の強化を 訴 え た o しかし、日本の漁業勢力が表退し、韓国の漁業勢
力が日本に勝るようになると、お互いに態度を一変させる o 韓中の関係、
では、中国に比べ漁業先発国で ある韓国は、最初は規制強化を拒むが、
中国が勢力を拡大しはじめると 、 規 制 強 化 を 主 張 す る よ う に な っ た o
時 系 列 的には、どの国も態度を豹変させているものの、同時期に交渉
姿 勢を使い分けるのは韓国のみである o
以 上 の ように、韓国は地理的に中国と日本の中間に位置するだけでな
く、漁業勢力の面からも中国より劣り、日本より勝るという中間にある
からこそ、漁業交渉においては 中 国 に は 漁 業 規 制 の 強 化 を 主 張 し た のに
対し、日本には緩やかな規制を求めるというこ面性をもっ対応をとった o






1 ) 韓国銀行「物価総覧 j を参照した o
2) 免税油の供給については、水協中央会資料を参照した o
3) 1992年の中国領海法は、尖閣諸島が中国領土であることを前提に
制定されている o 西井正弘『図説国際法~ (有斐閣、 2003年)p.116o 
同 法に基づき、中国は 1996年 5月に 77個の直線基線起点を発 表
したが、韓国側はいくつ か の 基 点 に つ い て 異 議 を 申 し 立 て て いる o
海洋 水産部報道資料「大陸棚とは J (2002年 11月)。
4) 韓日・韓中新漁業協定締結までの経緯と性質については、 Choi
Jong-Hwa r韓日新漁業協 定 の 構 成 と 法 的 性 格 J W水産経営論集
Vo1.14. No.2~ (1998年 12月)、 ParkJae-Young ・ChoiJong-Hwa 
f韓 中 漁 業 協 定 の 評 価及び今後の課題 JW水産経営論集 Vo1.16.
No.2~ (2000年 12月)、杉山普輔 f新日韓漁業協定締結の意義 JWジ
ュリスト No.1151~ (1999年 3月)を参照した o





6) 連合ニュース「中国漁船、北朝鮮での漁場操業を推進 J (2001 年
12月 12日)を参照した o
7) 連合ニュース「北朝鮮・中国共同漁労協約、政府対策要求 J (2004 
年 9月 6日)、ハナエ民族新聞「中国漁船北朝鮮水域で操業開始 J
(2004年 9月 21日)参照。中国漁船への入漁条件は入漁料が漁獲




し た。『中国漁業年鑑 (2001、 04年)~を参照。また、 EEZ 境界画
34 
定については「中越トン キン湾海洋境界画定に関する協定 Jが 2004
年 6月に発効した o 世界日報「時論:イオ島の是非 J (2006年 9
月 19日 ) を 参 照 し た o
9) 水産庁増殖推進部・(独)水産総合研究センター「我が国周辺水域に
おける海況の特徴と長期変動 J (2004年 6月)。
10) 中国の漁業動向については、片岡千賀之「東シナ海・黄海における
漁業の国際的再編と 200カイリ規制 JW漁業経済研究第 42巻第 2
号~ (1997年 10月) pp.57-85に詳しい o
11 ) 大陸棚境 界画 定を めぐ る判例については、松葉真美「大陸棚と排他
的経 済 水 域 の 境 界 画 定 一判例紹介ー JWレファレンス平成 17年 7
月号~ pp.42-61 に 詳 しい。北海大陸棚事件以降、 14件の判例の
うち 8件 を 例 示 し 、 自 然延長原則を用いた判決は北海大陸棚事件の
みで、それ以降の判決は 「 ま ず 暫 定 的 に 当 事 国 聞 に 中 間 線 を 引 き、
関連事項を考慮してそれを修正する方法をとって Jい る と し て いる o
12) 黄海・東シナ海及び日本海南部に 7つの海底鉱区を設定した o 第 1
-4鉱区は中国との中間線、第 6鉱区は日本との中間線がとられ た
が 、第 5、 7鉱区は沖縄トラフにまで及ぶ 280海里の鉱区を設定 し
た。 韓日大陸棚協定により 、 こ れ ら 鉱 区 の 一 部 ( 第 5、 7鉱区と 一
部の第 6鉱区)が共同開発区域になった。
13) 韓日大陸棚協定については、水上千之『海洋法一展開と現在一~ (有
信堂、 2005年) p.142、前掲「大陸棚とは J (2002年 9月)を参照
した。
14) 東京大学東洋文化研究所「データベース 世界と日本 J、外務省ア
ジア局中国課『中国対日重要言論集第 24 集~ (1974年) pp.8-9 
を参照した。
15) 大陸 棚協定と漁業協定における境界と暫定水域の関係は、芹田健太
郎 r 島の領有と経済水域の境界画定~ (有信堂高文社、 1999 年)
pp.186-193を参照した o
16) EEZ 境界画定交渉については、朝日新聞「先鋭化する領土問題 J、
「海 の 線 引 き 一 危 機 避ける日韓ルールを-J (2006年 6月 15日)、
35 
，..-
「日韓 EEZあすから境界 画定交渉 J (2006年 6月 11 日)、外務省
「日韓排他的経済水域境界画定交渉(とりあえずの概要 )J (2006 
年 6月 13日)、「副大臣・事務次官会見記録 J (2006年 9月 7日・
11日、 4月 17日・ 24日)などを参照した o
17) 日中間の東シナ海における大陸棚境界画定問題については、演川今
日子「 東 シ ナ 海 に お け る日中境界画定問題一国際法からみたガス田
開発問題-J W調査と情報第 547号 J(国立国会図書館、 2006年 6
月)、 pp.1---14を参照した。
18) 韓中 EEZ境界 画定 協議 については、連合ニュース f外交通商部報
道:第 10次韓中条約局長問海洋境界画定及び国際法関連会談の結
果 J(2005年 12月 7日)、世界日報「韓中 EEZ交渉の紛争化 J(2006 
年 9月 14日)を参照した。その後、 2006年 9月 29日には、イオ
島近辺に中国が新たな水 中暗礁を発見し、これに命名した o 韓国で
も 同 暗礁の命名に躍起になっている。 YTNTV rイ オ 島 暗 礁 に 韓国
式命名を J (2006年 10月 27日) を参 照し た。













統領令で定 め る 漁 業 で あ る (水産業法第 44条)。漁業種類は、手掴み漁
業、素潜り漁業、投網漁業である 2)。
許可漁業は、無動力漁船または 8 トン未満の動力漁船や漁船の安全操
業と漁業調整のために大統領令が定める 8---10 ト ン の 動 力 漁 船 を 使 用す
る「沿岸漁業 J、 一 定 水 域 で 無動力船あるいは 5 トン未満の動力船で行
う「区画漁業 J、8 トン以上の動力漁船または水産資源の保護と漁業調整
のために海 洋 水 産 部 長 官 が 必要と認める総トン数 8 トン未満の動力漁船
を使用する 「 近 海 漁 業 J、海外水域を操業区域とする「遠洋漁業 j に分け
られる。
「区画漁業 J は、 1990年の水産業法の全面的改正により、従来の「第
2 --3種共同漁業(現在の漁村漁業)J が許可漁業に移され、設置され た









確に は 定 められていない o 水 産振興法施行令第 2条(1995年廃止)には
沿岸漁業を「国内の漁携根拠地から出港し、単日帰港できる範囲内の海
岸で行う漁業 j と定義づけてい る の み で あ る 4)o 海域区分が明確でない
た め 、 近 年の沿岸漁業の勢力増大、漁場の沖出しで、近海漁業と問でト
ラブルが多発している o
表 2・1 韓国海面漁業の概要
























近海 と漁業調停のため特に必要 海洋水産 海、黄海、北緯 引網(1般・2般引))、近海トロール













漁 船 規 模 によって細分すると 18---23 業種になる o このうち、潜水器は
38 
漁船規模が 8 トン未満、機船権現網、近海桁網が 20 トン未満と規定さ
れていて、 漁船 規模 から は沿岸漁業に分類されるべきであるが、資源保





業 ( 遠 洋トロール、遠洋棒受網)にあたる D
2) 許可定数制







定められている o 同令の定義では、許可定数とは許可件数の上限目安 と






設定、許可件数の推移を示した も の で あ る 。 1953年に水産業法が制定さ
れた当時、 許 可 定 数 は 2 業種のみに設定されていたが、逐次拡大され、
1982年には 14業種に設定され た。定数が設定されていない業種は、小
型まき網、 近海釣・延縄など漁 獲 強 度 が 低 い 7業 種 で あ る o ただし、許




な かった o しかし、 2003年 8月 に は 水 産 資 源 保 護 令 の 改 正 に よ り 、 抜本
的な許可定数の見直し、新設が行われた o この改正・新設は、大規模な
減 船 事 業 により許可件数が大幅に 減 少 し た こ と 、 未 設 定 業 種 に お い ては
漁 船の高馬力化により漁獲能力 が 増 大 し た こ と に よ る D これにより、近
海漁業の全業種に定数が定められた o 改正定数の算出は、主に減船事 業
による現存隻数と兼業許可状況を根拠に行われた D
表 2・2 近海漁業における許可定数、新規許可禁止と許可件数
設定当初 最終改正 2003.8 新規禁止 許可件数
定数 設定時期 定数 設定時期 改正定数 設定時期 1970' 1980 1990 2000 





230 134 90 70 
大型機底2般引 180 1982.11 45 150 216 190 91 
東海区機底 60 
1963.11 
42 35 1992.9 42 42 41 42 
西南海区中型機底 65 65 1963.11 47 1992.9 65 65 65 64 
大型トロ}ル 60 1982.11 60 50 1977.12 17 88 87 62 
東海区トロール 25 1963.11 43 1982.11 35 1992.9 26 43 43 42 
大型まき網 35 1982.11 35 30 1978.7 36 51 48 35 
小型まき網 未設定 60 1985.9 
近海釣 未設定 915 1987.8 
機船権現網 160 1963.11 150 1982.11 80 1982.5 147 149 114 105 
近海刺網 1，500 
1972.12 
2，200 1974.12 855 
1987.8 
1，844 2，000 1，619 1，168 
近海鮫鯨網 1，000 850 1982.11 290 1，329 1，017 858 601 
近海棒受網 未設定 60 1986.6 
アナゴかご 300 1982.111 300 1982.11 90 1979.11 
234 601 1，388 979 
その他かご 未設定 190 1986.6 
タコ査 未設定 40 1987.8 
近海桁網 540 1976.7 540 1976.7 170 1992.9 350 433 534 193 
近海延縄 未設定 865 1987.8 



























なお、沿岸 漁 業 に 関 し て は 、 2000年に新規許可が禁止され、 2002年
9月 に す べての業種に対して許可 定 数 が 新 設 さ れ た o これは、沿岸漁業
は大規模な減船事業が施されず、新規許可の禁止も行わないなど、ほと






1) 部 門 別生産量動向
図 2・1は、海面漁業の生産量を漁業部門別に示したものである o 海面
漁業の総生 産 量 は 1980--2005年の 25年間では、 1980年代後半--1990 
年代前半が 200--270万 ト ン と多く、そのピークは 1986年である o 1990 
年代後半以降は漸減し、 2000年には 200万 ト ン を 下 回 り 、 近 年 は 160
--1 70万トンで停滞している o
沿・近海 漁 業 の 生 産 量 は 、 1980--90年は 140--173万トンの間で増 減
を繰り返す o 1986年がピークで あ る 。 こ れ は 主 に ウ マ ズ ラ ハ ギ の 大 漁に
よる。 1991--92年は約 120万トンへと急減する o これは、底魚漁業の
主要対象魚 種 の ウ マ ズ ラ ハ ギ と浮魚漁業の主要対象魚種のマイワシの 激
減による。 その後、 1993--99年は 130--162万トンに回復するが、これ




の生産量は、 1990--92年の 30--32万トンから 1993--2001年の 38--43 
万トンへと増加したが、 2002年以降は 32--37万 ト ン に 減 少 し て い る。
近海漁業の生産量は、 1990年代の 90--125万トンから、 2000年以 降
41 
の 73~ 85 万 トンへ と減少している 。 この減少は資源の減少と漁場の 縮
小などによる 。 1996年に記録した 125 万トンは、サパ類の卓越年級群
の発生による 。
遠洋漁業の生産量は、 1980 年前半の 46~ 66 万トンから、 1985~ 95 
年の 74~ 103 万トンに増加する 。 しかし、 1996~ 2001 年には 65~ 83 
万トン、さらに、 2002 年以降は 50~ 58万トンへと段階的に減少し、ピ
ーク 時 に 比べると半減している 。世界的な 200海里体制の定着により外
国水域からの締め出しと公海での操業規制の強化による 。
1980年代に勢いよく伸びた遠洋漁業は、外国 EEZからの締め出しを
受け、圏内では 1992年の近海漁業の新規許可禁止で近海への U タ ーン
も抑止され、 1990年代初頭に伸 長を止める 。 2000年以 降 は 、 遠 洋 ・近
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図 2.2は、沿近海漁業による 生産量を魚種別に示したものである 。 カ
タ ク チイワシとサパ類は安定的に生産されているが、その他の主要魚種
構成は 1980年代と 1990年代で 一 変 す る 。
42 
1980年代はカワハギ類(主にクマズラハギ)、カタクチイワシ、マ イ
ワシ、タチウオ、サパ類の 5魚種で 48%を占めた 。 特 に 、 沿 近 海 漁 業の
生産 量が ピークを記録した 1986年には、カワハギ類の割合が約 20%に
も及んだ 。 しかし、カワハギ類とマイワシが 1991年以降激減し、ほと
んどその姿を消したことにより、それまで 150万トン前後だった沿近海
漁業の生産量は、 1991~92 年に 120 万トン台にまで落ち込んだ。
1993年以降は、カワハギ類、マイワシに代わり、スルメイカの台頭、
カタクチイワシ、サパ類の伸長がみられる 。 1993~ 2005 年の生産量の
うち、カタクチイワシ、スルメイカ、サパ類、タチワオの 4魚種で 55%
を占めている 。 特に、 1986年に次ぐ第 2のピークである 1996年の魚種
構成は、サパ類が急増して 62%に及んだ。サパ類の急増は、卓越年級群
の発生による。
2005年の生産量は、この 1996年に比べて大幅に減少している 。 生産
量の減少は、主要魚種のサパ類、スルメイカ類、タチウオなどの源、獲不



















したものである o 海面漁業の生 産 金 額 の 推 移 は 、 生 産 量 の 低 迷 に も かか
わ ら ず 、 魚価の上昇に支えられ 、 沿 岸 ・ 近 海 ・ 遠 洋 と も に 増 加 が み られ
る。
総生産金額(上図)は、 1980---82年の 7---10千億ウォンから 1983---
88年は 12---18千億ウォン、 1989---93年は 19---27千億ウォン、 1994
年以降は 30---35千億ウォンと増加傾向にある。ただし、 1980---94年 の
15年間では 、実に 4.4倍の増加をみせたが、 1995---2005年の約 10年 間
では、 1.2倍の増加に留まった。
漁業部門別に生産金額をみる。沿・近海漁業の生産金額は、 1980---85
年 の 5--9千億ウォン、 1986---92年の 10---17千億ウォン、 1994年以 降
の 23---27千億ウォンと段階的に増加している o
1990年以降を沿岸・近海別にみると、 1990---92年は沿岸が 5--6千 億
ウォン、近海が 9---11千億ウォンと近海の生産金額が沿岸のそれを倍近
く上回って い た o しかし、 1993年以降は沿岸が 10---13千億ウォン、.近
海 が 13---17千億ウォンで、沿 岸の生産金額の伸びが著しい o
遠洋漁業の生産金額は、 1980---84年の 2--4千億ウォンから 1985---
97年は 5--8千億ウォン、 1998年以降は 7--11千億ウォンへと増加した。
上昇率は約 4倍であるが、沿・近海漁業のそれに比べれば劣る。
生産単価(下図)については、海面漁業平均で 1980年の 350ウォ ン l
1mから 2005年の 1，860ウォン 11mへと、 25年間で 5.3倍の上昇をみせた o
沿・近海漁業では 1980年の 346ウォン Ikgから 2005年の 2，467ウォ
ン11mへ 7.1倍の伸びをみせた。特に、沿岸漁業の伸びは 1990年代に 加
速して、 1990年の 1，558ウォ ン Ikgから 2005年の 3，588ウォン Ikgへと
2.3 倍の伸びである。近海漁業の単価は海面漁業平均とほぼ閉じ推移を
み せ て い る D
遠洋漁業の単価は、 1980年の 478ウォン 11mから 1989年の 896ウォ
ン11mへの上昇、 1990---97年の 500---600ウォン Ikg台への低下を経て、
1998年以 降 は 1，300---1，400ウ ォン 11mに急上昇し、その後 1，400ウォ ン
44 
/kg台に落ち着いている o 魚価の変動は、 200海里規制や公海漁業の規制
で、魚種構成が変化したことも影響している o 1980年に比べ 2005年の
伸び は沿 ・近海漁業のそれに比べて、 3.1倍と鈍い o
韓国銀行の調べによると 6)、1980年を 100とする 2005年の卸売物価
指数は、農産物が 322、鉱産物が 315、工業物が 192に対し、水産物 は
793と 群を抜いて高い o 特に、鮮魚介類の指数は 1，080に及ぶ D 魚価 の
高騰が韓国の漁業と漁業経営を支えてきた。
以上、生産量・金額・単価をみてきたが、 1980年から 2005年の 25
年の聞に、生産量は、沿・近海漁業で 0.8倍、遠洋漁業で 1.2倍、生産
金額は、それぞれ 5.7倍、 3.7倍、生産単価は、それぞれ 7.1倍、 3.1倍
となった。生産金額の増加は、沿・近海漁業では生産量の減少をカバー
する魚価の上昇、遠洋漁業では、生産量の増加と魚価の上昇、を起因と
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第 2節 近 海 漁 業 の 概 要 と分類
1. 近海漁業の概要
表 2-3は近海漁業の許可条件(海域・漁船規模・漁具・網目)と 2004
年 の 漁 船 勢力と生産状況、図 2-4は 主 要 近 海 漁 業 の 漁 場 を 示 し た も ので
ある。操業 可 能 海 域 ・ 期 間 、漁船規模・漁具・網目の規制は主に「漁業
許可及び申告に関する規則 j と「水産資源保護令 J に規定されている o
操業禁止区域は、大型機船底 引網と大型トロールに設けられており、
沿岸での操業を禁止している。また、大型トロールについては東経 128
度 以 東 で の操業は禁止されているが、この規制は守られていない。
この大型トロールに対する東経 128度以東の操業禁止は、 1965年の
韓 日 漁 業 協定締結を契機に設けられたものである。その後、 1982年の水
産資源保護令の改正で、操業区域が「全国近海 J ととされ、一旦、禁 止




た め で あ る o 大 型ト ロー ルの 主要漁場が日本海へと広がったのである o
スルメイカは、今や韓国近海漁業の主要魚種となり、大型トロールは約




漁具規制 は 対 象 魚 種 ご と に 網目や漁具の規模に制限を設けている o 漁
船規模は大 型機船底引網 1般 引と同 2般引、大型トロール、大型まき網
で最も大き い 上 限 140 トンが設定されている o 実際の漁船規模は大型機
船底引網 2般引、大型トロール ・ ま き 網 で は 、 上 限 に 迫 る 漁 船 が 中 心を


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































許可 定 数は、前述したように 2003年 8月に改正されたものである 。
大型機船底引網、中型機船底引網、大型トロール、大型まき網などの 大
規模漁業と東海区機船底引網、東 海 区 ト ロ ー ル な ど 海 区 特 定 漁 業 に 計 30
~ 50件、小型まき網、機船権現網、近海棒受網など沿岸性漁業や浮魚漁
業に計 60~ 80件、近海鮫鱗網 、 近 海 桁 網 、 潜 水 器 な ど 小 規 模 底 魚 漁業
や採貝漁業に計 170~290 件、近海釣、近海刺網、近海かご、近海延縄




ご、近海延縄が沿 ・近海全域、小 型 ま き 網 、 機 船 権 現 網 、 近 海 棒 受 網 、
近海桁網、潜 水 器 は 沿 岸 全 域 である(図 2・4参照)。
漁獲量に ついては、合計 108万 ト ン の う ち 、 大 型 ま き 網 が 22万トン
と群を抜いて高く、次に、沿岸性の機船権現網(主要魚種はカタクチイ
ワシ)が 11 万トン、大型トローノレ ・大型機船底引網 2般引 ・近海釣が






表 2-4は 、 主 要 漁 場 、 漁 業勢力・漁獲量、対象魚種を基準として近海
漁業を分類したものである。この表に示す累計を用いて下記のような分
類①、②、③とした。
① 主要漁場が沿岸寄りで 国 際 競 合 が 少 な い 業 種 と し て 、 定 着 性 魚種
を対 象 と す る 潜 水 器 、近海桁網、沿岸田遊性魚種を対象とする機
船権現網、近海棒受網の 4業種
② 漁船規模が小さい(漁船トン数が 60 トン以下)、または生産量が
少 ない(4万トン以下) 業種として、底魚漁業の大型機底 1綬引、
東海区機船底引網、東海区 ト ロ ー ル 、 西 南 海 区 機 船 底 引 網 1般引、
同 2般引、浮魚漁業の 小型まき網、その他の近海刺網・延縄の 8
業 種
③ 漁場が近海寄りで、漁船規模が大きい、または、生産量が多い業









沿岸 定着性 南海・西海 潜水器、近海桁網
一









大 浮魚 東シナ海・日本海 大型まき網
その他 日本海・東シナ海 近海釣、近海かご





構造再編(減 船事 業) を考 察するにあたって意味をなす。すなわち、国
際入会い操業の影響を考察する際は、主要漁場が沿岸寄りである業種に
ついて検討する必要はない o ま た 、 韓 日 ・ 韓 中 漁 業 協 定 に つ い て 考 察す
る際は、主 要 漁 場 が 日 本 寄 り (日本海・東シナ海)であるか、中国寄り
(黄海・東シナ海)であるかの 分類が必要である。漁業構造再編の実績・
効果を考察 する際には、漁業勢力・漁獲量の規模を基準とした業種の分





図 2・5は、 1990年以降の近海漁業の生産量を業種別に示したもので あ
る。近海漁業の総生産量は、 1990年の 115万 トンから、増減して、 1996
年に 125万ト ン の ピ ー ク を 記 録した後、漸減し、 2005年には 73万トン
となった。
図 2・2 と合わせて読むと、沿・近海漁業は 1980年中盤に第 1次のピ
ークを迎え 、 そ れ か ら 1990年 代 初 頭 に か け て 主 要 魚 種 の カ ワ ハ ギ 類、
マイワシが 激 減 し 、 そ れ を 境 に魚種構成を大きく転換させる 。それ以降、










































各業種の魚 種 別 生 産 量 は 図 2・6の通りである o
( 1) 近海釣
近海 釣の生産量は、 1990年の 5万トンから漸増し、 1996年に 11万ト
ン で ピ ー クを記録した o その後は減少傾向にあって、 2005年には 6万ト
ンである o
近海釣の生産量が近海漁業のそれに占める割合は、 1990年は 4%であ
ったが、 1992年以降は 8--10%を占めている o
近海釣の主要魚種は、 80--95%をスルメイカが占める o
( 2) 近海か ご
近海かごの生産量は、 1990年の 2.4万トンから漸増し、 1996年に 5.4
万トンでピ ー ク を 記 録 す る o その後、急落と増減を経て、 2005年は 2.5
万トンとなった o
近海かごの生産量が近海漁業の そ れ に 占 め る 割 合 は 、 2--5%である o
近海かごの主要魚種は、 1990--93年はアナゴやパイガイが中心であっ
たが、 1993--2001年はベニズワイガニが 70--80%を占める。 2002年以
降は、日本 EEZでの入漁割当が廃止され、ベニズワイガニが割合を落と
し、ベニズワイガニが 40--60%、 ア ナ ゴ が 30--50%である o
( 3) 東海区トロール
東海区トロールの生産量は、 1990年以来、 1万トン弱で推移していた
が、 2001年以降、急増し、 2004年に 4万トンでピークを記録した o 2005 
年は 3万トン余りである o
東海区トロールの生産量が近海漁業のそれに占める割合は、 2000年ま
では 1%未満であったが、 2001年以降は 2--5%となった。
東海区トロールの主要魚種は、 1990年代前半はスケソウダラであっ た
が 、その後、急減し、ゼ、ロとなった o 1994--2000 年はカレイ類、ニシ
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生 産 量 が減少した業種の う ち、分類③の大型トロール・まき網・機船
底 引網 2鰻引、近海鮫線網について詳しくみる(図 2-7参照)。
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( 1) 大型まき網
大型まき網の生産量は、 1980年代前半は 25--35万トン、 1980年後半









大型トロール は 1970年代後半から勢力を増大させた o _1980年代前半
に 6--10万トンであった生産量は、 1980年代後半には 10--16万トンに
増加する o その後、主要魚種で あ る カ ワ ハ ギ 類 ( 主 に ウ マ ズ ラ ハ ギ )の
激減により 1991--94年は 8万 ト ン に 落 ち 込 む o 1995年以降は、主要魚
種をスルメイカに転換することで、再度、 10--15万 ト ン へ と 増 加 し た。
ただし、 2004年以降は下降して、 2005年は 7万トンに留まった o 大型
トロールの生産量が近海漁業のそれに占める割合は 10--16%である o
大型トロールの主要魚種は、 1990--91年はカワハギ類が 80--90%を
占めた。 1992 年以降は、スルメイカが 50--80%と高い割合を占める o
その他の魚種にタチウオがある。
( 3) 大型機船底引網 2般引
大 型 機 船底引網 2般引の生産 量 は 、 1980年代、 1990年代は 10--12 
万トンで安定していた o しかし、その後は日本・中国の EEZからの締め
出し、大幅減船、資源の減少な ど で 減 少 し 、 2005年には 8万トンとな っ
た。大型機 船 底 引 網 2 般引の生 産 量 が 近 海 漁 業 の そ れ に 占 め る 割 合 は、
8--13%である。







減少し、下げ止まることを知らない o 1990年代前半は 15--18万トン、
後半は 10--14万トン、 2000年以降は、韓中漁業協定締結、減船事業の
影響を受けて 、 1990年対比 75%の減少である o
近 海 鮫 線網の生産量が近海漁業のそれに占める割合は、 1990年前半は
15--20%であ っ た が 、 後 半 は 10--13%、 2000年以降は 6--8%と、主 幹
業種から退 き つ つ あ る o
近海鮫線網の主要魚種は、 1990年前半は、タチウオ、カンダリ類、キ
グチ で あ ったが、後半は資源の減少に加え、漁獲競争に敗退して、とく
















































































近海鮫線網は 1980年代から 1990年 代 に か け て 近 海 漁 業 の 主 幹 業 種 の座
を占めていた(表 2・5参照 )0 1990年 に は 近 海 漁 業 の 生 産 量 に 占 め るそ
57 
れぞれの割合は、 31%、 14%、 10%、 16%、 4業種で 71%に及んだ。し か
し、これらの 業 種 は 、 1980年代にピークを記録して以来、減少傾向にあ
る 01990--2005年の 15年間に 、 そ れ ぞ れ 25--75%、生産量を減らした o
と く に 底魚漁業の減少が顕著である o 近年は底魚漁業が浮魚を対象にす
る傾向が現れている。
生産量の減少に伴い、近海漁業に占める割合も、 2005年にはそれぞれ、
24%、 9%、 6%、 11%、計 50%と落とした o 大型機船底引網 2般引は、そ
の 割 合 を維持しているが、そ の 他 の 業 種 は 後 退 し て お り 、 特 に 、 近 海鮫
線網の縮小度は大きい。
表 2-5 近海漁業の主要業種別生産動向
生産量(万トン)|牛ー産量ピーク 増減 占有率(%) 主要魚種(紛
19801199012005 万トンl年 05/90 199012005 19901200512005その他
スルメイカ 82 93 
生 近海釣 - 5.1 6.3 10.7 1996 23% 4 9 タチウオ 8 3 
産 フグ類 8 
量
近海
アナゴ 32 36 
増
かご
- 2.4 2.5 5.4 1996 4% 2 3 パイガイ 10 2 






- 0.7 3.4 3.8 2004 395% 5 スルメイカ 6 96 




21.9 35.9 17.4 46.6 1986 -25% 31 24 サパ類 26 80 
生




5.7 16.6 6.8 16.6 1990 -60% 14 9 スルメイカ 2 78 
タチウオ 11 
減
カンダリ類 20 9 サワラ30%
少 大型機底
業 2般引
12.4 11.1 7.7 12.4 1980 -30% 10 11 キグチ 13 2 
種 タチウオ 6 19 
近海
タチウオ 45 16 カタクチイワ
鮫線網
22.7 18.3 5.3 25.8 1984 -75% 16 6 カンダリ類 15 16 シ16%、サッ
キグチ 7 5 ノ勺4%
注:増減は1990年に対する2005年の生産量の増減率i占有率は近海漁業に古める当該業種の生産量の
割合を示す。
一 方、 生産量が増加した近海 釣 ・ か ご 、 東 海 区 ト ロ ー ル の 1990年 に















最たる例で、資 源の 減少 、漁場の縮小、経営の悪化から、大規模な減船




加し、 1996年には 168百億ウォンでピークを記録する。その後、 2000
年まで漸減 す る が 、 2001年以降は微かに増加傾向にある o 2005年の生
産金額は 1990年のそれに比べて 1.5倍である o 前掲図 2・3でみたよう
に、近海漁業 の 単 価 は 、 1996年以降も年々上昇しているため、 1996年
以降の生産金額が減少しているのは、生産量の減少に由来する。
業 種別 にみると、 1990年に比べて生産金額が増加した業種は、大型機
船底引網 1般引、西南海区 2般 引 、 大 型 ト ロ ー ル 、 東 海 区 ト ロ ー ル 、大
型・小型まき網、機船権現網、 近 海 釣 ・ 刺 網 ・ か ご ・ 延 縄 、 潜 水 器 の 12
業種である。一方、減少した業種は大型機船底引網 2般引、西南海区機
船底引網 1般引、近海桁網、近 海 鮫 糠 網 、 近 海 棒 受 網 の 6業種である o
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1990 1995 2000 2005 
図 2-8 近海漁業の業種別生産金額
資料:海洋水産部
1)生産金額が 増 加 し た 業 種
図 2・9は、 生産金額が増加した業種のうち、分類③の大型まき網・ト
ロール、近海釣・かごについて、その生産金額と単価の推移を示したも
のである 。 ちなみに、前 2者は生産量が減少した業種、後 2者は増加し
た業種である 。 主要魚種が 1~ 2種 と 少 な い こ と が 特 徴 で あ る 。
(1)大型まき網
大型まき網の生産金額は、 1990年の 11百億ウォンから漸増し、 2004
年に 28百億ワオンでピークを記録する 。 2005年は 21 百億ウォンに減
少したが、 1990年対比では増加した 。
主 要魚種の生産金額が大型まき網全体のそれに占める割合は、サパ類
が 1990年 の 47%から 2005年 の 76%にポイントを上げた 。カワハギ類と
マイワシはともに 1990年 の 11%から 2005年の 0%に 転 落 し た 。
前掲図 2・7でみたように、 1990年に対する 2005年 の大型まき網の
生産量 は半 減している 。 しかし、魚価の低いカワハギ類・マイワシが減
60 
少し、サパ類が安定しているため、生産金額は増加した。
平均単価は、 1990年の 315ウォン Ikgから 2005年の 1，187ウォン Ikg
へと 3.8倍の伸びをみせた o 平均単価の伸びが大きいのは、魚種構成の
変化も原因している o
( 2) 大型トロール
大型トロールの生産金額は、 1990年の 5百億ウォンから漸増し、 1996
年 に 15百億ウォンでピークを記録するが、その後は横ばい傾向にあり、
2005年は 11百億ウォンに下がった。 1990年対比で 2.2倍の増加である o
主要 魚 種の生産金額が大型トロール全体のそれに占める割合は、スル
メイカが 1990年の 13%から 2005年の 84%へ と ポ イ ン ト を 上 げ た o一方、
1990年に 58%を占めていたカワ ハ ギ 類 は 2005年には 0%となった。
大型まき網と同様、 1990年 に 対 す る 2005年の大型トロールの生産量
は半減しているが、カワハギ類からスルメイカへの魚種転換から、生産
金額は逆に倍増している o
平 均 単 価は 1990年の 308ウォン Ikgから 2005年の 1，651ウォン Ikgへ
と 5.4倍増加する o 特に、 1990年 代 前 半 に 急 騰 し た 理 由 は 、 主 要 魚 種の
転換による。
( 3) 近海釣
近海釣の生産金額は、 1990年の 10百億ウォンから漸増し、 1996年に
ピークを迎えた後は増減を繰り返す。 2005年は 18百億ウォンである o
主要 魚 種が近海釣の生産金額に占める割合は、スルメイカ類が常に約
80%である o その他は、タチウオ、フグ類である。
平均単価は、 1990年の 1，975ウォン Ikgから 2005年の 2，889ウォン j
kへと 1.5倍で、他の業種に比べ単価は高いが、伸び率は鈍い o
( 4) 近海か ご
近海かごの生産金額は、 1990--2001年は 3--6百億ウォンであるが、
2002年以降は、アナゴ・ベニズワイガニの生産量回復によって急増し、
2003年にピー ク を 迎 え た o その後は、若干減少し、 2005年は 10百億 ウ
ォンで、 1990年対比 2.6倍の伸びである o
主 要魚 種が近海かごの生産金 額 に 占 め る 割 合 は 、 ア ナ ゴ が 1990年の
61 
70%から 2005年の 60%、ベニ ズワイガニは 0%から 30%と 変化 した 。
平均単価は、 1990年 の 1，496 ウォン /kgから 2005年の 3，764 ウォン l



































































































図 2・9 生産金額増加業種 の 魚 種 別 生 産 金 額 と 平 均 単 価





網 2般引、 近 海 鮫 線 網 の 生 産 金額と平均単価の推移を示したものである o
ともに生産量が減少した業種で、底魚漁業なので主要魚種が多い o
( 1) 大 型機船底引網 2般引
大 型 機 船底引網 2般引の生産金額は、 1990年の 16百 億 ウ ォ ン か ら増
加し、 1996年にピークを迎え るが、その後、減少して 2003年には 10
百億ウォンを下回った o そ れ 以降はやや回復をみせ、 2005年は 11百 億
ウォンである o
魚種別に生産金額の推移をみると、キグチが 2005年には 1990年対比
85%減となっ た 。 生 産 量 は 1992年の 2.0万トンをピークに 2005年に は
0.1 万トンまで落ちている o キグチは生産量の激減にもかかわらず、生
産 単 価 が 下落している o 輸入物、特に、中国からの安価な輸入物の増大
によると考えられる o サワラの生産金額は 1990---2005年に 115倍の 増
加をみせた。生産金額の激増は生産量の増加に起因する。タチウオの生
産金額は生産 量の伸びで 3.2倍の増加となった o 3魚種ともに 1996年を
ピークに単価を落としている o安価な輸入物の増加によると考えられる。
平均 単 価は 1990年の 1.489ウォン /kgから 1，447ウォン /kgへと 3%低
下した o 高価格魚種のキグチの生産量減少、主要 3魚種の単価の低下に
よる。
( 2) 近海鮫鯨網
近 海 鮫 鯨網の生産金額は、 1990年の 18百億ウォンから漸増し、 1997
年まで 20百億ウォン台を維持するが、その後、激減し、 2005年には 7
百億ウォンにまで落ちる o 平均単価は 1，006 ウォン /kg (1990年)から
1，612 ウォン /kg (2005年)へと 60%の上昇があったものの生産量の激
減で生産金 額をカバーしきれなかった。
魚種別に み る と 、 タ チ ウ オ の生産金額が 1990年前半までは 7--9百 億
ウォンを維持したが、以降漸減し、 2005年は 1.3百億ウォンである o 生
産 金 額 の 減少は生産量の減少、す な わ ち 、 資 源 の 減 少 、 漁 場 の 縮 小 、他
国・多業種との漁獲競合の敗退に よ る o 近年の単価の低下は、経営悪化
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図 2・10 生産金額が減少した業種 の 魚種 別 生産金額 と 平 均 単価
注:積み上 げ グ ラ フ ( 左 軸 ) は生産金額、折れ線グラフ(右軸)は平 均
単価 を示す 。
3. 主要魚種 別 業種 別 生産動向
図 2・11は、 1990年以降の沿近海漁業の主要魚種の生産量を業種別に
示したもので あ る 。
1)生産量が増 加 した魚種
生産量が増加した主要魚種はカタクチイワシ、サパ類、スルメイカな
どの浮魚、 韓 国 沿 近 海 と 日 本 海を主な漁場とする魚種である 。
(1)カタクチイワシ
カタ クチイワシの総生産量は 1990年の 13 万 ト ン か ら 漸 増 し 、 2001
年以降、 20万トン台で安定している 。
業種別生産割合をみると、 2005年は 47%が沿岸漁業、 65%が近海漁業
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によ っ て 漁獲された。近海漁業のうち機船権現網が 80%を占め、近海刺
網が 8%である o 1990年 と 比 べると、沿岸漁業の割合が増加し、近海漁
業では近海刺網による漁獲が半減し、機船権現網の割合が増加した。
( 2) スル メイカ
スルメイカの総生産量は 1990年の 7万トンから増加し、 1996年に 25
万トンでピークを記録する o 1998年に急減するが、その後、持ち直し、
1999---2003年は 23-25万トンを保つ o 2004---05年は 20万トンを下 回
っている
業種別生産割合をみると、 2005年は 12%が沿岸漁業、 88%が近海漁業
による o 近海漁 業の うち 35%が近海釣、 32%が 大 型 ト ロ ー ル 、 20%が 東
海区トロール、 5%が大型まき網、 4%が大型機船底引網 2 綬引である。
1990年と比べると、沿岸漁業の割合が低下し、近海漁業では大型・東海





サバ類の総生産量は、 1990年の 10万トンから漸増し、 1996年に 42
万トンでピ ー ク を 記 録 す る o 1997年以降は 12---20万トンの間で増減を
繰り返す。
サ パ 類 の漁獲は一貫して、近海漁業、それも大型まき網による生産が
98---99%を占める o サバ類は 1999年の TAC初年から、 TAC制度が実施
されている。
2) 生 産 量が減少した魚種
生産量が減少した主要魚種は、タチウオ、キグチ、カンダリなど底魚、
黄 海や中国 寄り東シナ海を主漁場 と す る 魚 種 で あ る 。
( 1) タチウオ
タチウオの総生産量は、 1990年代前半は 8---10万トンであったが、
1990年代後半から 2000年前半にかけて 6---8万トンに落ち込む o
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業種別生産割合をみると、 2005年は 18%を沿岸漁業が、 82%を近海漁
業が漁獲し、近海漁業では 29%が 2般引大型機船底引網、 26%が近海延
縄、 15%が 大型トロール、近海 鮫鯨網、 9%が大型まき網による o
1990年と比べると、沿岸漁業の割合がいくらか高まった o 近海漁業で
は、近海鮫線網の独占から多業種 に よ る 漁 獲 へ と 、 こ の 15 年の聞に様
相を大きく変えた o これは、近海鮫線網の勢力低下と外国 EEZから締め
出された他業種によって注目され たこ とが 影響 して いる o
( 2) キグチ
キグチの生産量は 1990年代前半には 3-.， 4万トンであったが、以降、
漸減する o 2005年の生産量は 1.5万トンである o
業種 別生産割合をみると、 1990年は沿岸漁業が 1%、近海漁業が 99%、
近海 漁 業 では、大型機船底引網 2般引が 50%、近海鮫線網が 44%、近海




カンダリの生産量は、 1990 年代は 5-.， 7 万トンで推移したが、 2000
年以降、急減し、 2005年には 1.5万トンである D カ ン ダ リ の 漁 場 は 主に
黄海で、中国漁船との漁獲競合、資源の減少が窺われる o
業種別生産割合をみると、 1990年は沿岸漁業が 4%、近海漁業が 96%、













































































る o 漁船総隻数は、 1980年の 7，302隻から 1990年の 6.857隻へと若干
の減少をみた。その後、 1992年の漁船の新規登録の禁止、 1994年から
開始された「 一 般 減 船 J、 1999年から開始された「国際減船 J により、
2004年には 3，773隻と 1980年対比 52%に減少した o 特に、 2000年以
降の 減 少 が顕著で、 2000--04年の 5年間の減少数は 1980--94年の 15




のであって、ピークの 1991年に比べると、 45%の減少である o
1980年の漁船隻数に比べて 2004年のそれが減少した割合(以下、減
少率という)の高い業種は、大型機船底引網 1般引、同 2綬引、近海鮫
線網、近海刺網・桁網で、これら の 減 少 率 は 50--70%である o これらの
業種は、黄海、中国寄り東シナ 海 を 主 要 漁 場 と す る 業 種 で 、 前 3者は近






































産業法下位法令の一部改正 J (2005年 6月)を参照 o
3) 金大永・片岡千賀之「東シナ海・黄海における国際的漁業再編 J(長




的考察 JW地域漁業研究 Vo1.45No.3J (2005年 2月) pp.47・76に
詳しい o






日本におけ る日 韓、 日中 漁業関係に関する研究は、多くは片岡・金ら
による 1)0 1994年の国連海洋法条発効、 1996年の韓国、中国、日本の
相次ぐ同条約批准、 1999年の 日 韓 新 漁 業 協 定 の 発 効 、 2000年の日中新
漁 業協定の発効など、大きな機転 を 迎 え た 対 外 関 係 、 に つ い て 様 々 な 角度
から研究がなされている o なかでも韓中日 3ヶ国の漁業関係について、






影 響 は 協 定締結前の予測とは異なってきている o
韓国 の 文献に目を向けると、韓中日の漁業関係については、日本と異
なり、様々な研究者、研究機関によって研究が行われている 3)o それだ
け、関心度が高かったからであり、日本との温度差が感じられる o な か
でも、雀宗 和は 、韓 日・ 韓中 の漁業関係、を各漁業協定の締結・施行に焦
点を置き、国際法の観点から、 法的性質、それに関係する圏内法、判例、
国内的反応を中心に体系的な分析を行っている。
『現代韓日漁業関係史研究』 では、 1965年と 1998年に締結された韓
日漁業協定の考察を 2編構成で行っている o 第 1編では、国交正常化以

























た。最後に、協定の評価と講ずべき 対策 を提 案し てい る o
『韓中漁業協定に関する研究』では、韓中漁業関係、の歴史、韓中漁業
協定の成立と施行、及び中国の海 洋 ・ 水 産 政 策 と 漁 業 管 理 制 度 に つ いて
整理・ 分 析している D
漁 業 関 係の歴史については、近代以降の漁業関係、日中と韓中漁業関
係 と の 関 係、民間レベルの漁船 海 上 事 故 処 理 合 意 書 の 締 結 、 韓 中 漁 業協
定の締 結と発効を整理している o 漁業協定の締結と発効では、交渉過程
における主要争点、韓国における批准に際しての国会での同意と付随意
見、協定締結・発効の意義を整理し、課題として、国益の守護、沿近海
漁 業 構 造 ・資源管理型漁業体制 の 改 善 、 国 際 漁 業 管 理 機 構 の 設 立 を あげ
ている。
漁 業協定の成立と施行については、両国の EEZ制度の比較、協定の 法
的性格、各協定水域の生成の背景と合意過程、協定水域境界画定問題、
EEZ相互入漁措置の内容と条件、実 績 、 漁 業 協 定 施 行 に 関 す る 紛 争 の 類





終 始 し て いる。その点で、本論 は 国 際 関 係 を 漁 業 実 態 ・ 構 造 ・ 政 策 と一
体的に考察す る 。
本章では、 3つの新漁業協定による新漁業秩序の中身と変化を明らか
にすることを 目 的 と し 、 漁 業 協定の概要、各協定水域における操業の現






協 定 は 1965年に締結された。それ以前は第二次世界大戦後、日本近海
にマツカーサー・ラインが設定されたが、 1952 年の対日講和条約の発
効で解除さ れた o しかし、直前に韓国の李承晩大統領が韓国近海に進出
してくる日本漁船から水産資 源と韓国漁民を保護するために、一方的な
「海洋主権宣言 J をし、李ラインを設定した o
この李ライン違反で多くの日本漁船が傘捕され、外交問題にまで発 展
したため、 1965 年、国交回復とともに漁業協定が締結された o 旧協定
では韓国の沿岸 12海里までを相手国漁船の操業を排除す.る「漁業専 管
水域 J とし、それ以遠の一定水域は旗国主義に基づく「共同規制水域 J
として漁業 規 制 ( 漁 船 規 模 ・ 漁法・漁獲量)を定めた o
中日間では 1955年以来の民間漁業協定を引き継ぐ形で、国交回復を
機に 1975年に政府間漁業協定が結ばれた。対象水域は黄海と東シナ.海
であった o これは、日本漁船の進出に歯止めをかけることを目的とした D
中国沿岸には機船底引網漁業禁止水域が設定され、その外側に共同規制
区としての資源保護区、禁漁区が設けられた o なお、北緯 27度以南の
台 湾周 辺水域は、中国側が「軍事作戦状態にある J ことを理由に操業禁
止を求めた が 、 日 本 側 は こ れ を受け入れなかったので、協定の対象外( 従
来の漁業秩 序の継続)になった。
韓中間には 1992年の国交樹立以前に民間協定(1989年採択)があっ
たのみである こと は、 前述 した o
旧漁業協定を締結した当時は、日本漁船の勢力が強く、漁業勢力の弱
い 中 国 ・ 韓国が規制を強化し、できるだけ日本漁船を自国沿岸水域から
排除しようとしていた o 韓 日 、日中漁業協定ともに、日本沿岸への韓国・
中国漁船の進出は想定しておらず、規制措置をっていない。しかし、 韓
国が 1970年代、中国が 1980年代以降漁業勢力を伸ばすに従って、立 場
が逆転していった。そうしたなか、 1996 年、韓国、中国、日本が相次
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いで国連海洋法条約を批准した 。同条約は f公海自由 J の時代から「海
洋分割 j の時代への移行をもたらした。距岸 200海里の海域は沿岸国の
管轄下に置か れ 、 漁 業 資 源 利 用の権利とともに保存と管理の義務が沿岸
国 に課された o 海洋 分 割 時 代 の到来により、韓中日の旧協定の見直し、
新 た な 締 結に向けた交渉が開始された o
新 協 定 締結に向けた交渉過程は前述したので、ここでは省略する o
2. 漁業協定の概要
1) 漁業協定の特徴
韓 日 、 中日の新漁業協定は旧協定と同様、また韓中漁業協定も二国間











新漁業協定の対象水域は、各 協 定 と も に 両 国 の EEZである o ただし、





公式名称がな く 、 日 本 で は 暫 定水域、韓国では中間水域と呼んでいる 7)o




( 1) 韓日 EEZと暫定水域
韓日漁業協定の対象水域は、 韓日の EEZと 日 本 海 に 位 置 す る 北 部 暫定
水域、韓国済 州 島 南 部 に 位 置 する南部暫定水域の 2つの共同利用水域 で
ある。
両国 の EEZ の範囲については、協議開始当初、 EEZ を広くとろうと








含めたいとする韓国は東経 136度を主張し、少しでも多く自国 EEZ と
したい日本は東経 135度を主張し、対立が続いた o 結局は両者の中間を
とって東経 135度 30分が東限となり、問題の大和碓は約 45%が暫定水
域に含まれることになった 8)D
南 部 暫 定水域は、韓国、日本がそれぞれ主張する中間線が重複する水
域 に設置された o 韓国と日本の主張が異なったのは、日本が男女群島(鳥
島)を基点とする中間線を主張 し た の に 対 し 、 韓 国 が 無 人 島 の 男 女 群島
を基点とすることに反対しためである o
南部暫定水域の南限は、協定書には、「大韓民国の EEZの最南端の緯
度線 J とされている o しかし、実際には両国の解釈にズレがある o 韓 国
は最南端(マラ島)から 200海里の北緯 29度 45分としているのに対し、
日本は中日暫定措置水域の北限の北緯 30度 40分としているのである 9)o
( 2) 韓中 EEZと暫定措置水域・過渡水域・現行操業維持水域
韓中 間 には、暫定措置水域、過渡水域、現行操業維持水域という共同
利 用水域が設定された o 暫定措置水域は黄海の中央に位置する o 協定交
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EEZを主張した o これに対し、中国は 12海 里 以 遠 を す べ て 「 共 同 漁携
水域 J と することを主張した o
この両国の意見の相違を埋めるために登場したのが過渡水域 10)であ
る o ほぼ同面積の過渡水域が暫 定 措 置 水 域 の 両 脇 に 設 定 さ れ 、 協 定 発効
4年後の 2005年 6月 30日に 両国の EEZに編入されることになった o
現行操業維持水域は暫定措置水域と過渡水域の南北に位置する水域で、
別途の合意が ない 限り 協定 締結以前と同様、操業に相手国の許可を必要
とせず、漁業取締りは旗国主義に基づいて行われる o 別途の合意につい
て は 第 3節でふれる o
( 3) 中日 EEZと暫定措置水域
中日間には、暫定措置水域と中間水域の 2 つ の 共 同 利 用 水 域 が ある o
中間線を主張する日本と大陸棚縁辺までを主張する中国との妥協の結.果、















図 3・1 韓 中 日 漁 業 協 定 水 域 図
資料:韓国水産部、日本水産庁
( 4) 各協定対象水域の比較
表 3・1は、韓日 ・韓 中 ・中日漁業協定における EEZの幅、対象水域 (EEZ
と共 同利 用水域)の面積、比率を示したものである 。 EEZ幅は韓日間で


















































ここでは各漁業協定に共通する 基 本 的 枠 組 み を 漁 業 の 管 理 ・ 取 締 り 12)





規 制 や 自 国法令に基づいて取り 締 ま る 権 利 が な い 。 た だ し 、 同 じ 旗 国主
義であっても、各水域によって管轄権の行使範囲が異なる o
79 
韓 日 の 北部・南部暫定水域と 中 日 の 北 緯 27 度以南水域では、相手国
漁船が共同 で 設 け た 規 制 措 置に違反していた場合、違反の事実を相手 国
に通報することはできても直接 注 意 を 喚 起 す る こ と は で き な い 13)o違反









相互入漁措置は伝統的漁獲の 承 認 を 目 的 に 執 ら れ た 措 置 で あ る o 国連








漁の条件は 、毎年、漁業共同委員 会 で 協 議 さ れ る 。
( 3) 漁業共同委員会の役割
漁業共同 委員会の役割は毎年の EEZへの入漁条件を決定するほかに、
共同利用水域 で の 生 物 資 源 保 存措置の協議を行い、 f決定 j あるいは各国
政府に「勧告 j することである。
「決定 J か f勧告 j かは、水域により異なる o 中日の北緯 27 度以南
水域と韓日の北部暫定水域では「勧告 J であるのに対し、その他の共同






表 3・2は、各協定における EEZ内の相互入漁の条件を比較したもの で
ある。初年の割当量は過去 3年 間の漁獲実績 (EEZ設定前の同水域での
推定漁獲量 ) を 基 に 決 定 さ れ た。 3 ヶ国の漁獲実績には大きな格差があ
ったが、初年の漁獲割当量の格差は 2倍以内に抑えられている。
割当量は漁獲実績からすると大幅に削減されたが、実際には共同利用
水 域 が 設 定されたことで、他国 水 域 に 依 存 し て い た 国 の 衝 撃 は 緩 和 され
ている。






























韓 中 間 では中国の漁獲実績が韓 国 の 7.3倍であったのに対し、初年 の
割当は 1.8倍と、既存実績から の削減率は 3協定の中で最も大きい 15)o














くいが 2003年以降、割当を廃 止された o
中日間では、中国 EEZ へ 入 漁 可 能 な 日 本 漁 船 の う ち 、 マ グ ロ 延 縄が
2001年以 降、日本 EEZ へ入漁可能な中国漁船のうち、まき網が 2002
年以降、割当を廃止された o それぞれの割当廃止の理由は、後述する o
図 3・2は、各国 EEZにお ける漁獲割当量の推移を示したものである。
韓日間、中日間では等量が成立した 2002年以降、縮小均衡を辿ってい
る o ただし 、中日間の等隻は 2007年に予定されている o 韓中間では 2005
年の等量をめざして中国漁船への割当を毎年削減していたが、 2005年の
割当量は等量化されていない。これは同年 6月末に EEZに編入する過渡





































































量を 示し たものである 。 韓国漁 船の日本 EEZで の 伝 統 漁 獲 実 績 は 約 20
万トンに対し 、 協 定 締 結 初 年 の割当量は 14 万トンが承認された 。 漁獲
実績が低いことなどから、その 後、割当量は縮ノj、均衡を辿り、 2005年 に
は 7 万トンとなった 。 漁獲実績は 2~ 3万トンで、ほとんどが大型まき
網 による 。反対に日本漁船の韓国 EEZでの伝統漁獲実績は 10万トンで、
協定締結当初の割当量はそのまま 10万トンが認められた 。漁獲実績は 1
~3 万ト ン で韓国漁船同様、ほとんどがまき網による 。
韓日間では、韓国が 17~ 18 万トンのパイを失い、日本が 7~ 9万トン
の パ イを失った 。 差し引くと韓国が約 10 万トンの漁獲減の影響を被っ
たことになる 。 以下、業種ごと の割当と実績の変化を詳しくみてい く。
(1)日本 EEZへの韓国漁船の入漁割当と実績







































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































北海道トロ ー ル 、 近 海 か ご ( アナゴ、パイガイ、その他)及び近海刺 網
で、割当が大幅に削減された業種は、大型底引網類(大型トロール、大
型・中型機船底引網 1般引、同 2般号I)、サンマ棒受網、イカ釣である。
全廃 となった北海道トロール漁 業 ( 韓 国 で は 遠 洋 ト ロ ー ル に 分 類 ) は 、
北海道周辺水域でスケソワダラを 主 対 象 と し て 操 業 し て き た が 、 ス ケソ
ウダラが日本の TACの対象魚となったこと、資源状況の悪化、日本の 沿
岸漁業者の保護のために初年のみ割り当てられ、 2000年 か ら 全 廃 と なっ
た o




廃 とな った 18)o
その他、大型底引網類の 2005 年 の 割 当 は 初 年 対 比 で 88%に日本の
TAC魚種のサンマを対象とする サンマ棒受網は同対比 73%に、スルメイ
カを漁獲対象とするイカ釣は同対比 57%に削減されている o
総じて日本 EEZで の 韓 国 漁船への割当は、底魚、 TAC魚種を漁獲す
る漁業及び 日 本 漁 船 と の 漁 場 競合漁業を中心に削減されている o
割当に対する漁獲実績は低く、漁獲量が 24---30千 ト ン 、 消 化 率 で 18
---35%である D
入漁実績を業種別にみると、その消化率はまき網が 20%、中型機船底
引網、延縄が 60%、 引 縄 が 10%である o
韓国海洋水産部は、消化率の低さの原因に日本 EEZで の 操 業 条 件 の強
化と漁獲不 振 を あ げ て い る 。 特に、入漁条件が強化されたことが大きな
要 因 と い える。例えば、韓国内 で は 80---100km の 漁 具 を 使 用 し て いる
かご漁業に対し、それを 25km以内と制限したり 60km の漁具を使用






たり、 韓国南西海域へ漁場を移動させるなど、 対策をとっている 19) 。
新協定による生産量への影響を、 全 廃 と な っ た 北 海 道 ト ロ ー ル と かご
漁業を例にみ て み る 。 北 海 道 トロールの生産量は、 協定締結前までは約
52千 ト ン (1990--98年の平均) で、 そのうち 95--100%をスケソウダ
ラが占めていた。 しかし、 協定締結後、 日本 EEZへ の 入 漁 が 許 可 さ れた
のは初年のみで、 それ以降は全廃となったことから 2000以降生産量は
ゼロになった o 北 海 道 ト ロ ー ルによるスケソウダラ生産量は韓国スケソ
ワダラ総生産量の約 20%を占めていたため、 大きな影響を被った D
かご漁業については、 アナゴか ご は 、 協定締結前に 5千トン ( 1990--
98年の平均) あった生産量が協定 締 結 後 、 若 干 減 少 す る が (1999--2001 
年の平均生産量は 2千トン)、全廃となった 2002年以降はむしろ増加し
ている (2002--04年の平均生産量 は 12千トン)。 したがって、 日本 EEZ
からの締め出しの影響は生産量からはみえてこない o
パイガイかごは、協定締結前に 1.6千トンあった生産量は協定締結後、
267 トン にまで減っている o しカ=し、 協定締結前の 1997年から生産量
は 急減しており、 一概に締め出しによる影響とはいえない o ベニズワイ
ガ ニを主対象 (全生産量の約 85%) とするその他のかごは、 協定締結前
の平均生産量 は 33千トンであったが、締結後は 17千トンと約半分に減
少した。 但し、 2003年以降は回復の傾向をみせている o 韓国水産科学 院
の調査によると韓国 EEZ や暫定水域でも資源が減少しているとされて
いるため、 一概に締め出しによる影響とは断定できない。
( 2) 韓国 EEZにおける日本漁 船 へ の 入 漁 割 当 と 実 績
韓国 EEZにおける日本漁船への 2005年の割当量は初年に比べて 72%
に削減されている。 業種別にはいずれの年も大中型まき網への割当が全
体の約 80%を占め、残り 20%を他 の 多 く の 漁 業 種 類 が 分 け 合 っ て い る 。
漁獲量割当が全廃あるいは大幅に削減された漁業種類をみる o 全廃業
種は 1999年から韓国 TAC魚種になったベニズワイガニを主対象とす る
ベ ニ ズ ワ イガニかごである。 一方、 アナゴかご、 ごち網、 フグたもすく
し、、 シイラ漬け漁業などは 2001 年より入漁を放棄している。 大幅削減
86 
さ れた漁業 は 底 魚 を 対 象 と す る以西底引網、沖合底引網である o
割当に対する実績は 7---25 千トンで、割合からすると 17---36%で
(2000年 の 8%を除く)、韓国漁船の入漁実績とほぼ同じである o
業種別の割当に対する実績は、大中型まき網が 8---35%、以西底引網
が 15---28%、引縄が 1---25%、一本釣が 0---25%、固定式刺網が 8---20% 
で、その他の漁業はほとんど実績がない。
主 要業種について、当該水域における生産量 (1994---96年の平均)を
締結前後で比較すると、以西底引網は 7千トンから 1千トンに、大中 型





万トンで、協定締結初年の割当量は、実績そのままの 6万 ト ン が 承 認さ
れた。その後、 4年間は変化がなかったが、 2005年の割当は前年の 11.3%
に増加している o これは、過渡水域が EEZに編入されたからである o
業 種 別 には、底魚を対象とする大型トロール、大型機船底引網、中型
機船底引網などの底引網類や鮫鯨網への割当が削減される一方、釣類、
刺 網への割当が増加している o まき網への入漁割当も安定している。
一方、中国漁船の韓国 EEZでの伝統漁獲実績は約 42万トンで、協定
締結初年の割当量は 11 万トンのみ認められた o その後、等量成立のた
めに、年々削減され、 2005年の割当量は約 8万 ト ン と な っ た 。
業種 別 には、漁獲割当の大部分を占める底引網類への割当が大幅に削
減された。特 に、 2 般引機船底引網は済州島周辺のトロール禁止線内の
操業が大幅 に 削 減 さ れ て い る 22)。まき網や流刺網に対する漁獲割当は安
定している o
割当に対 す る 実 績 は 、 中 国 は 2--4万トン(消化率 30%)であるが、
韓 国はわず か 3--4千 ト ン 4%である D 伝統漁獲実績に比べると、韓国は






条件を改善 して いく とし てい る 23)o
表 3・4 韓中 EEZにおける業種別漁獲割当量
単位:トン
中国EEZ内韓国漁船 韓国EEZ内中国漁船
2002 2003 2004 2005 2002 2003 
実績 2，662 3，777 3，564 実績 30，558 37，980 
割当 60，000 60，000 60，000 68，000 割当 109，600 93，000 
-・・・・・・・・・・・・・・・・ •........ ..... ..... ..... .............. ド・・・・・・・・・・・
底引網類 11，000 9，816 11，125 底引網類 65，522 
まき網 12，000 12，000 13，600 2般引き 62，960 
鮫鯨網 2，000 1，924 2，180 1般引き 2，562 
刺網 1，500 1，654 1，875 まき網 13，500 
釣類 27，000 28，106 31，853 流刺網 8，400 
















( 1) 日本 EEZへ の中国漁船の入漁割当と実績
日本 EEZにおける中国漁船への漁獲割当量は 2001年以降毎年、約 15%
ずつ削減されているが、 2005年 に は 一 挙 に 前 年 対 比 約 70%削減された o
業種別に は 、 イ カ 釣 へ の 割 当が全体の 80%を 占 め 、 残 り は 底 引 網 漁業
が占める。初年にまき網漁業への割当がないのは、入漁開始時期が漁期
を過ぎていたためである。 2001年に割当枠が設けられたが、日本漁業者




保証するとした 25)0 2004年までは徐々に削減されたが、 2005年は大幅
に削減され(初年対比 93%減)、太平洋側での割当は全廃となり、日本
海側だけとなった o 底引網類 への割当(東シナ海)は 2004年までは一
定であったが 、 2005年は 86%に削減された。
この割当に対する実績は、 6--20千トン、消化率は 12--41%である。実
績の低さ は漁場や漁期を限定するなど操業条件の強化や監視・取締りの
徹 底に よるものである 26)。ただし、 2004年の漁獲実績は 20千トンで、
2005年の割当削減の影響は大きいとみられる o
表 3・5 中日 EEZにおける業種別漁獲割当量
単位:トン
中国EEZ内日本漁船 日本EEZ内中国漁船
2000 2001 2002 2003 2004 2005 2000 2001 2002・2003 2004 2005 
実績 714 4，400 53，097 1，756 1，494 実績 11，544 18，662 13，018 6，401 19，519 
割当 70，800 70，300 62，546 54，533 47，266 12，711 割当 70，000 73，000 62，546 54，533 47，266 12，711 -・・・圃.... ..... 
rio:oo まき網 63，000 63，000 54，146 50，043 43，381 11，011 底引網 10，000 10，000 10，000 10，000 8，570 
底引網 3，500 3，500 3，000 2，600 800 イカ釣 60，000 60，000 52，546 44，533 37，266 4，141 
延縄 200 まき網 01 3，000 ー 一 一 一
曳縄
7，300 
1，900 1，900 1，490 1，285 30 . 
釣 670 
マグロ延縄 500 一 一 一 一 一
資料:日本水産庁




漁 獲 割当量全体に占めるまき網への割合は 90%と高く、その他は以 西
底引網や沖合底引網などの底引網類、延縄、引縄、釣が分け合っている o
延縄のうち 、マグロ延縄は漁業者からの希望が無く 2001年以降、全 廃
となった。
この割当に対する実績は、 2002年の 53千トンを除いて、 0.7--4.4千







以上のよう に 、 ど の 国 も 相 手国 EEZでの漁獲量は低く、それに伴い等
量成立後も、漁獲割当量が年々削減される傾向にある D
漁獲実績の減少は、漁業勢力 の 強 い 国 で は 、 相 手 国 EEZへの入漁・操
業条件が厳しくなったことが要因といえる o 漁獲割当量はあるものの、
漁獲方法に厳 し い 規 制 が か けられたため、既存漁法のままでは操業がで
きなくなった o 例えば網目規制の場合は目合いの大きい網に変えなけ れ
ばならず、それは漁業経営に大きな負担をかけることになる o




入漁が行われてきたが、その割 当 量 は 縮 小 均 衡 を 辿 る 一 方 で あ る o 結果
的に外国漁船を排除し、 EEZ内漁業資源を沿岸国が独占的に利用する傾
向にある。
どの国に おい ても 、相 手国の漁獲実績の低さや漁業資源が減少傾向に























実際には全く行われていないとに な っ たが、
民間協定は、民間協定により操業 秩序 維持 が行 われ てい る。その他、
2003年 5韓国側は韓国水産会が代表となり、日本 側は 大日本水産会が、







操 業の 現状をみると、韓日間で は 、 特 に 北 部 暫 定 水 域 で 韓 国 の 底 刺 網、






から締め出された漁船も加わって占拠してEEZ 強い国の漁船 が 相 手 国
いるのが実情である o
中 間水域における漁業管理( 2) 

























2004年 末に行われた漁業共同委 員 会 に お い て は 、 資 源 管 理 措 置 に つい
て引き続き検討・協議するとされている 33)o
過渡水域における漁業管理( 3) 
2005 4 年後の協定発効は、「 過 渡 水 域 J韓中漁業協定で設けられた
過 渡 水 域 が 編 入 さ れ た 後 も、EEZに編入された o日に互いの30 年 6月
等量主義が維持できるように隻 数 制 限 が 行 わ れ た o
2004年とも中国側過渡水域における韓国漁船への隻数枠は 2003年.、
韓国側過渡水域における中国漁船への隻これに合わせて、に 427隻で、
過渡水域における漁但し、910隻に 削 減 さ れ た 。802隻から1、数枠は
獲量の割当は行われていない o
漁業指導過渡水域では隻数制限の他に両国の監視官による共同乗船、




別途の合意がなこの水域では、過渡水域の北 側 及 び 南 側 の 水 域である。
旗国主義に基づく管理が行われている。い限り現行の操業が維持され、
中国漁船に対 し て ① 黄 海 北 部 水 域 に お い て 韓 国 の国別 途の 合意では、
を遵守「トロール漁業禁止線 Jと「特定禁止区域 34)J内 法で定め られた
とされている。(つまり操業禁止)すること
「呂酒・②長江河口水域 35)おいて中国が定めた韓国漁船に対しては、

































操業日誌を備え付ける、⑤漁 獲 物 の 隠 匿 が 疑 わ れ な い よ う に 「 船 鎗 j の
配置・容量を明確にして、それ以外には漁獲物を収納しない、⑥相手 国
側の指導 船との受信が常時可能なように無線電話の電源を入れておく、
⑦操業禁止 水 域 、 禁 止 期 間 に当該水域を通航する際は漁具を収納して お
く、がある 38)。












ナゴ、カレイ等を密漁している 。 その他、 EEZ内で発見された違反設置
漁具の押収件 数 は 2003年には 過 去 最 高 と な っ て い る 。 特 に 、 かご漁具
の押収が急増している 。 こ のかど漁業は韓日北部暫定水域に隣接する日
本 EEZでズワイガニ、ベニズワイガニ、パイガイを密漁している 。 これ
は韓国かご漁船への割当を全廃したことも影響していると考えられる 。
韓中間で は、中国海域における韓国漁船の傘捕件数は確かではないが 、
韓国水域における中国漁船の 違 法 操 業 は 年 々 増 加 し て い る 39)。 特に、
2003年の領海侵犯が著しく、 EEZ における傘捕と同じ件数の漁船対傘
捕されている 。 これは外国人 の漁 業活 動が 禁止 され た黄 海特 定禁 止区域
において、操業する中国漁船が増加したためである 40)。
以上のように、相互入漁における等量 ・等隻主義の成立により、各国
EEZの漁 業秩序が整いつつあるが、 一 方では違反操業は減少するどころ
か増 加し ているのが実情である 。
表 3・6 韓国 、 日 本 の 領海 .EEZにおける傘捕件数(単位・隻)
韓国領海・EEZ肉 日本領海・EEZ肉
1999 2000 2001 2002 2003 1999 2000 2001 2002 2003 
中国漁船 80 62 174 175 240 中国漁船 4 19 9 12 12 
領海 60 34 34 40 118 領海 4 1 o o o 
EEZ 20 28 140 135 122 EEZ 8 9 12 12 
日本漁船 4 3 o韓国漁船 23 25 21 33 23 
領海 。 o 領海 3 o o o o 
EEZ 4 3 o EEZ 20 25 21 33 23 
資料:日本水産庁、海上保安庁、韓国海洋水産部
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韓中日間で 近 々 等 量 化 が 3っとも成立する oて、
煩雑な入漁手続き及び監視・取締りの強化 が入 漁条件の強化、一方、
相手 国実績の低さや漁業資源の状況から、入漁実績を低下させている o









相手国との管理措韓国に対し て は 中 国 の 政 府 が 国内漁業者の反発から
置に関する協議に消極的な態度をとっている。
外国漁船によ日本と韓国の領海・ EEZ内では、違反操業については、




が悪質化して い る o 特に、新しく相手国 EEZとなった水域に依存してい
韓中間では依然として中国漁船のた漁船による違反操業が顕著である。
中国の 取締りにも問題が指摘されている o違反操業がまかり通り
韓中日の漁業関係及び漁業管理は、 2005年 あ た り で 転 機 を 迎 え た o 韓





間では中国 漁 船 へ の イ カ 釣 割 当期聞が満了となった。また、韓国では 新
海洋秩序に対応した減船事業が終了した o こ の よ う な 転 機 に あ っ て 、新
たな段階に向けた課題を以下に述べる o
EEZでは 違 反 操 業 が 依 然 、 後を絶たないものの、外国漁船を排除する
ことにより資源管理のための条件が整いつつある o しかし、多くの共同
利用水域では 、 名 ば か り の 共 同管理で、他国 EEZから排除された漁業勢
力の強い国の漁船が漁場を占拠し、資源の乱獲が続いている o この現 状
を踏まえると今後の資源管理の徹底には、他国漁船を排除することで管
理が容易になった EEZにおいては、資源状況の把握を徹底し、それに即
した管理措置を構築することが 重 要 で あ る 。
漁業管理措置のひとつとして TACがあげられる o 現在、日本と韓国で
は国連海洋法条約に基づき TAC制度を施行しているが、外国漁船の漁獲
を考慮し、強 制 規 定 が 適 用 除 外されており、これが TACの効力を落とし
ている。 TACを実効性あるもの に す る た め に も 、 共 同 利 用 水 域 で の 漁業
管理は必要不可欠となる o 特に 、回遊性魚種にあっては、 EEZと共同利
用水域を往 来 す る た め EEZ内の資源管理とも関係性が大きい o
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では「中間水域 J と 呼 ばれ、「中間水域 J は暫定措置水域と公海の




9) 金栄球「韓日韓中漁業協定の比較 JW外交誌第 62号寄稿論文 J(2002 
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年 5月)。韓日漁業協定第 9条 2項には暫定合意水域の範囲を“大
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現に韓中協定では、中国の EEZは北緯 29度 40分以南とされ、そ
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「韓中、韓日漁業協定 JW現代海洋 J (水協中央会、 2001年 12月)
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に交渉を有 利 に 運 ぶ べ きだなどの方案が検討されていた D


















shared stockの管理に対し、地域的機関を同条 約 第 63条にはなお、
実現していない o通じて必要な措置を執ることとあ る が 、
本章では、韓国の TAC制度に焦点を当て、その現状と課題を考察する o
具体的には、 TAC制度の導入背 景、制度の概要(管理対象、決定・割当
2005年ま で の 実 施 状 況 を 検 証 す る oを整理し、管理方式)
その概要に日本の TAC制度について、韓国の TAC制度に入る前に、






対象業種 ・ 漁 船 数 が 多 く 個 別 割 当 が 困 難 で あ る こ管理方式と し て は 、
TACに達した段階で漁獲(競争的 に漁 獲し 、オリンピッ夕方式とから
が採用された oこの対語は TACの個別割当方式)トップする方式 oをス
漁 業 団 体 ま た は 地 域 ご と に 漁 獲 実 績 に 応 じオ リ ン ピ ック方式とはいえ、
その範囲内での自由競争である。過剰な漁獲競争を防た TAC配分をし、





強制規定に つ い て は
罰則等が定められた。しかし、当初、韓国、中固との漁業協定が未締結
で、日本 EEZ内で操業する外国漁船への規制が及ばないことから、強制
規定の適用は除外された o その後、韓国漁船への入漁割当を廃止した ス
ケソウダラ とサンマについて 2001年より強制規定が適用されることに
なった。
TAC施 行 4年後の 2001年に、片岡はスルメイカを事例として TAC制
度の 検証 を行っている 2)0 TAC制度については、導入前後に理論的・制
度的考察が行われたが、その後、 実 態 的 な 検 証 は 少 な い と し て い る 3)o
検証の結果、①過去最大の漁獲高を基準とした TACの設定、②共同利用
水域におけ る 管 理 の 欠 如 、 ③ TAC期間を暦年としたことによる資源評価
精度の低下 、 ④ 業 種 ・ 地 域 ・ 階層間の利害調整の困難性、⑤漁獲努力量
の削減と補償問題、⑥ TACをめぐる構造調整、計画生産体制の必要性、
を指摘している o
中国 では、技術的制約などから TAC制度という output controlは行
われていない o しかし、大々的な input controlが行われている。 1995
年からの夏季休漁と 2002年からの減船事業がそれである。中国の減船
事業につい ては次章で触れる o ここでは夏季休漁について整理する。
中国の夏季 休 漁 制 は 、 1995年、農業部の通達「東海・黄海・溺海にお
ける 漁 業 生産管理規定の改正に関する通知 J に基づいて施行された 4)o
対象海域は黄海南部と東シナ海、期間は 7月 1日---8月 31 日、対象業種
は底引網、帆張網である o 1998年には、一部変更され、対象海域の拡張
(南端を北緯 27度から 26度へ)、期間の延長(6月 16日---9月 15日)、
対象業種の拡大(トロール漁業の追加。但し、エピ漕ぎ網は除外)、北緯
24.5---26 度での新たな休漁海域の設定(2 ヶ月)が行われた。その後、
1999年、 2000年にも改正が行わ れ た o 休漁制度の改正に伴い、参加漁
船 は 1998年の 8.3万隻から 2001年の 11.8万隻に増加した o 2000年の
海面漁船隻数は 24.4万隻で、約半数が休神、制に参加している o
夏季休漁の 効果 とし て、 タチ ウオ、キグチ、マナガツオの漁獲量・ CPUE
の増加、漁業経費の削減などが実現した。しかし、資源増大効果にまで
は達していな い o すなわち、解禁後の一斉漁獲競争で、漁獲物に占め る
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1. TAC制 度 の 整 備
韓国は 1996年 1月 に国 連海洋法条約を批准し、 8月に「排他的経済水
域 法 J を公布、 9月に rEEZ施行に関する規定 j を制定した。同時に、
TAC制度実施の検討が開始された o
まず、 1995年 12月に水産業法が改正され、 TAC制度の施行方針が定
められた o 1996年 12月には水産資源保護令が改正され、 TACの定義、
TACの決定方式及び管理方式が定められた o これには基本計画・施行計
画の樹立、 TAC審議委員会の設置、個別割当制等が規定されている D
1998年 4月には TAC審議 委員会の構成と運用、 TACの割当方法、漁
獲実績の報告及び指導・取締り、捕獲・採取の停止命令、違反漁業者に








韓国は、これ らの 問題 に柔 軟に対応しうる独自の TAC制度を創る必要
があった o ①に対しては、新たな監視システムを置くことにした o ②と
③に対しては、対象魚種の漁獲量が多い業種のみを TAC管理下に置き、
該当業種の 漁 船 を 対 象 に 個 別割当方式とした。④に対しては、周辺固と
の協力体制が構築されるまでは強制規定を適用しないこととした。
TAC制度の枠組みが成立し、 1998年 9月 16 日-..10月 30日の図上演







困難である こと を理 由に 初年 のみで中止された。
2001年にはウチムラサキガイ、タイラギ、済州島サザエの 3魚種が 追
加された o これらの魚種に加え、翌年追加されたズワイガニを含めた 4
魚種については、国際漁獲競合が少ないため、本格実施に移された o
本格実施 と試験実施は停止命 令が適用されるか否かの違いである o 残








( 1) 対象魚 種
TAC対象魚種の選定基準は、①漁獲量が多く、経済的価値が高い魚種、
②資 源 の 減少で保全管理が必要 な 魚 種 、 ③ 漁 場 競 合 な ど で 漁 業 調 整 が必
要な魚種、 ④周辺水域で近隣諸 国の漁船と共同利用する魚種、⑤市道知
事が資源保護の必要性を認定した魚種、のうちどれかに該当するものが
対象となる o ただし、当分の聞は TAC管理が行いやすいように、単一業
種による漁獲の割合が高く、業種間の競合が比較的少ないことが前提と
された。魚種選定基準の③にみられるように、 TAC制度に漁業調整的性
質を 持た せたことが特徴である o
TAC対象 候補には 2001年 の段階で 19魚種があがっていた 9)。候補魚
種は TAC管理が可能かどうかのふるいに掛けられる o 2006年には、沖
合性・回遊性魚種のサパ類、マアジ、マイワシ、ベニズワイガニ、ズワ








候補にあが り な が ら も 選 ぼ れなかったのは、資源調査が不十分であっ た
り、近隣諸国 との漁獲競合が強く管理が困難であったり、複数業種によ
って漁獲され割 当が 困難 であ る、などの魚種である o
2006年に 追 加 さ れ た ス ル メイカ(実施は 2007年に延期された)につ
いては、当初から TAC実施の必要性が認識されていた o それは 1987年
以降、同魚種 の 生 産 量 が 増 加傾向にありながらも資源変動が激しく、 保
護管理が必要であること、その生産量が沿近海漁業総生産量の約 20%を








2004年は 8--9月の 2ヶ月間、 2005年は 8---10月の 3ヶ月間、図 上
演習が実施された。対象業種はス ル メ イ カ の 総 生 産 量 の う ち 83%(2002 
--04 年の平均値、以下同様)を占める大型トロール (36%)、近海一本
釣(30%)、東海区トロール(11 %)、大型まき網(6%) の 4業種である。










メイカ一本釣連合会"が管理した o ただし、一本釣連合会には全国に 約
600隻ある近海一本釣漁船のうち、大型漁船(50 トン以上)約 160隻 し
か加入しておらず、漁獲量の把握体制が不十分という問題も残した D 海
洋 水 産 部 は、小型漁船の加入を誘導していくことを前提に、 TACを実 施
することとした 13)o
しかし、ス ル メ イ カ TAC初年(管理期間:2006年 7月-..2007年 6月)
の開始にあ たり、 2006年 4月に海洋水産部が制度の円滑な運用を目的に
各地で説明会を行ったところ 、地元水協や小型釣漁業者が、当該漁業 を
除外したまま大規模漁業のみ で TAC管理を進めることに不満を訴え、ス
ルメイカ TACの実施は再度、暗 礁 に 乗 り 上 げ た 。
海洋水産部 は 、 小 型 釣 を TAC管理の対象外としたのは、全国規模の単
一団体が構成されていないためとした 14)0 このため、小型釣漁業者は 船
主・船長らで 構 成 さ れ る 「 全国スルメイカ釣実務連合会 J を結成した D
ス ル メ イ カ TACの実施協議団体である「スルメイカ生産者連合会 j は、
新 た に 同 団体を構成員に追加し、その名を「スルメイカ TAC推進協議




20魚 種 となるように準備を進め て い る o 近いうちに対象になる可能性が
あ るのはタチウオとカタクチイワシである o ただし、これら 2魚種はス
ルメイカと同様、複数業種により漁獲され、業種間対立も激しいため 、
対 象 業 種 を複数業種とし、かっ 個 別 割 当 で は な く オ リ ン ピ ッ ク 方 式 とす






船漁業)か、 沿 岸 漁 業 で あ る o TAC魚種を漁獲していても総漁獲量に占
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める割合が一定以下の業種は管 理 対 象 か ら 除 外 さ れ る o
具体 的には サパ類 マ アジ マイワシは大型まき網、ズワイガニ、
ベニズワ イ ガ ニ は 近 海 か ご ・刺網、ウチムラサキガイ、タイラギは潜 水






しかし、 対 象 外 業 種 の 存 在は問題をはらんでいる o 対象業種には漁 獲
量の上限 が定められるが、対象外業種は当該魚種が主要な漁獲対象であ
っても漁獲量が少なければ TACの管理対象外となる o
対象業種に よ る TAC魚種の漁獲割合は、年変動はあるものの平均す る
と、ベニズワイガニ、マイワシがほぼ 100%、タイラギ、サバ類が 90%、
スルメイカが 83%、ガザミが 80%と高いが、マアジは 68%、ズワイガニ
は 45%に落ち込む o ただし、 ガザミとタイラギは対象水域が限定され る
た め 、 対象業種であっても当該水域外で操業する場合は TAC管理外とな
る o
ズワイガニの総漁獲量に占める近海刺網の漁獲割合は、 TAC施行前は
33%に過 ぎない o 施行後は、若干、増加はしたものの、 42%に留まる o
















魚種 サパ類 マアジマイワシ ベニズワイガニ ズワイガニ
漁業種類 大型まき網 近海かご 近海かご・刺網
対象地域 釜山市 計 江原道 慶北道 計 江原道 蔚山市
対象漁船 28ヶ統 49隻 25隻 24隻 53隻 43隻 10隻
対象期間 1/1-12/31 1/1-12/31(7/10-8/20禁漁) 11/1-10/31(6/1-10/31禁漁)
魚種 ウチムフサキガイ タイフギ ガザミ サザエ
漁業種類 潜水器漁業 沿近海刺網・かご 漁村漁業
対象地域 計 釜山市 全南道 慶南道 忠南道 計 仁川市 忠南道 済州道
対象地漁区船・ 181隻 7隻 52隻 122隻 37隻 174隻 157隻 17隻 1060水漁村協契





対象地域 計 釜山市 江原道 l慶北道 慶南道 蔚山市 全北道 済州道
対象漁船 666隻， 29ヶ統 85隻、 29ヶ統 199隻 I 282隻 19隻 33隻 3隻 45隻

















マイワシは 大 型 ま き 網 の 主 要 船籍地である釜山市、ベニズワイガニは主
要漁場の日本海北部に面した江原道と慶尚北道、ズワイガニは日本海中




TACの管理対象期間は漁期を基 準 と す る た め 、 魚 種 毎 に 異 な る D ズワ
イガニは 11月 1 日---10月 31 日、済州島サザエは 10月 1 日---9月 30






TACの 決定方式は海洋水産部 長 官 管 理 魚 種 ( 済 州 島 サ ザ エ を 除 く す べ
ての 魚種 )と市道知事管理魚種( 済 州 島 サ ザ エ ) で 異 な る o 長官管理魚
種は国立水産科学院が資源調査を も と に 資 源 評 価 を 行 い 、 10月末までに
魚種別 ABC(Allowable Biological Catch :生物学的漁獲可能量)を推
定する。海洋水産部はこの ABCを基に審議を行い、 TACの基本計画を
樹 立 す る 。その際、制度の効率 的 な 施 行 の た め に 業 界 か ら 意 見 を 聴 取 す
る。基 本計画の内容は、①水産資源の保全及び管理に関する基本方針、
② 対 象 魚 種 の動向と TACに関する事項、③業種・操業水域・操業期間別
TACに関する事項、④魚種別 TAC管理に関する事項、である o


















② の設定等に関する事項、TAC ①管 理 対 象 魚 種 の選定と審議事項は、
である oTACの管理及び評価に関する事項、
TACを決定中央水産調 整 委 員 会 20)は業種・操業水域・操業期間別に
水協中央会常任理事問委員会は海洋水産部次官・漁業資源局長、する。




て は国立水産 科 学 院 の 意 見 を 聴取し、市道が TAC設定及び管理に関する
最後に海洋水産部市道水産調整委員会の審議を経て、計 画 を 樹 立 する。








ABC 、 漁 民 要 求 量 、 前 年 の 漁 獲 実 績 、表 4・2は、 TAC決定の基礎となる
TACを 示 したものである o TACの決定にはこの他、 TAC施行前の平均漁














ABC (min---max) 漁民要羽前年漁網 TAC ABC(min---max) I漁民要羽前年漁網 TAC 
サパ類 マアジ
1999 ー 一 133，000 一 一 13，800 
2000 132，000 197，000 一 152，640 170，000 3，500 9，200 一 6，499 13，800 
2001 132，000 197，000 一 83，629 165，000 11，000 13，400 一 9，376 10，600 
2002 157，000 188，000 一 156，081 160，000 9，000 20，000 一 9，335 10，600 
2003 125，000 158，000 一 126，502 158，000 7，000 10，500 14，000 10，593 11，000 
2004 122，000 155，000 160，000 116，226 155，000 6，800 10，200 10，000 10，979 10，000 
2005 140，000 180，000 160，000 151，268 160，000 8，500 12，000 12，000 9，933 12，000 
2006 145，000 168，000 156，000 111， 169 155，000 27，000 19，000 11，991 19，000 
マイワシ ベニズワイガニ
1999 ー 一 22，660 -ー 一 39，000 
2000 17，000 34，000 一 9，533 22，600 15，000 34，000 39，000 25，249 39，000 
2001 17，000 34，000 ー 661 19，000 15，000 28，000 28，000 30，362 28，000 
2002 17，000 21，000 一 125 17，000 13，000 25，000 28，000 19，319 28，000 
2003 ー 13，000 。13，000 16，500 22，000 25，000 17，996 22，000 
2004 一 ー 2 5，000 14，000 21，000 22，000 20，328 22，000 
2005 一 5，000 2 5，000 16，000 21，000 35，000 22， 745 22，000 
2006 一 5，000 。 5，000 20，000 23，000 23，000 21，813 23，000 
ズワイガニ ワチムフサキガイ
2001 ー 一 一 7，300 9，500 ー ー 9，500 
2002 1，000 1，300 一 1，220 7，000 9，000 ー 6，051 9，000 
2003 800 1，000 1，083 947 1，000 9，460 9，000 5，319 9，000 
2004 800 1，000 1，000 611 1，000 8，019 9，000 4，667 8，000 
2005 800 1，000 1，000 780 1，000 3，962 7，042 8，000 4，636 7，000 
2006 900 1， 100 1，000 805 1，000 3，310 5， 186 5，500 3，854 5， 100 
タイフギ 済州島サザエ
2001 3，500 4，500 一 ー 4，500 1， 700 一 一 2， 150 
2002 3， 700 5，500 一 1，479 2，500 1，900 2，000 ー 1，938 2，085 
2003 3，500 5，000 2，500 1，426 2，500 1，630 2，170 2，560 1，965 2， 150 
2004 4，877 2，500 1，635 2，500 1，846 2，335 2， 150 1，951 2， 150 
2005 2，317 2，401 2，300 1， 740 2，300 1，367 1，683 1，900 1，688 1，683 
2006 2，355 2，440 2，500 2，293 2，440 1，570 1，610 1，900 1，585 1，610 
ガザミ スノレメイカ
2003 13，800 14，000 一 13，000 一 一 一 一 一
2004 13，800 13，000 4，889 13，000 一 一 一 一 一
2005 3，899 6，060 6，000 878 6，000 一 一 一 一 一
2006 1，994 5， 135 4，000 864 4，000 180，000 200，000 ー ー 166，000 
注:1)ベニズワイガニTACJま，留保量1，000トン (2005年)、 2，000トン (2006年)を含む。





落ち込んでいるにもかかわらず、 ABCは 依 然 高 く 推 定 さ れ 、 TACも固定
されたままであった o そのため、 TAC消化率はゼロ近くにまで低下した o
タイラギでは ABC、漁民要 求量、漁獲実績の順で高く、 ABCを引き下
げる こ と によって、それらは徐々に収束している o これらのことは ABC
算 出 の 基 となる資源解析への信 頼 性 を 低 下 さ せ る と と も に 、 資 源 評 価の
難しさを露呈している。











ベニズワイ ガニ の場 合は 、対象業種は近海かごの 1種類で、対象漁船
は日本海沿岸の江原道、慶尚南 道 に 散 在 す る 。 長 官 は 2道に対して過 去
の漁獲実績に基づいて割り当て る o 道知事から市長・郡長への割当は漁
船隻数に基づ く。 市長 ・郡 長から漁船への割当は、漁獲実績あるいは漁
船規模(隻・トン数)による o
対象 業 種・地域が最も多いスルメイカは、まず、漁獲実績に基づいて
業種ごとに割り当てる。次に地域への割当は、漁船隻数に基づく D 最 後
に各漁船への割当は地域・業 種によって異なる o 釜山市の場合は、 4 業
種ともに 1隻あたり均等に割り当てる o 慶尚南道の場合は、大型トロ ー
ルは 1隻当 た り 均 等 割 当 、 近海一本釣は実績割当である o 一方、近海一
本釣のうち、慶尚北道は浦港市と慶州市では漁船トン数当たり均等割当、
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盈徳郡は漁船トン数別割当、蔚珍郡・穆陵郡は実績割当である 22)o た だ
し、この割当には近海小型釣 (50 トン以下)が対象とされていないため 、
2006年の実施は延期され、 2007年、同業種を含め、再検討される D
このように、割当方式は業種・地域ごとに様々である。これらの割当




て、配分 量 割 当 証 明 書 を 交 付する。地区別水協は漁村契 23)を経て漁業者
毎に配分する o
TAC配 分 は 、 ま ず 、 長 官 ・知事は水協を通して漁船・漁業者に TACの
70%を配分する(初回配分)。各港の委託販売所の所長を通して漁船・漁
業 者 毎 の漁獲量報告を受けた水 協 は そ れ を 集 計 し て 長 官 ・ 知 事 に 報告す
る o 漁獲量が初回配分の 80%に達した漁業者が現れると、水協は長官・
知事 に 対して追加配分(残り 30%)を要求する o 追加配分は初回配分 の
漁獲実績を勘案して配分され る。さらに、この追加配分量が消化され. る
と、漁獲不振者の残余量を回収し、再配分する o この配分方法は最終的
に全漁船・漁業者の消化量が TAC全 量 を 越 え な け れ ば い い と い う 考 えに
基づく。
4) TACの 管 理 方 式
TAC管理は漁業者と委託販売者による漁獲量報告を原則とし、オブザ
ーパーと漁 業 監 督 員 24)がその確認を行い、違反者には、罰則が設けられ
ている。
( 1) 漁獲量 報告
TACの配分を受けた漁船・漁業者は TAC魚種を水揚げする毎に漁獲










また、関係市 道 知 事 や 水 協 組 合長に通報して漁獲量を公表する oたり
操業位置とともに漁獲量を毎日報告漁獲量が 80%を超過したときには、
することにな っ て い る 。












16名が配置され国 6地域に配置されたが 25)、2006年には全国 7地域に
月に運用方法が決定された o
26) 。ている
オ ブ ザ ーパーの主な役割は主要水揚げ港・共同魚市場・委託販売所で
TAC魚TAC対象 漁船 に乗 船し てTAC魚種の漁獲実績を管理すること、
TAC魚種の科学的基礎種 の小型魚の 海 上 投 棄 等 を 調 査・監視すること、
及びこれらの調査を収集・分析すること、(体長 組成・尾数など)資料
1回活動報 告 書 を 海 洋 水 産 部 に 提 出 す る こ と で ある o結果をまとめて毎月












水産物の水 揚 げ は 従 来 、 必ず共同魚市場か委託販売所を通す強制上場
制が採られていた o し か し 、 流通経路が急速に多様化して、 1997年に任
意上場制に変更された o これにより個別に売買される漁獲物が増加し た o
TACの漁獲報告も漁業者と共 同 魚 市 場 ・ 水 協 委 託 販 売 所 長 に 頼 っ てい
る ため 、任意上場制による報 告 漏 れ の 危 険 性 が 指 摘 さ れ た o 特に割当量
を超過して漁獲した場合、漁業者は系統出荷を回避して個別販売する可
能性が高くなる。そのため、漁獲量の報告漏れを防止することを目的に、
2003年 8月に水産資源保護令 ( 第 18条、第 27条の 2第 4項)を改正
し、 2004年からは漁獲された TAC魚種は指定された委託販売所にのみ
水揚げすることを義務付けた 27)o
2004年の指定販売所は全国 93ヶ所とされたが、 2006年には 4ヶ所追
加され 97ヶ所となった 28)。ただし、僻地・離島など指定販売所がない
場合、販売量が 少量 の場 合及び加工業者に直接提供する場合は、水揚げ
地の漁村契 長 ま た は 加 工 場 長から非指定委託販売所水揚げ漁獲物確認 証
を 受け 、当該地域内の指定販売所にそれを送付することで許容される 29)o
販売所が 指定されている魚種は TAC対象の 10魚種に加え、 TAC魚種




(第 18条、 27条)や「漁獲可 能量の管理に関する法律 j、そ のほ か関連
告示に違反 し た 場 合 、 「 水 産 関係法令違反行為に対する行政処分基準と手
続きに関する規則 J に 基 づ き、罰則措置を執ることができる o
TAC の割当を配分された漁業者は漁獲報告の義務が課されている。こ
れに 違反 した場合は、漁業許可・海技士免許の停止(10--30日)が課さ
れ る 。 虚 偽報告に対しては、 2006年より同等の罰則が課されることにな
った 31)。また、 TAC対 象 業 種でありながら、 TACの割当を配分されて
いない漁業 者 が TAC対象魚種を漁獲することに対する処罰が、 2006年
の同規制の改正により新たに 設 け ら れ た 。 処 分 の 内 容 は 、 漁 業 許 可 ・海
118 
技士免許の停止 (20--40日 ) である o
2004年よ り TAC魚種の販売所が指定されるようになったが、これに
違 反し た者に対する処分は、当 初 、 設 け ら れ て い な か っ た o 強制カを持
たない指定は効果を低下させるた め、 2006年 か ら は 新 た に 処 罰 条 項 が 設








本格実施に移 行 し た 2001年より、ベニズワイガニ、ワチムラサキガイ、
済州島サザ エに対して強制規定が適用されることになった D しかし、 TAC
超過に対する罰則がないため、 TACの強制力はないに等しい o 実際、 2004
年のベニズワイガニに TAC超過がみられる o
5) TAC参 加促進事業
表 4・3は、 TAC管 理 参 加 漁 業者に対する経営改善支援の内容を示した
も のである o この支援事業は水産発 展 基 金 事 業 の 一 部 で 、 2003年より開
始された 32)o
同支援事業が実施されたきっかけは、 TAC施行に対する漁業者の反発
である。漁業者は、新漁業協定締 結 に よ る 漁 場 の 縮 小 に 加 え 、 TAC制度
によ り漁獲量が制限されることで漁業経営がさらに悪化すると主張した o




船の規模毎に設けられている 33)o 償還期間は、施行当初 1年であった
が、 2005年 か ら は 2年据置 3年償還へと延長された 34)o 事業の執行機
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関は業種・ 地区別水協である。 ただし、 融資対象は長官管理漁業に限つ
ている。
融資枠は年々増加している o融資枠の内訳を 2005年についてみると、
大型まき網が 最 も 多 く (40%)、 次にウチムラサキガイ ( 22%)、 ベニズ
ワイ ガ ニ (15%)の順となっている o これに対する実績は、 2003年、 2004
年 共に 85%である。 2003年 9月末までの融資実績は 167名に





2003 I 2004 I 2005 
実績 8，511 12， 741 
融資枠
. 



















































表 4・4は、 TAC割当、漁獲実績及び消化率を示したものである o 割当
量 が施行初年に比べて増加している魚種はサパ類とマアジのみで、その
他の 7 魚種は一部の魚種で一時的 に 増 加 す る も の の 、 全 体 的 に は 逓 減 、
あるいは横ばいである o 2006年 割当量の初年対比はサパ類が 117%、マ
ア ジが 138%であるが、ズワイガニ、済州島サザエが 75--85%、ベニズ
ワイガニ、ウチムラサキガイ、タイラギが 55--60%、ガザミが約 30%、
マイワシ は 22%である o
漁 獲実績が施行初年に比べ、増加 した 魚種 はマ アジ (185 %)、タイラ
ギ (155%) で、ともに漸増傾向である o 一方、減少した魚種は残りの 7
魚種で、サパ類は増減を繰り返すが、 2005年は初年対比 73%に減少し、
ベニズワイガニも期間中、変動しながら、向上ヒ 86%で、ズワイガニ・済
州 島サザエは初年対比 85%、ウチムラサキガイは 64%でともに横ばい、
あるいは漸減している o ガザミは初年対比 18%、マイワシは 0.02%にま
で激減してい る D なお、 2002年のガザミ TACは秋季限定で行われたた
め 2003年との比較はできない o
消 化率 (=漁獲実績 ITAC割当量 x100) が 100%を超えた魚種は 1999





2004年に 80%を切ったが、その他の年は 90%を超えている o
その他 、 消化率が上昇している魚種は、ズワイガニ、タイラギで、前
者は 60%台から 80%台、後者は 30%台から 90%台 へ と 高 い 水 準 に 達 し
た。一方、消化率が低下している魚種は、マイワシ、ウチムラサキガイ
である。特に マイワシは 2000年以降 3%以下と非常に低い o






5 TAC超過予想時期が97%、消化率トン、2005年 4月 末に漁獲量 971























1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 
TAC 133，000 170，000 165，000 160，000 158，000 155，000 160，000 155，000 
サパ類 漁獲量 152，640 83，629 156，081 126，502 116，226 151，268 111， 169 
消化率 115 49.2 94.6 79.1 73.6 97.6 69.5 
大型
TAC 13，800 13，800 10，600 10，600 1，000 10，000 12，000 19，000 
まき網
マアジ 漁獲量 6，499 9，376 9，582 10，593 10，979 9，933 1，991 
消化率 47. 1 67.9 90.4 99.9 99.8 99.3 99.9 
マイワ
TAC 22，660 22，600 19，000 17，000 13，000 5，000 5，000 5，000 
漁獲量 9，533 661 125 。 2 2 。
シ
消化率 42. 1 2.9 o. 7 0.0 0.0 0.0 0.0 
J¥<・ニ TAC 39，000 39，000 28，000 28，000 22，000 22，000 22，0003) 23，0003) 
近海かご ズワイ 漁獲量 25，249 30，362 19，319 17，996 20，328 22， 745 21，813 
ガニ 消化率 64. 7 77.9 69.0 64.3 92.4 103.4 9. 1 
TAC ー ー ー 1，220 1，000 1，000 1，000 1，000 
近海かご ズワイ
漁獲量 947 611 780 805 
-刺網 ガニ
一 ー 一
消化率 一 ー 一 77.6 61. 1 78.0 80.5 
ウチム TAC ー 一 9，500 9，000 9，000 8，000 7，000 5，100 
ラサキ 漁獲量 一 一 6，051 5，319 4，667 4，636 3，854 
ガイ 消化率 一 一 63. 7 59. 1 51. 9 57.9 5. 1 
潜水器
TAC 4，500 2，500 2，500 2，500 2，300 2，-440 ー 一
タイ
漁獲量 1，479 1，426 1，635 1，740 2，293 
ラギ
一 一
消化率 一 ー 32.9 57.0 65.4 69.6 9. 7 
TAC 一 一 2， 150 2，058 2，150 2，150 1，683 hJil03) 
漁村漁業
済州島
漁獲量 ー 一 1，938 1，965 1，951 1，688 1，585 
サザエ
消化率 一 ー 90. 1 95.5 90. 7 78.5 94.2 
沿近海 TAC 一 ー 一 1，5501) 13，000 13，000 6，000 4，000 
刺網・ ガザミ 漁獲量 ー 一 ー 1，499 4，889 878 864 
かご等 消化率 一 一 一 97.0 37.6 6.8 14.4 59 




イカ 漁獲量 一 一 一 一
ー 一 58，056 
トロール、
大型まき網 消化率 一 ー 一 ー 一 一 60 
注:1) 2002年ガザミは延坪島の秋季漁期に限定的に実施された。
2) 2005年度のスルメイカは図上演習として8--10月(3ヶ月)に限定的に実施されたもの。







2. TAC成績 と 各 業 種 の 対応
ここでは、 サパ類、 マアジ、 マイワシ、 ベニズワイガニ、 ガザミを例
上でみた TACの割当、 漁獲実績、 消化率、 国 立 水 産 科 学 院 に よ る資
源評価 37)及びそれに対する各業種の対応を整理する o
サパ類につ い て は 、 TAC初年に比べ、 2006年の割当量は増加し(11 7 % )、
漁獲量は TAC初年に比べ、 2005年には減少し ( 73 % )、 消化率は 50--
980/0 の間で乱高下している。 一方、資源評価は、親魚量が増加(200%、
1975---2004年平均に対する 2005年の比率、 以下同じ) したのに、 加入
量 ( 41 % )、 CPUE ( 50% ) は半減したとされている D また、 国立水産科
学院の調査によると、 近年、 魚体長の小型化が進んでいる。 特に、 漁 獲
量が好調であった 2004年の漁獲物平均体長は 27cmで、前年の 33cmを
大きく下回った 38)0 
マア ジについては、割当量と漁獲量はともに増加し(138%、155%)、
消化率は高位(平均 86%) であった。 一方、 資源評価は、 親魚量と加入
量はともに増加し ( 132%、116 % )、 CPUEも増加した ( 129 % ) とさ れ
ている。 これ ら の 資 料 か ら 、 近年、 マアジの資源状況は良好であり、.漁
獲 量も それを反映して過去最高を記録した o これは、 TAC管理による資
源増加というよりも、 資源変動による増加であるといった方が正しい o
TACは、過去の実績を加味して設定されるため、 TAC管理がされてい な
ければ、 実績以上の漁獲があったかもしれない o 少なく とも TACを設
定することで 「大漁貧乏 J を防 ぐ 効 果 は あ っ た の で は な い か と 考 え られ
る。
マイワシについては、 割当量は激減し ( 22 % )、 漁獲量・消化率も 極
めて低位である o 資源評価は、 漁獲が非常に少ないため、 調査不可能と
されている。 資源の変動が激しい浮魚については、 豊漁期と不漁期の調
節が課題と な る o
以 上 3魚種の対象業種である大型まき網の TAC管理には大型まき網 水
協が大きな 役割を果たしている o マアジ (2002--05年)、 サパ類 (2004 
年) カミ 100%直前で留まったのは同水協の制御 (漁場の転換など) によ
る o ただし 報告漏れ、 虚偽報告、 個別売買の可能性も否定できない o
124 
「
そ の 他 、漁獲物の小型化に対して、大型まき網水協は自主的に網目拡
大を推進し、さらに 2005年には 4月 22 日---5月 21 日の 1ヶ月間、自
主休 漁 を 実施するなどの対策をとった 39)D 休漁に際し、水協は船員への
賃金支給、漁獲損失など合計 180億ウォンを予想し、海洋水産部に賃金
支援や TAC支援金の利子引き下げを要請した o こ れ に 対 し 、 海 洋 水 産部
は検討する と 答 え て い る が 40)、まだ実施されていない o ただし、 2005
年から全業 種に対して支援金の償還期聞が延長されている o
その他、休漁期には一時的に日本からサバ類の輸入が増加する問題も
発生した o これに対し、韓国まき網業界は 2005年 8月に聞かれた韓日





( 59%、86%)、消化率は高位( 平 均 82%)である o 一方、資源評価は、
親魚量は増加し(111 % )、 1隻当たり漁獲量も増加した(106 % )とされ
ている。加入量、魚体長の資料はない。
ベニ ズ ワイガニの漁獲をめぐっては、パイ員かご漁業との漁場紛争が
懸案 さ れ ていた。パイ貝かご漁業は日本 EEZへの入漁割当を廃止された
ことから北部暫定水域や韓国 EEZ 内でベニズワイガニ用のかごを利用
した不法操業を行ったり 42)、ベニズワイガニ業界が実施する休漁期(7 
月 21日---8月 24日)に漁具被害を多くもたらした o これに対し、 2004
年 7月に開かれたベニズワイガニ・バイ貝かご共同協議会において、休
漁期におけるバイ員かごの操業自制を要請し、合意をみた 43)。










ガザミに つ い て は 、 割 当 量と漁獲量がともに減少し(31 %、 18%)、消
化率も 20% (2003-05年平均)と低位である。資源状況は科学的調 査
が不足し、分析が困難であると し て い る 。 た だ し 、 2005年の推定資源量
は前年の 84%、 CPUEも延坪漁場で 97%、 黄 海 特 定 海 域 で 78%と減 少




国 の ガ ザ ミ漁業者の経営を悪化させている o
また 、 ガザミの小型化は冬季における近海鮫線網や沿岸改良鮫線網等
による漁獲が主な原因とされている o ガザミは沿岸の水温が 10t以下に
なると沖合へ移動して越冬し、春になると再び沿岸に戻ってくる o しか
し、沖合で鮫鯨網類が水産資 源保護令で定められたガザミの禁止体長
( 5cm) ぎりぎりのものを漁獲することで小型化が進んでいる o
ガ ザ ミ 漁獲量の激減と小型化に対し、漁船 1隻当たりの使用漁具数の
削減、操業禁止期間・漁獲禁止体長の厳守、種苗放流などが必要とされ











は対象外業種の漁獲増大で TAC制度を形骸化する危険性もある D 魚種別
に み る と 、マイワシとベニズワイガニは、対象業種による漁獲が 100%
に近いため、単一業種の管理でも問題はないが、マアジとズワイガニは
対象外業種による漁獲割合が高い o
TAC の対象水域は韓国 EEZ と共同利用水域である o 当該水域では外
国 漁船が操業し、 TAC魚種を漁獲するが、 TAC管 理 か ら は 外 さ れ て い る o
外国漁船の漁獲を TAC管理下に置かないことが、園内漁船への強制規定
の適用を除外する理由にもなっている。
韓国 の TAC制 度は 漁業 者に参加を強制しておらず、 TAC魚種の割当
を申請した者のみが管理対象と なる o 割当申請をせず TAC管理に参加 し
な い漁船が TAC管 理を不完全にしている o 参加を促すための金融上の優
遇措置をとっているが、対象業種でも参加、不参加に分れている o た だ
し、 2006年 の「水産関係法令違反行為に対する行政処分基準と手続きに
関する規則 j の改正により、対象業種のうち TAC非参加漁船が対象魚種
を漁獲することに対して罰則が設けられた o
(2) TAC決定方式における問 題 点
TAC決定 に お け る 問 題 点 と しては、漁民要求量や漁獲実績を過度に重
視した TAC設 定 と 資 源 調 査 不 足による信頼性の低下、業種・地域間の漁
業調 整 機 能の欠如、それによる漁業紛争の発生があげられる。
①マアジ、ベニズワイガニ、済州島サザエでは ABCを 超え る TACが
設定された o ② タ イ ラ ギ 、 ウ チムラサキガイ、ズワイガニ、ガザミでは










ズワイガニは委託販売価格が 10.000 ウォン /kgを上回る高価格魚種であ
るため、 TAC管理の対象外であ る 沿 岸 刺 網 へ の 管 理 が 欠 落 す る と 、 容 易
に乱獲される危険性がある o
一方、済州島 サザ エは TAC対象になる以前にも島内で自主的に漁獲量
制 限が実施されていたため、比較的資源調査が十分で信頼性の高い TAC
が遂行されて い る o それでも、依然として島内の他業種との聞に漁獲紛





れる 。 す なわち、初回配分は均等 あ る い は 実 績 ・ 漁 船 規 模 に 基 づ い て 行
われるものの、それを消化すると追加配分は初回分の実績に基づいて配




















欠いている o ま た、販売所の指定制度により原則的に個別売買ができな






定された罰 則も実際に適用され た こ と は な い o
(5) TAC成績からの評価
一部の魚 種 を 除 い て TACの割 当・漁獲実績は減少している D 消化率は、
当初に比べ高まったが、一部の魚種は低いままである o TACが増加した
魚 種 は サ パ類、マアジ、漁獲実 績 が 増 加 し た 魚 種 は マ ア ジ 、 タ イ ラ ギで
ある。 2005年の消化率が 80%以上の魚種はマアジ、ベニズワイガニ ズ
ワイガニ、タイラギ、済州島サザエの 5魚種である o
TAC施行当初の消化率が低かったのは、 TACそのものが高く設定され
たことによる o すなわち、 TACの決定に過去の高い漁獲実績を用いた
ABCが科学的資源情報の不足から漁獲実績に多く依存した、漁民要求量
を配慮したので あ る D これに対し、近年の消化率の上昇は、漁獲実績、
漁民要求量、 ABCの 低 下 で 、 分母(TAC) が低下したことによる
ABCの低下要因は資源が減少したのか、 ABCの精度が高まったのかは
不明である。また、漁民要求量の低下は主に漁獲実績の低下からくるが、
漁 獲努力量の減少が一因をなしている可能性もある o これについては、
漁獲努力量 の 削 減 ( 次 章 で 述 べるように韓国では大規模な減船事業が実
施 されている)などと比較検討してみる必要がある
漁獲物の小 型化はサバ類とガザミを例にみたが、漁獲量のみによる資










は業種問調整等が絡み複雑かっ困 難 を 伴 う o しかし、 2006年から業種間
競合の激し いスルメイカに対して TACが実施されることになった(1年
延期)。同魚種への TAC実施に は 2年にわたる図上演習、業種間の協議、
TAC運営の効率化を図る生産者連合会の結成など、行政・業界の様々な
労力が費やされた o スルメイカの TAC運営の成否は対象外業種への対応
の ほか、業種・地域・階層間紛 争 を 抱 え る 魚 種 へ の TAC拡大の試金石に
なるであろう o ただし、スルメイカにおいても対象外業種が存在する。
外国漁船への適用除外に対しては、 EEZ・共同利用水域内で操業寸る









けで、その取締りも旗国主義に 基づく D 国によって漁具・漁法の規制の
強度が異なる o また、漁船隻数、ましてや漁獲量に関しても規制はない o
漁獲 量報告体制もない。共同利用水域の性質上、困難はあるが、これら
の問題を克服していくことが圏内 TAC制度の精度向上、効果増大にも繋




本 となる資 源情報を共有することである o
TAC非参加漁船については、罰則の新設により、弊害が削減されるこ




TAC決定 方 式 に つ い て は 、 資源調査の拡充、信頼性の高い資源情報が
前提である。 TAC決定はこれを基に行うべきで、漁民要求量、過去の 実






魚価安)を 招く可能性がある o これには漁獲努力量の規制、すなわち、
休 漁期の設 定、 網目 の拡 大の ほか、漁期を区分し、期間ごとに生産上限
を設けたり、一操業当たりの漁獲量を制限したり、漁場ごとの漁業勢力
を 調 整 す ることが有効である o これらの実行には業種・地域・階層を越
えた漁業者の組織化、協調が欠かせない。休漁期の設定を例にみると
中国での夏季休漁では、長期間の休漁にもかかわらず、解禁後の過大な




しかし、一方 で 漁 獲 物 の 小 型 化が進むなど、量的管理の限界、資源管理
の困難性が露呈された。今後、量的管理に質的管理を加えることが TAC
を優秀な資 源 管 理 ・ 漁 業 経 営 改善策に仕立てる一助となる。例えば、よ
り高い付加価 値 を 創 出 し た 業 種・漁船・漁業者に割当を多くすることで、








自主的な漁獲努力量の規制に期待するしの人員確保は 難 し い の で あ り 、
禁 漁期 の設 定や 網目の拡大に伴い禁漁期間の船員賃金の補償やかない o










1 ) 日本の TAC制度の概要については、海洋法令研究会 WQ&A海洋法
条約と水産関連法 J(新水産新聞社、 1997年 5月) pp.53・169を 参
照した o
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の成立と背景 J、黒沼吉弘「諸国の TAC 管理:課題と可能性 J、片
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漁獲可 能量(TAC) 制度基本計画及び施行計画 J (2004年 12月 )
を参照した o
11 )海洋水産部 r2005年主要政策課題上半期評価結果 J (2005年 6月)
pp.93---94。スルメイカ生産者連合会は近海一本釣、大型まき網、
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役割を果 た し て い る o 漁民新聞「スルメイカ TAC協議開始 J(2005 
年 1月 24日 ) を 参 照 し た o
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15) 2006年 9月に初の協議会が韓国水産会の主管で開催され、今後、
協議する懸案事項などについて提起された。韓国水産経済新聞
「スルメイカ TAC推進協議会総会開催 J2006年 9月 22日。
16) 韓国海洋水産開発院『漁獲 可能量(TAC) 実施対象魚種の年次的拡
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17) 韓日間では 2005年度より業種別・魚種別割当が実施される o
18 )例えば、大型まき網は 35ヶ 統 あ る が 、 漁 獲 を 希 望 す る 漁 船 は 28ヶ
統となっている o残り 7ヶ統は経営悪化のため休漁状態にあったり、
あるいは TAC魚種以外の魚種(スルメイカなど)を主に対象とし
ている こ と か ら 、 希 望 を 出していない。
19) 大統領令 「 水 産 資 源 保 護 令 J(1970年 3月制定、 2003年 8月改正)。
20) 同委員会は、水産業法(第 89，91 条)と同法施行令(第 68、 72




計画及び 2006年度施行計画 j を参照した o
22 )海洋水産部「スルメイカ TAC図上演習対象漁船配分量割当証明書 J
(2005年)を参照した o
23)' 漁 村契とは水産業協同組合(日本の漁協に相当)の系統組織を構成
する漁村組織である o 2004年末現在、 73の地区水協に対して 2、




船への停 船 命 令 な ど を 行 う。管理対象は TAC対象漁船に限らない o
25) 韓国海洋水産開発院『韓国 TAC制度の評価システム構築に関する













2006年度施行計画 J制度基本計画及び( TAC) 「漁獲可能量前掲26) 
を参照 した o
海洋水産部 r2003年下半期重要業務評価結果 J(2004年 1月 )pp.30627) 
--310を参照した。
適用対象漁業の種類などの指定に
関する告示 J(2006年 2月)を参照 o 主な指定販売所は共同魚市場、
( TAC) 「漁獲可能量海洋水産部28 ) 
市道別には釜山広域市に 8ヶ所、仁川広域水協委託販売場である o
江源道 20ヶ所、京畿道 7ヶ所、蔚山広域市 3ヶ所、市に 8ヶ所、
全羅南道 8全羅北道 3ヶ所、12ヶ所、慶尚南道慶尚北 道 9ヶ所、
済州道 6ヶ所である o忠 清 南 道 13ヶ所、ヶ所、
f 漁 獲可能量 (TAC)適用対象漁業の種類などの指定に関海洋水産部29 ) 
第 5条を参照した o(2006年 1月)する告示 J
(2004 年韓国水産業動向に関する年次報告書 Jr 2004 海洋水産部30) 
p.225を参照。 “ 漁 獲 可 能 量 (TAC)適用対象漁業の種類等10月)年
31日、海洋水産部告示第 2003・92の指定に関する告示 (2003年 12月
で制定された。号)" 
前掲「漁獲可能量 (TAC)適用2006年 の罰則規制の改正については、31 ) 















35) 海洋水産部 r2003年下半期重要業務評価結果 J(2004年 1月)p.307 
を参照した o
36) 韓国水産経済新聞「海洋水産部今月末に向けてズワイガニ TAC 超
過特別管理を要請 J (2006年 5月 19 日)。
37) 各 魚 種の資源評価については、前掲「漁獲可能量(TAC) 制度基本
計画及び 2006年度施行計画 J を 参 照 し た D
38) 釜 山 日報「小型サバの乱獲 J (2004年 12月 6 日)を参照した o
39 )漁民新聞「サパ漁獲 1ヶ月休漁 J (2005年 4月 18 日)、「大型まき
網自主休漁期設定 J (2004年 10月 18 日)。網目拡大は 2003---04 
年に 30.5cmから 35cmへ移行させ、 2005年にこれを義務化すると
した。損失額内訳は、船員約 2、 100人への賃金 100%支給 28億 ウ
ォン(1ヶ 統当たり 1億ウォン、計 28億ウォン)と漁獲損失約 120
億ウォ ン な ど で あ る D
40) 漁民新聞「スルメイカ TAC 運 営 支 援 ー ま き 網 休 漁 期 の 管 理 費 用を
含 め -J (2006年 2月 27 日)。その他、スルメイカ TAC運営に当
たり、 5千万ウォンの支援 を 別 途 要 求 し て い る 。
41 ) 漁 民 新聞「同時休漁期実施の推進一韓日まき網業界、来年からー J




42) 漁民新聞「ベニズワイガニ・パイ貝かご共存漁業実践の合意 J(2004 
年 7月 27日 ) を 参 照 し た o
43 ) 漁民新聞「ベニズワイガニ操業懸案またも視点の食違い J (2005年
10月 17日)を参照した。
44 )漁民新聞「特別寄稿:漁業者の生活のためにガザミ漁場を守れ J





46) 前掲『韓国 TAC制度の評価システム構築に関する研究 Jp .18を参
照した o 特に、沿近海かご、刺網、潜水器による個別売買が多い と
されている o
138 
第 5章 韓国 の 減 船 事 業








④ 減船と TACと の 関 係 、 を チ ェックしている 2)。①と③は国によって様 々
で、②は構造再 編 の よ う な 経 済的理由が主であり、④は NZを除くと直





域 、対象魚種の特性などがそれ を 必 要 と し な か っ た か ら で あ る o
そ の 後 、玉置・黒沼らは、日本の減船事業のタイプ、減船に対する国
の助成、減 船 の 効 果 ( 経 営 改 善、資源への圧力の削減など)をまとめ、
底曳網とまき網で事例研究をしている。そこで黒沼は減船の基礎理論と
して資源管 理 論 を 展 開 し て い るが、あくまで一般論で、浮魚と底魚の区
別をしてい ない 4)o
中国では 2002年から大規模な減船事業が実施されている o 事業が始
まって間も ないため、研究はま だない。事業内容みると、農業部漁業局
により、近海漁業資源の減少と 過剰な海面漁業勢力の問題を解決するこ
とを目的に行 わ れ て い る o 事業期間は 2002---10年で、年間予算は約 2







2002--04年の事業実績をみ ると、年間約 3--6千隻の減船と 2--5万
人の転業で、合計約 13千隻の減船、約 10万 人 の 転 業 が 行 わ れ た o 漁業
者の転業先は、主に養殖業、水産加工業などである D この結果、 2005
年の海面動力漁船は 210千隻、漁業者は 177万人となった 5)。
本論でとりあげる韓国の減船事業については、事業が終了したばかり
で 、結果を含めた研究はまだ出ていない o 減船事業の企画、途中経過に




( 2000年)、韓中 (2001年)漁 業協定の発効は、北東アジアに新しい漁
業秩序を形成した。新しい漁業秩序は韓国漁業、特に、当該海域を漁場
とする近海漁業に対して漁場の大幅縮小を強いた o 200海里体制下にお
いて外(遠 洋 ) に 新 漁 場 を 開 発する可能性はなく、かといって内(沿岸)
も概して飽和・過剰状態にあった o 韓国の減船事業はこの行き場をなく
した漁船を吸収するのに大きな 役 割 を 果 た し た o 同事業は 1994年に始
まり、 2004年に終了した(第 1次事業)。第 2次減船事業は沿岸漁業 を
対象にした も の が 2005--08年 の計画で、近海漁業を対象にしたものが
2007--10年の計画で進められている。










の悪化であった。 すなわち、 ①過剰漁獲による資源の減少、 ②世界的な
200海里制 の実施による漁場の縮小、③ 3K産業への就業回避による就業
者不足、 ④過剰投資、 人件費の上昇、 燃油価格の高騰、 輸入の増加によ
る魚価安による漁業経営の悪化、 などがあった o
このような 要 因 を 背 景 に 減 船事業の導入のための法整備が進められた o
減船事業の根拠法として、 1990年 4月に制定された「農漁村発展特別 措
置法 J の中に 「沿近海漁船減船のための沿近海漁業構造調整事業 J の根
拠となる条文が設けられた o 続いて、 1990年 8月の f水産業法 J 改正で
「 水産資源保護のための漁業 許 可 取 消 に よ る 廃 業 に 対 す る 損 失 補 償根
拠 J、 1991年 2月の f水産業法施行令 J 改正で 「許可漁業の損失補償に
対する補償金算出基準 j が作成された。
法制度の中身をみると、農漁村発展特別措置法第 11条 (漁業構造改 善
の促進) 第 1項は 「海洋水産部長官は漁業の構造改善、 水産資源保護及
び 漁 業 競 争力強化のために漁船 隻 数 の 調 整 に 関 す る 施 策 と 支 援 対 策 を講








①沿近海漁 業 の 現 況 ( 漁 船 勢 力、 労働力、 資源分布、 漁業所得)、②沿近
海漁業を巡 る環境の変化 (水産物貿易・需給、 漁場縮小と海洋汚染の深
刻 化)、③業種別漁業の特徴と沿 近 海 漁 業 支 援 の 評 価 、 ④ 漁 船 ・ 資 源 管理
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政 策の評価、 ⑤減 船に 対す る漁民の意識調査、⑥漁業経営分析、⑦沿近
海 漁船の減船方案(減船対象業種、優先順位、対象規模、推進組織と 推
進計画、支援と 予 算 、 減 船 の 効果)などが調査研究された D
同 報 告 書では、最大持続生産量(MSY) を維持するための漁船勢力は
現行 水準 の 48--77% (業種により異なる)であり、 2001 年までに沿岸




表 5・1は、その変遷を示したものである o まず、法体制の整備と調査 研
究の結果を受けて、 1993年 8月に「沿近海漁業構造調整(一般減船)計
画」が樹立された o 当初計画で は、事業期聞が 1994--2001年、事業量
が隻数と総トン数基準で 6，673隻、 104千トン、総事業費が 2，237億ウ




当初計画 1次変更 2次変更 3次変更 第2次減船
(1993.8) (1995.12) (1996.5) (2001.1) (2003.8) 
94---01 94---04 94---04 94---04 05---08 
6，673 7，133 7，335 2，990 6，300 
合計 | トン整 | 104 130 
9.02411 2.237 3.146 5.21 7，340 
1，159 1，159 1，1591 71211 6，300 
6.5 6.5 
539 540 97 72511 7.340 
1，514 1，674 1，8761 2，2781 
77 102 
1，298 2，176 3，81 8.299 
無許可
雪霊安x. 4，000 4，300 4，300 
トン数 20 22 22 
漁業




同計画では近海漁業の減船に 際 し 、 残存漁業者の負担による減船基 金
を造成する予定であった o しかし、 残存漁業者の同意が得られず実施が
難航したため、 1995年 12月に 第 1次 変 更 計 画 が 作 ら れ た o 政府投入資
金を大幅に増加させ、 事業期間も 1994--2004年と 3年間延長された o
1996年 5月に作られた第 2次 変 更 計 画 で は 、 同年 1月の国連海洋法
条約の批准及び 200海里宣言を受けて、 近海漁船の減船規模が大幅に拡
大された o 当初計画や第 1、 2 次変更計画を通して、 事業前半 ( 1994--
98年) に計 601隻 (沿岸 386隻、 近海 215隻 ) の減船が実施された o
この実績を第 2次変更計画に比べると、 達成率は 20%(沿岸 33%、近海
11 %) であった。
一方、 1999年 9月には、同年 1月に韓日漁業協定が発効したことを受
けて、「漁業協定締結による漁業者などの支援及び水産業発展特別法 j が
制定され、 「国際規制による漁業者支援事業(国際減船)Jが開始された o
事業期間は 1999--2002年とされた o 減船事業が一般減船と国際減船 の
二本立てとなったのである。 国際減船は支援規模が一般減船より手厚か
ったため、減船希望者が増加した。ただし、資格要件が厳しかったため、
減船を希望しながらも実現でき ない漁業者もいた。 そこで、 2001 年 1 
月、 一般減船においても韓日 -韓中漁業協定締結により影響を受けた漁
船を対象にすることができるように、 事業が修正された (第 3次変更計
画)。同計画では事業対象を近海漁業に集中させ、それまで事業を f隻数・
トン数 J 基準で行っていたものを 「隻数 j のみに切り替えた。 また、 壷E
許可漁業の減船は実効性が上がらないため中止した 10) o 
2. 減船事業の概要 11)
減 船事 業の目的は、 一般減船が 「沿近海漁業勢力を漁業資源に適合す
る水準に削 減し、 持続可能な生産を図ることで漁業の競争力を強化し、
漁業者の所 得 増 大 に 寄 与 す る J こと 国際減船が 「漁業協定締結により
影響を受けた漁業者に対する迅速かっ総合的支援を行う jこと、である o












算配分、事業の推進状況の確認を 行 う 。
次に 、 各地方自治体の長は、この執行指針を受けて、細部事業計画を
樹立する。これに従い、まず、 漁業者から事業申請書を収集する。沿岸
漁 業者は市 ・郡長、近海漁業者地域・業種別水協を通じて申請する o こ
のとき、水 協 は 組 合 総 会 の 議 を経て事業執行指針に射した漁業者を選 定
し、市道知事に申請する o 総会 で は 、 指 針 と の 照 合 は 行 う が 、 業 界 内調
整は行わない。基本的に減船は漁業者の希望による o そ の 結 果 、 生 産性
の高い漁業者が減船したり、逆に 生産性の低い漁船が居残ったりする
事態も発生 した D 業界内調整が行われなかった要因としては、残存者に
負担が求められなかったことが あ げ ら れ る o
市 道 知 事は申請者に対し、船齢、漁船・漁具の状態、兼業状況、操業
実績 、 漁 船所有者の変更有無、公 益 事 業 に よ る 補 償 実 績 の 有 無 な ど の実
態調査を行い、候補者を選定する o 候 補 者 が 市 道 別 に 配 分 さ れ た 事 業量
を超える場合は、事業量に対し て 110--150% (一般・国際、沿岸・近海
漁船ごとに異なる)までを候補 者 と す る 。
鑑 定 評 価機関は、候補者の漁船・漁具の残存価値を調査し、その調査
結果を基に市道漁業者支援審議委員会で減船対象者を決定する o 問委員
会には、鑑定評価者のほか、関連のある漁業者及び漁業団体の長、学識
経験者、漁業 損 失 額 評 価 経 験 者、市道の職員などが参加する。対象者 に















13) 海洋水産部が実施した期中事業評価行 わ れ る続きが完了 した後、
水協や金融機関への借金返済が主であっ補償金の使い道は、によると















10 (機船権現網はト ン 以 上漁船トン数 40近海漁業の対象は、一方、
経 営韓国農村経済研究院による調査研究の結果、の 漁 船 で 、トン以上)












る。 漁 業 協定発効前(韓日は 1999年 1月 22日、韓中は 2001年 6月 29
日)に日本 EEZ あるいは中国 EEZ・中国側過渡水域で操業したか、ま
たは、それ以 降 に 同 水 域 の 入 漁許可を受け操業したことが確認できる漁
船 に限られる 。韓 日・ 韓中 漁業協定で影響を受けた業種は近海漁業の大
部分 にわたり、両者に重複する業種は近海刺網・かご・延縄、大型トロ
ール・機船 底 引 網 1般引、同 2般引、西南海区機船底引網 1般引、漁獲
物運搬船であ っ た 。
特徴 的 なのは、大型まき網は国際減船の対象外であること、近海鮫線
網、西南海区 機船底引網 2 娘引が韓中協定による減船に限られたこと、
である o 大 型まき網は相互入漁措置で外国 EEZへの入漁が確保されたし、
一般減船に よ り 、 既 に 減 船 が 実施されていたため対象外となった o 近海
鮫鯨網と西南海区機船底引網 2般 引 は 、 主 要 漁 場 が 黄 海 と 中 国 寄 り の東
シナ海で、韓中漁業協定の影響に 限定 され たた めで ある o
( 2) 事業申請資格
減船事業の申請資格は、一般・国際減船ともに、過去 3年間に 2年以
上 の 操 業 実績を有することである。操業実績は年に 6ヶ月以上操業した
場合を 1年とみなす o また、過去に減船事業に申請して補償を受けたり、
対象者に決定されながらも事業を放棄して 3年以内である者、当該事業
以 外の補償 事 業 の 対 象 で あ る 者、漁船所有者変更後、 3 年未満の者、船












3) 対 象 漁船の選定と支援金の算出基準
( 1) 対象漁 船 の 選 定 基 準




わ る。また 廃業補償金には上限が設けられている o 大型トロール漁船




存価額の算出基準は、「水産業法 施 行 令 J 1 5)第 62条別表 4の「漁業補償
に対 する 損失額の算出方法・基準及び損失額算出機関など J に基づく・ o
廃業補償額は業種別の年平均収益額(=平均漁獲量×平均販売単価一平
均漁業経費) の 3年分である o当 該漁船が兼業許可を受けている場合は、
合算した収益額とする o
沿岸漁船の場合の廃業補償額は 3 年分の平均収益額の 80%を国庫、
20%を地方費で、近海漁船の場合は 50%が国庫補償、 30%が融資(年利
4%、 5 年据置 10年償還、財源 は「水産発展資金 J で所属水協が借り主
となる)により支援され、残り 20%は自己負担である。
漁 船・漁具などの残存価額・処理費は、 100%国 庫補 償で ある D 漁船に
ついては、 漁 船 の ト ン 数 、 船 質、構造、設備、管理状態などを基準に算
出する。漁具については、耐久 性 漁 具 と 消 耗 性 漁 具 に 分 け ら れ 、 前 者は
減価 償却 費と維持費、後者は購入 費 な ど を も と に 算 出 す る D





算出基準は一 般 減 船 と 同 様 、 「水産業法施行令 j第 62条の別表 4による o
ただし、補償割合は一般減船とは 異 な る 。
廃業補償額の平均収益額(3年分)は 90%が国庫補償され、残り 10%
は自己負担である。漁船・漁具 などの残存価額・処理費は、一般減船 と
同様、 100%国庫補償される o た だ し 、 漁 具 の 支 援 額 は 1隻当 たり 3，500
万 ワ オ ン 以内である
失 業 支 援は「漁業協定締結に伴う漁業者などの支援及び水産業発展特
別 法 施 行 令 J 第 4条(漁船員に 対 す る 支 援 ) に 基 づ き 、 通 常 賃 金 の 6ヶ
月分が 100%国庫 補 償 さ れ る o
国際 減 船は一般減船にくらべ、廃業補償額での国庫補償率が高く、失
業 支 援 金 も多い o このように国際減船は一般減船に比べ、有利な条件と
したために、減船希望者が続出した o
4) 廃船の処理方法
減 船 が 実施された廃船の処理方法には、①解体処理、②輸出、③経済
協力事業への利用、④公共事業への利用、⑤老朽漁船代船事業への利用、
などがある(一般減船では①と④ の み ) 。 ① 解 体 処 理 は 、 事 業 主 体 が 船舶
解 体 業 者 を公開競争入札によって 契 約 す る か 、 減 船 対 象 者 が 造 船 所 など
と個人契約を結び実施する o
② 廃 業 漁船の輸出は、政府または事業主体が直接または輸出入団体を
通して実施 す る o 輸出対象国は漁獲競合が生じる可能性がある日本、中




提供 する ことができる o ただし、相手国に渡った廃業漁船は、再度国内
に搬入されないようにしなければならない o それに加え、漁船の活用水
域を相手国 の水域のみとしなければならない o







えることがで きる o 売却の対象は同一市道、同一業種の近海漁業許可 を





第 3節 第 1次減船 事 業 の 実 績と 評 価
1. 減船 実 績と 事業達 成 率
図 5 ・ 1 は、第 1 次減船 ( 199 4~ 2004年)の減船実績を示したもの で
ある 。 総計 3，381隻(沿岸 1，317隻、近海 2，064隻)が減船された 。 沿
岸漁船のうち 、 629 隻は 2004年の台風被害に対する緊急災害支援と し
て、約 60 億ウォンが減船事業予算から充てられた 。 事業別には一般減
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図 5・1 第 1次減船 事業 の減船 実 績
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事業費は 総 計 8，625億ウォン(沿岸 559億ウォン、近海 8，066億ウォ
ン )であった 。 その う ち 一 般 減船に約 2，150億ワオン(沿岸約 500億ワ
オ ン 、近海約 1，650億 ウォ ン)、国際減船 に 約 6，400億 ウ ォ ン が 費 やさ
れた 。漁船 1隻当たりの平均事業費を 一 般減船と国際減船で比較すると 、
一 般減船で は 沿岸漁船は 0.7億 ウォン、近 海 漁船は 2.2億ウォンである 。
国際 滅船 では近海漁船に 4.8億 ウ ォ ン が 費 や さ れ た 。 近 海 漁 船 へ の 支援
額を 一 般減船と国際減船で 比 べると、後者が前者の 2倍余りになる 。
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減船実績 を第 3次変更計画 (2001年 1月策定、合計 2，990隻・ 9，024
億ウォン、沿岸 712隻・ 725億ウォン、近海 2，278隻・ 8，299億ウォン)
と比較すると、隻数ベースでは全体で 113%消化された。ただし、緊急
災害支援に よる減船を除くと 92%になる o 沿岸・近海別には、沿岸漁船
が 185% ( 緊 急 災 害 支 援 を 除 くと 97%)、近海漁船が 85%であった D
事業費ベースでは全体で 96%の 消 化 率 、 沿 岸 ・ 近 海 別 に は 沿 岸 漁 船が
79%、近海漁船が 97%で、ほぼ計画通り減船事業が実施されたといえる。
2. 減 船 と漁業協定との関係
減船 と 漁業協定との関係をみる前に、どういった業種が外国水域から
締め出されたかを相互入漁の漁獲割当からみる o
韓 日 間 では、協定締結当初、日本の EEZへの入漁枠が隷けられた業種
は 、 近 海 漁業の大型まき網、大型 底 引 網 類 ( 大 型 ト ロ ー ル 、 大 型 機 船底
引網 1般引、 同 2般引)、中型機船底引網、近海かご、近海刺網、近海
延縄、近海釣(イカ釣が代表) と遠洋漁業の北海道トロール、サンマ棒
受網などであった o このうち、 近 海 か ご 、 近 海 刺 網 、 北 海 道 ト ロ 一 々へ
の割当が廃 止 さ れ 、 大 型 底 引 網類、近海釣、サンマ棒受網への割当が 大
幅に削減された o
韓中間では 、 中 国 の EEZへの入漁枠が設けられた業種は、底引網類(大
型機船底引網、中型機船底引網)、大型まき網、近海鮫鯨網、近海刺網、
近海釣、近 海 か ご で あ っ た o 韓中間では、中国への割当が高いため、韓






般減船で 736隻(36%)、国際減船で 1.328隻 (64%) であった o
このうち、 1999年以降に減船されたのは、一般減船によるものが 521
隻 ( 近 海 漁船総減船実績の 25%)、韓日漁業協定関連の国際減船による
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事業別、時期別に近海漁船の 減 船 実 績 を み る o
事業前半(--1998年)の一般減船で多く減船された業種は、潜水器と
大 型ま き網である o 前 者 は 事 業量の 100%が、後者は 72%が 1998年まで
に減船された o こ れら の業 種の減船要因は、資源の減少や経営の悪化が
主で、漁業協定の影響ではない。
減船実績が 1999年以降の一般減船に集中した業種は、機船権現網、
小型まき網、東 海区 トロ ール、東海区機船底引網であった。これらの業
種は、漁場が 沿 岸 寄 り で 、 直接、外国水域で操業したり、外国漁船との
漁獲 競 合 は激しくない o したがって、漁業協定による影響というより、






近海刺網、近 海 延 縄 、 西 南 海区機船底引網であった。前 3者は韓日・韓
中 漁業 協定の影響を受けて、後 1者は韓中漁業協定の影響を受けた減船
であった。国際減船の最終年 (2002年)までに減船されなかった漁船は、
それ以降は一般減船で減船されている。
一般・国際 減船 の両 事業 を通して、 1994年以降、漸次的に減船され た
業種は、底魚漁業の大型機船底引網、中型機船底引網、近海鮫線網など
であった。これらの業種の主要漁場は中国寄りの東シナ海や黄海であ っ
たため、協定 締 結 以 前 か ら 中国漁船との漁獲競合が深刻化し、減船が他










表 5・2は、沿 岸漁 船と 近海 漁船の業種別減船実績と現存漁船数を示し
たものであ る 。 第 1次減船が終了した段階で、沿岸漁船が 62，530隻、
近海漁船が 3.963隻、残った。
表 5-2 業種 別減船実績と現存漁船
1.317 1.317 。3 50.321 62.530 -12.209 -13.526 ー24
2.064 736 1.328 32 6.505 3.679 2.826 762 43 
47 6 41 62 76 48 28 -19 37 
263 109 154 69 379 95 284 21 75 
10 10 。 42 
9 3 6 10 94 43 51 42 54 
15 。15 65 23 22 -14 4 
30 3 27 35 86 58 28 -2 33 
1 1 。2 44 40 4 3 9 
57 57 。17 329 190 139 82 42 
27 27 。22 121 64 57 30 47 
243 3 240 30 809 611 198 -45 24 
104 104 。14 719 508 211 107 29 
272 71 201 26 1，064 545 519 247 49 
463 243 220 57 818 311 507 44 62 
262 44 218 48 545 302 243 -19 45 
202 42 160 18 1，150 610 540 338 47 
13 13 。5 248 190 58 45 23 









れたこと、 1998年 に 許 可 を 持たずに操業する小型漁船に対し、一斉に許
可を与えた(r無許可漁船の陽性化措置 J)ことなどによる 17)o
近 海 漁 船は沿岸漁船に比べ、大幅に削減された。近海漁船の減船隻数
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は減船前 (6，505隻 ) の 32%にあたる o 特に、第 1次減船事業で減船さ
れた近 海 漁 船のうち、約 90%が 1999年以降に減船された o 日本や中国
との漁業協定の影響が深刻であったことを示している o





魚 漁業であった D 次に、減船率が多い (30-48%) のは、主要漁場を日
本海とする近海 かご 、大 型ト ロール、近海釣であった。近海刺網や近海
延 縄については 、減 船隻 数は 多いものの、母数が大きいため減船率は比
較的低い。
減船事業の結果、現存隻数が どのようになったかをみよう o 減少隻数
( 1993年の漁船隻数-2004年 の漁船隻数)は近海延縄、近海刺網、近
海鮫糠網の順で高い o 減船隻数の 順 と 異 な る 。 こ れ は 、 減 船 事 業 に よ る
削減に加え、自主廃船が近海延縄や近海刺網で多かったためである a
一方、減船の実施にもかかわらず 2004年の漁船隻数が 1993年に比べ
て増え た 業 種がある o 近海かご、近海釣、大型機船底引網 1般引、西南
海区 機 船 底 引網 2般引である D この増加は、主に、転業支援を受けて業
種を変更したことによる o
近海漁業全体の減少率(減少隻数-;-1993年の漁船隻数 x100) は 43%
に達し、減船率が 32%だったので 、 約 10%の自主廃船があったことにな
る。減少率からすると、浮魚を対象とする大型・小型まき網も比較的高
い点が注目される。
2) 減 船 と 漁獲能力
表 5-3は、近海漁業の業種別漁獲能力と生産量及び 1隻当たりの生産
量を示したものである。漁船隻数は 1993年の 6，676隻から、 2004年に
は 3，773隻となり、 43%減少した。
漁船総トン数は近海漁業全体で 49%減少した o この減少率は漁船隻数
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のそれより大きい o 1隻当たりの 漁 船 ト ン 数 は 、 近 海 漁 業 の 平 均 で 50 ト
ンから 45 トンへ低下した o こ れ は 主 に 大 規 模 漁 船 ( 大 型 機 船 底 引 網、
近海鮫糠網 など)の減船隻数が多かったことによる o 業種別には、大型
機 船 底 引 網 2般引、小型まき網 、近海かご、近海桁網の 1隻当たりの漁
船トン数の増 加 が 、 大 型 機 船 底引網 1 般引、東海区トロール、近海釣、
近海鮫糠網で減少がみられた。
表 5・3 近海漁業の業種別 漁獲能力、生産量及び生産効率の推移
単位:隻、千トン、千馬力
隻数 漁船トン数 漁船馬力数 生産量 生産効率
隻 千トン 千馬力 千トン トン/隻
19931 2004 19931 2004 19931 2004 1993UQO-i 1991i2004 
近海漁業 6，676 3，773 331 170 2，178 2，221 1，526 1，077 229 285 
大型機底1般引 76 48 6 4 26 23 14 .11 184 219 
大型機底2般引 379 95 40 12 223 88 109 67 287 700 
東海区機底 42 3 17 7 5 112 
西南海区機底1般引 94 43 5.1 2 33 20 36 11 385 255 
西南海区機底2般引 23 22 1.0 7 11 3 2 147 89 
大型トロール 86 58 11.5 8 82 75 77 86 891 1477 
東海区トロール 44 40 3.0 2 19 26 9 38 207 950 
大型まき網 329 190 43 26 289 194 284 220 862 1158 
小型まき網 121 64 2.5 20 22 25 11 207 170 
近海釣 809 611 45 23 257 722 94 67 116 109 
機船権現網 719 508 24 18 170 188 163 105 226 206 
近海刺網 1064 545 31 16 233 213 39 30 37 55 
近海鮫鯨網 818 311 69 21 298 145 154 44 188 142 
近海棒受網 2 10 0.1 。37 4 2 。907 。
近海かご 545 302 23 17 165 156 34 37 63 121 
近海桁網 169 84 1.6 31 23 22 2 130 21 
近海延縄 1150 610 26 14 288 237 12 11 10 19 
潜水器 248 190 1.0 1 37 58 12 11 47 60 
資料:海洋水産部
近海漁業全体の総馬力数は 2%増加した o 業種別には、近海釣の大幅
な増加、大 型機船底引網 2般引、近海鮫鯨網、大型まき網の減少があ っ






船や自主廃 業 に お い て 、 漁 船 規模の小さい漁船から抜けていったことに
よる。
減 船 事 業により隻数・総トン数は大幅に減少したが、総馬力数は横ば
いで、 1 隻当たりの馬力数は著しく増加した o したがって、減船事業に
よって得られ る 実 際 の 漁 獲 能 力の削減幅は、隻数ベースでみたときより
も小さくなる o
4. 生産・ 生 産 効 率 と 漁 船隻数の減少率との関係
近海漁業の生産量と生産効率を、減船後の 2004年と減船前の 1993年
で比較する o ここでは、生産効率を 1隻当たりの生産量とした。
総 生 産 量は 1，526千トンから 1，077千トンへと約 30%減少した o 業種
別には、主要漁場を日本海とし、主要魚種をスルメイカとする東海区ト






漁 船 減 少率が低く、総馬力数が増加したような業種で維持・増加傾向
がみられ、漁船減少率の高い業種で、生産量の減少が目立つ o




1993 年の漁船隻数)-;1993 年の漁船隻数 x100) と生産効率の増減率
((2004年の 1隻当たり生産量-;-1993年の 1隻当たり生産量一 I)XI00)





み て と れ る D ただし、 例外的に近海鮫鯨網、 西南海区機船底引網 1般引
などがはじき出されている o はじき出された要因としては、 ① EEZ設定
による漁場の縮小や優良漁場からの撤退、 ② 資 源 の 変 動 、 例えば 1990 
年代に入つてのウマズラハギやマイワシの激減、 ③中国漁船や国内他業
種との漁獲競合の激化、 があげられる o また、 生産効率が上がったとい
っても 減船によって漁獲能力の高い高馬力、 大型、 新型漁船が残っ た
ので、 生産 効率は見かけほど上昇していない。
浮魚漁業 、 底魚漁業、 そ の他の漁業別にみる o 浮魚漁業には、 漁場が
近海寄りで、 主要魚種をサパ類やマアジとする大型まき網、 漁場が沿岸
寄りで、 主要魚種をカタクチイワシとする機船権現網、 それぞれの中間
にある小型まき網がある。 小型まき網は、 こ の 中 で 最 も 漁 船 の 減 少 率が
高いが、 生産効率は低下している。 大型まき網は、 生 産効 率は 上昇 して
いる。 相互 入 漁 で 伝 統 実 績 が 確保されたし、 マアジやサパ類の資源状況
が良好であることによる o機 船権現網は、国際競合とは無関係、であるが、
他業種 (主に近海鮫鯨網や大型機船底引網 2般引) によるカタクチイ ワ
シの漁獲が近年上昇し、 若干であるが生産効率が低下している o
底 魚漁 業のうち、 漁船隻数の減少率が最も高い大型機船底引網 2般引
の生産効率が最も大きく増加した o 次に漁船隻数の減少率が高い近海鮫
鯨網、 西南海区機船底引網 1般引の生産効率は、 逆に低下した o 大幅な
漁船隻数の減少にもかかわらず、 1 隻当たりの生産量が減少したのは 、
主要魚種が共通する大型機船底引網 2般引や中国漁船との漁獲競合に敗
退し たこ とによる o 一方、 主要魚種をカワハギ類からスルメイカに変え
た大型トロー ル の 生 産 効 率 は 、 比較的高い増加であった o 漁船隻数の減
少がほとんどなかった西南海区機船底引網 2般引の生産効率は、 大 きく
低下した o
その他の漁業、近海かご、近 海延縄、近海刺網、近海釣についてみる o
前 3者 は大幅な漁船隻数の減少 に よ り 生 産 効 率 は 比 較 的 高 い 上 昇 が みら
れた。 特に、 近海かごの上昇が大きいのは、 圏内に競合魚種が少なく、
主要漁場も暫 定 水 域 を 利 用 で きるため、日本 EEZか ら の 締 め 出 し の 被害
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が な かっ たことによ る 。 し か し、 近海釣は漁船 隻 数 の 減 少 率 が 小 幅であ
ったこと 、 主要魚種のスルメイ カ が大型 トロ ー ルと 競合 する こ と な どが
要因 と な って生産効率は 上 昇しなかった 。
以上のように 、 生産効率の 増 減 を 浮 魚 漁 業 、 底 魚 漁 業 、 そ の 他 の漁業
に分けてみたものの、それぞ れ の有意な差 は なかった 。 むし ろ 、 圏内 ・
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注3:漁船減少率は、 (2004年の漁船隻数-1993年の漁船隻数)+1993年の漁船隻数 x100 
図 5-2 減 少 率 と生産 効 率 (200411993年対比比率)
資 料 : 海 洋 水 産部
5. 減船と漁 業 経営との関係
減船事業の効果には、その目的と同様 、 様々なものが期待される 。 生
産面 で は 漁獲努力量削減による生産効率の 上 昇 、 資源、面で は 過剰漁獲圧
抑制による乱獲の防止、経営面では過剰投資の抑制による漁業経営の改
善、政策面は漁業管理政策の見直し、漁業 面 では漁業者 ・地 域 ・業種問
漁業 紛争 の抑制などがある 。 生 産 効 率 の 向 上 、 許 可 定 数 の 見 直 し に つい
ては上述したので、ここでは、 漁 業 経 営 の 改 善 に つ い て み る 。
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「
表 5-4は、韓国水協中央会が毎年刊行する「漁業経営調査報告書 J 19) 
を も と に 減船隻数が多い近海鮫 線 網 ( 生 産 効 率 低 下 ) 、 大 型 機 船 底 引 網 2
娘引(生産効率著増)、近海刺網(生産効率上昇)の操業状況、財務状況、
損益状況を 示 し た も の で あ る 。比較する 1993年と 2004年の聞に、漁船
隻数が大幅に 減少 して 、生 産力の高い階層が残ったことを念頭に置いて
みていこう o
表 5-4 減船主要業種における漁業経営状況
トン数(トン) 761 214.45 2471 19.6 25 
操
(H.P) 378 508 1，225 2，152 154. 327 業 '‘、
14 13 22 11 9 11 
状 λ
数(人) 9 8 23 28 6 9 
況 埴ιL/.、
174 170 251 279 88 132 
56 29 178 261 4 46 
財 1!3.三
233 410 645 3，239 61 205 
産 25 50 103 933 4 10 
務 b 
76 224 113 179 11 89 状
182 236 635 3，992 47 126 
況 一..L...晶-唾 71 51 85 96 73 59 
325 381 1，038 21568 56 335 
288 349 889 2.481 38 242 
56 29 178 261 4 46 
損 障1，. 28 60 155 760 3 23 F屯
益 101 167 261 616 19 84 
状 聾 19 22 48 206 2 50 
況 却費 6 11 24 80 4 
78 60 222 557 10 35 
37 32 149 87 18 93 
H益率 11 8 14 3 32 28 
中央会「漁業経営調査報告書Jより作成。
操業状況は、漁船トン数は 3業種ともにあまり変化していないのに対
し、漁船馬力数は急増している o 機 関 換 装 や 生 産 力 の 高 い 高 馬 力 船 が残
ったためで、船齢が古い漁船から順次廃船となり、船齢が上げ止まるか、
若返っている(新船が次々に建 造 さ れ た わ け で は な し 、 )0 従業 者数 、操業














特に大型機船底引網 2般引の増加率が著しく高い D 船齢の新しい船が残









加)が進行し た。 近海 刺網 は、生産性も上昇したが、それ以上に漁業収
入が跳ね上が っ た o 減船効果と魚価高騰の恩恵を最も受けた業種の一つ
である o
漁業費用は 3 業 種 と も 増 加 している o 近海鮫線網の増加は小幅だが、
大型機船底引網 2般引、近海刺網では著しく増加している o 大部分の費
用 項 目 で 増加しているが、額が大きく、増加幅の大きいのは、燃料費と






え、 それでも漁業利益率が低下している o 東シナ海・黄海で底魚を対象
と し、中国漁 船との競合が激しい近 海 鮫 線 網 、 大 ' 型 機 船 底 引 網 2般引の
漁業利益率 は ー 桁 台 に な り 、 経営危機がかえって深刻になっているので
ある。
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第 4節 減船事業の問題点 と課題
以 下、減船事業の問題点と課題を整理しよう o 減 船 事 業 の 制 度 的 問題




か ら 導 入 された最低入札制で、業 種 毎 の 全 国 平 均 基 礎 価 格 ( 漁 船 ト ン級
別の入札上限価格)を基に漁業者が希望価格を入札し、価格が低い者か
ら 順番 に採用されることで解消が期待される D しかし、入札制ではこれ
までとは逆 に地域格差が考慮されないため、漁業者の問で不満が発生し
ている 20)o これに対して海洋水産部は、同じ業種でも対象魚種や地域が
違うと平均 収 益 額 は 大 幅 に 異 なるが、同事業では、収益性の低い漁船を
減船するこ と が 目 的 で あ る た め、地域格差は考慮しないとしている。し







漁船を減船 し、 その 漁船 を老 朽漁船代船事業で買い戻し、その差額を得
たり、減船後、補償金で遊休漁船を買い上げ、開業種に再従事する例 が
生 じた ことである o 結果的には、漁船は削減されたものの、同システム
のままでは、過剰な支援、あるいは偏った支援になりかねないし、実質
的な漁獲圧抑制にはつながって いない。事業後の漁業者の就労について






船が 最 大 の課題である D
漁獲能力の削減については、近海漁船は第 1次減船が完了し、大幅に
減船された。しかし、漁船の高馬力化や使用漁具の増加が進み、減船の





ま た 、 登録業種とは異なる漁業を営むなどの違反操業も絶えず、漁業
者 間 紛 争 にまで及んでいる。漁 業 者 意 識 の 向 上 、 監 視 能 力 の 強 化 が 急が





漁船との漁獲競合による敗退など が あ げ ら れ た D また、浮魚漁業、底魚
漁業、その他の漁業別に漁船減 少率と生産効率の間に有意な差はみられ
なかった o むしろ、主要漁場が日本寄りであるか、中国寄りであるかや









資源回復を 目 的 と す る な ら 、 対象魚種・業種・地域を絞り込み、関連 漁
業者 ・ 団 体の協議を通して、どの 漁 船 を 削 減 す る こ と が 効 率 的 で あ るか
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r 
を検討す ることが必要である o 経営改善を図る場合は、各業種内で操業 ・
財務・損益状況を比較し、悪 条件にある漁船に対し、乗組員、利用可能













Buyback Vessel Fishing the On Chuang(1999); Ching-Ta 
Taiwan 、Soc. Fish. J. Experience. Taiwan The Program: 
and Yang 、Tsung -Tai Lee 、Yao -H sien 26(3)171・182、
the to Application Options Real A Ch uang(2004); Chin-Ta 
Buyback Vessel of Decision Scrapping Vessel Fishing 
12(3)133・140.Tech.、and Sci. Marine J. Programs. 
小野征rTACの国際比較一内部経済化への対処方策一 J黒沼吉弘2) 
平成 17年)、一郎編著 WTAC制度下の漁業管理 J(農林統計協会、
pp. 240--2490 
減船をめぐる諸問題 J(東京水産振第 172号『水産振興平津豊3) 
昭和 57年 4月)。興ム";z:;;'、
しての中小漁業の漁獲努力量削減方策とNo.55 『水産経済研究4) 
平成 8年 6月)。減船の効果について J(水産庁漁政部企画課、
中国の減船事業の推進状 況については、韓国水産経済新聞「中国、





法などの標準基準制定調査研究 J(2001年 3月)、韓国海洋水産開 発
院「減船事業の国際比較と政策的合意 J(2003年 12月)、辛英泰「沿
問 題 点 と 推 進 方 案 JW水産経営論集近 海漁業構造改善の意義、
などがある oハングル)第 30巻第 2号 J(1999年 12月、
韓国法整備及び事業の a変遷については、減船事業の導入の背景、7) 






平成 10年)、考現学 -21世紀への発信一 J(農林統計協会、
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「 韓 国沿近海漁業の変遷 J金煩浩・辛英泰8) 




亘っ て 放 置 さ れ た 。 そ の結果、小型機船底引網の操業が慣習化し、
約 3，800隻にまで増加した。しかし、虚武絃大統領による取締りの
強化の指示に基づき、 2004年 12月には「小型機船底引網漁船整理
に関する特別法 J が制定された o 事業は 2005--06年の聞に 726億
ウォンで 2，482隻が処理された o 1隻当たりの支援額は無許可漁船
で約 2，000万ウォン、他の業種で許可を受けた漁船で約 4，000万ウ
ォン であった。その他、 289隻 が 漁 業 秩 序 確 立 資 金 に よ る 融 資 を受
けて、他業種に転業してい る o 国政プリ}フィング「海洋水産部、
不法漁業取締り J 2004年 8月 19日、漁民新聞「不法漁業の根絶を J
2004年 8月 30日、海洋水産部報道資料「小型機船底引網漁船本格整
理 J 2004年 12月 11日、国政ブリーフイング「小型機船底引網整理
事業は漁業者意見を最大限反映 J 2006年 12月 19日を参照した a こ









援事業 執 行 指 針 ( 各 年 度)J、「水産業法・同施行令 J、「農漁村発展
特別措置法・同施行令・同施行規則 J、「漁業協定締結による漁業
者等の支援及び水産業発展特別法・同施行令・同施行規則 J な ど
を参 照した o
12) 水産 経 済 新 聞 「 今 年 も韓国刺網放置 J 2006年 12月 6日を参照した o
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13 ) 前掲『沿近海漁船減船事業投資効果分析』を参照した o
14) 1991年 4月全文改正、 2004年 12月最終改正 o 1994年 5月 の 改 正 で は、
第 13条の区画漁業許可の制限が定められ、船網、無動力船を利用
す る 沿岸鮫線網及び嚢張網漁業の許可を禁止した。
15) 1991年 2月全文改正、 2004年 1月最終改正 o r漁業補償に対する損
失額の算 出方 法・ 基準 及び損失額算出機関など J は 1996年 12月 の
水産業法施行令改正により規定された o
16) r船舶所有者は船員勤労契約を解除する際、退職金の他に通常賃
金の 2ヶ月 分に 相当 する金額を失業手段として支給しなければな
らない J とされている o 船員法(1984年 8月制定)第 40条を参照し
た o
17) 無許可漁 船 の 陽 性 化 措 置については、漁民新聞 r2005年特別座談:
水産資 源管理・造成の最優先課題 J 2005年 1月 1日を参照した。
18 ) 馬力規制がある業種は、中型機船底引網(450馬力以下)と機船権
現網 (350馬力未満)のみである o r漁業許可及び申告などに関す
る規則 J 第 3条を参照した。
19) 同経営 調 査 は 標 本 調 査 である o 標 本 は 、 漁 船 規 模 ( ト ン 数 基 準)
を 3--4段階に分け、各階層から抽出する o 2005年度の標本数は大
型機船底引網 2般 引 が 10漁携体(全 48経営体)、近海鮫線網が
28漁、携体(全 237経営体)、近海刺網が 60漁携体(全 946経営体)
である。韓国水協中央会「漁業経営調査報告書 J(2000--05年度版)。
20) 最低入札制を導入したこと に よ り 、 漁 業 者 に よ る 減 船 申 請 か ら対
象者選定までに要する時聞が短縮されたし、事業費を抑え、多く
の漁船を減船することが可能になった o 漁民新聞「減船事業地域




業協定下の漁業管理、 TAC制度 、 減 船 事 業 を 要 約 し 、 韓 国 の 漁 業 管 理政
策 の展望と課題を考察する。
第 1節 各漁業管理政策の要約
( 1) 漁業協 定
新漁業協定下における漁業管理は、 EEZでは等量主義での相互入漁措
置がとられており、沿岸国が許可を出し、取締りも行う o EEZ境界が未
画定の水域には、暫定措置水域(韓 日、 韓中 、中 日漁 業協 定) 、過 渡水域
(韓中漁業協定)、現行操業維持水域(韓中漁業協定)、及.び中間水域(中
日漁業協定)といった共同利用水域が設定され、そこでは協定で設けら
れた漁業共 同委 員会 の勧 告・ 決定に基づいて共同規制措置を設置し、旗
国が取締りを 行 う 。 た だ し 、 過渡水域は協定発効 4年後の 2005年 6月
に EEZに編 入 し た た め 、 旗 国 管理から沿岸国管理へ移行した o
相互入漁は、韓日間では漁獲割当量、隻数ともに 2002年に、中日間




れに合わせて削減することを意味 する o 具 体 的 に は 、 韓 中 、 中 日 間 で は 、
中国の割当量を韓国と日本に合わせて、韓日間では韓国の割当.量を日本
に合わせる形で削減された。割当量が削減された業種は、資源が減少し
ている魚種、特に、底魚を対象と す る 業 種 、 ま た 、 沿 岸 国 の 漁 業 や TAC
管 理 の 障 害となる業種が中心となった o漁獲実績をみると、韓日間では、
入漁手続き の 煩 わ し さ 、 入 漁 条件や取締りの強化、経営体の減少、燃油




韓中日をめぐる新漁業秩序は 2005 年に次のステップに入った D 韓中
間では過渡水 域 が 両 国 の EEZに編入されたし、韓日間は 2005年より漁
業 種類別割当制に加えて、魚種別割当制が導入されることになった o 魚
種別割当制に よ り 、 EEZ内の資源管理との整合性の向上が期待される o
暫 定 措 置水域などの共同利用水域は、その範囲の縮小がいっこうに進
んでおらず、共同資源管理も遅々としている o しかし、民間レベルでは、
協議を積み重ね、 2005年からは韓中日 3ヶ国の協議も始まった 1)o 暫定
措置水域は、領土問題、大陸棚 ・ EEZ境界画定問題が絡むため、その 範
囲を変化させるのは、容易ではなく、また、多くの時間を要することが
予想される。各国とも共同管理の必要性を認識しており、その面で政府




ら開始され た o 対象魚種は次第に増え、 2006年の時点で、回遊性浮魚 の
サパ類、マアジ、マイワシ、スルメイカ (2007年から実施予定)、底魚




業種として、大型トロール、東海区 ト ロ ー ル 、 近 海 釣 が 追 加 さ れ る o
TAC決定・割当・管理は、長 官管理漁業と知事管理漁業に分けて行わ
れる。割当 は漁船ごとの個別割 当方式で、均等割当あるいは過.去の漁獲









を 除 い て 減少している。消化率 は 、 当 初 に 比 べ 高 ま っ た が 、 一 部 の 魚種
は低 いま まである o TAC施行当初の消化率が低かったのは、 TAC割当量
が過去の漁獲実績や漁民要求量に引きずられ高く設定されたことによ る o
近年の消化率の 上昇 は、 漁獲 実績、漁民要求量、 ABCの低下で、分母(TAC) 
が低下したこ と に よ る 。
浮魚、底魚 、 貝 類 に 分 け て 、 TAC実績の特徴を要約すると、浮魚では、

















( 3) 減船事 業
第 1次 減船事業 (1994--2004年)には、 1994--2004年に実施された
「沿近海漁業 構 造 調 整 事 業 ( 一般減船)J と 1999--2002年に実施された




日・韓中漁 業 協 定 締 結 に よ る 漁場縮小を背景に実施された o 対象漁船は
前者 が 沿 岸・近海漁船、後者は日 本 や 中 国 と の 漁 業 協 定 で 影 響 を 受 けた
近海漁船であ っ た 。
支援内容は 、 一 般 減 船 で は、沿岸漁業の漁業収益損失補償費は国庫




6 ヶ 月 分 で、一般減船の支援より手厚いため、一般減船を回避する漁業
者が増えた o
減船実績は 2004年末で合計 3，381隻であった o 一般減船で 1，424隻
(沿岸 688隻、近海 736隻)、 国際 減船 で 1，328隻(すべて近海)、 2004
年台風被害緊急災害支援で 629隻 ( す べ て 沿 岸 ) が 減 船 さ れ 、 総 事 業費
は 8，625億ワオンであった o 業 種別にみると、近海漁業では近海鮫線網
が最も多く 、 近 海 刺 網 、 大 型 機船底引網 2般引、近海かごが続く o 黄海・
中国 寄り 東シナ海を主要漁場と す る 漁 船 が 多 く 減 船 さ れ た o







第 1次減船事業の結果、残った 漁 船 は 近 海 漁 船 が 3，679隻、沿岸漁船
が 62，530 隻である o 近海漁業はすべての業種で許可定数を下回った o
こ れを 受けて、第 2次減船事業では、沿岸漁船に対して、 2005---08年
を期間とし、現存漁船の約 10%に相当する 6，300隻を、予算 7，340億ウ
ォンで減船し 、 近 海 漁 船 に 対 し ては、 2007---10年を期間として、現存漁
船の約 30%に相当する 1.000隻を予算 4.000億ウォンで減船する予定で
ある D
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第 2次減船事 業 ( 近 海 漁 業 )の目的は「合理的体系的な漁業構造調整
を 通 し た 漁業競争力の向上、持続的・安定的な水産物生産体制の構築 J
である。主要対象業種は、①釜山・済州島の近海延縄(日本 EEZへの入
漁条件の強化を考慮)、②慶尚南 道の 近海 かご (資 源の 減少 、操 業区 域の
狭さ)、③江原道・慶尚北道の 東海区機船底引網・トロール(日本海の水
産資源の保護と操業紛争の解決) 、 ④ 慶 尚 南 道 の 機 船 権 現 網 ( 操 業 区 域の
狭 さ、水産資源の回復)、⑤忠清 南 道 ・ 仁 川 ! な ど の 近 海 鮫 鯨 網 ( 水 産 資源






第 2節 漁 業管理政策と漁業実態との関係
漁業管理政策と漁業実態との 関係を探るために、主要業種(第 2章 で
分類③のうち 3業種)と主要魚種(第 1章の図 1-3のうち 3魚種)の生
産、漁獲能力、生産効率と漁業管理政策の実績との関係、を要約する。
主要業種は、底魚・浮魚漁業 別に、前者に大型機船底引網 2般引、大
型トロール 、後者に大型まき網 をとりあげ、生産政策(相互入漁、 TAC
制度、減船事業)と各業種の漁業実態との関係を生産、漁船能力動向と
各 水 協 へ の聞き取り調査をもとに 要 約 す る 。
主要 魚種は、日本海系のスケソ ウ ダ ラ 、 ズ ワ イ ガ ニ 、 ベ ニ ズ ワ イ ガ ニ、
対馬暖流系のマサバ、東シナ海・黄海系のタチウオ、キグチである o
1_ 漁業管理政策と主要業種 別 漁 業 実 態
漁業管理政策と漁業実態との関係を、底魚漁業の大型機船底引網 2綬
引と大型トロール、浮魚漁業の 大 型 ま き 網 に つ い て 、 要 約 す る o
1) 底魚漁業
( 1) 大型機船底引網 2般引
大型機船底引網 2般引は、黄海 と 中 国 寄 り 東 シ ナ 海 を 主 要 漁 場 と する
底魚漁業であ る o 生 産 量 は 1980--99年まで、 10--12万トンで安定し て
いた。しかし、それ以降、減少し、 2005年には 8万トンとなった o 主 要
魚種は 1990 年代前半までのキ グチ(全体の 10--20%)、カンダリ(同
20--30%)から 1990年代後半以降のタチウオ(同 20--35%)、サワラ(同
15--30%)、 2000年 以 降 の カ タクチイワシ(同 5--20%)、スルメイカ類
(同 5--15%) へと移行した。
大型機船底引網 2般引の漁獲能力をみると、漁船隻数は 1980年の 399
隻から 2005年の 95隻に減少した。この間、 1隻当たりの漁船トン数は、
102 トンから 127 トン、馬力数 は 418馬力から 927馬力に増加した。
底魚資源、の減少、中国漁船との漁獲競合、中国 EEZからの締め出しに
より生産量は減少したものの、 魚 種 の 転 換 で 減 少 を 小 幅 に 食 い 止 め た 。
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また、大幅な減船、漁船の大型化、高馬力化で 1 隻当たりの生産量は、
1980年の 317 トン/隻から 2005年の 700 トン/隻に伸びた o
2005年現在の漁船登録統数は 50ヶ統で、うち 47ヶ統は大型機船底
引網水協の組合員で、残りは非組合員である o また、 50 ヶ統のうち、 6
ヶ統が休漁中である o 稼 働 中 の 44 ヶ統の漁船規模をみると、主要漁 船
トン数は 130--139 トン(全体の 68%)で、残りは 70--120 トンである。
主要馬力数 は 1，000--2，000馬力(同 72%) で、残りは 400--900馬力 で
あ る。 主要船齢は 14年以下(同 57%) で、残りは 15--45年である o 船
齢が高い漁船が比較的多く、漁船ごとの漁獲量にばらつきが大きいのが
特徴である。
相互入漁措置で、日本、中国 EEZへの入漁枠が設けられている o ただ
し、ともに大型機船底引網 2般引としてではなく、底引網類(大型トロ
ール、大型機船底引網など)としてである。
日本 EEZへの漁獲割当量は 1999年の 7.8千 ト ン か ら 2005年の 1.0
千トンに削減された。これに対 する実績は 0.1--0.3千トン、消化率は 2
--8%と非常に低い o 反対に、日本漁船の韓国 EEZ入漁割当は、以西底
引網に 4.3--7.3千トン、沖合底引網に 0.4--0.6千トンで、実績は前者
が 1.0--1.9千トン(消化率 15--28%)、後者で 0--0.02千トン(消化率





ない 。 中 国漁船の韓国 EEZの 入漁割当は 53--66千トンで、実績は不明
である。
第 1次減船事業によって 267隻減船され、 1990年代前半には 25年だ
った平均船齢は、 2004年には 11年に底上げされた(水協中央会の調べ)。
しかし、未だに老朽漁船が残り 、それらによる漁獲物は、単価は高いも











魚漁業である o 1980年代前半に 6---10万トンであった生産量は、 1980
年代後半には 10---16 万トンに 増加したが、その後、主要魚種であるカ
ワ ハギ類(主にウマズラハギ)の激減により 1991---94年は 8万トンに
落ち込む。 1995年以降は主要魚種をスルメイカに転換することで、再度、
10---15万 トンへと増加した。ただし、 2004年以降は下降して、 2005年
は 7万トン に 留 ま っ た o 大 型トロールの主要魚種は、 1990---91 年はカ
ワハギ類が 80---90%を占めた o 1992年以降は スルメイカが 50---80% 
と高 い割 合を占める o その他の魚種にタチウオがある o
大型トロールの漁獲能力をみると、漁船隻数は 1980年の 84 隻から
2005年の 58隻に減少した D この問、 1隻 当 た り の 漁 船 ト ン 数 は 116 ト
ンから 138 トン、馬力数は 444馬力から 1，286馬力に増加した o
カ ワハギ類の急減で一時は生産量を下げたものの、魚種を転換したり 、
他国・他業 種との漁獲競合に勝ち生産量を維持した。また、減船、漁船




みると、漁船トン数は 139 トンがほとんどで、他は 128---138 トンで あ





大型トロ ールの平均船齢を経年的にみると、 1990--93年は 25年であ
ったが、 1994年には一気に 4年に若返った D その後、徐々に船齢が高ま
るが、 1996--2002年に 27隻が減船されたことで、 2001年には再度 5
年になる o しかし、 2004年には 12年になった。
漁獲量についても、漁船規模と同様、ぱらつきが小さい o 漁獲金額、
単価でも同様である o 大型機船底引網 2般引とは異なる特徴である o
漁獲量の約 70%を占めるスルメイカの漁獲が 2002年以降、減少して
おり、 2007年からスルメイカの TAC実施と相まって、今後、入札制 で
行われる第 2次減船事業で、いかに的確な減船を行うかがカギとなる。
2) 浮魚漁業:大型まき網
大 型 ま き網は、東シナ海、日本海、黄海の全域を主要漁場とする浮魚
漁業である。一般的に網船 1隻、灯船 2隻、運搬船 2--3隻で大型まき
網 1ヶ統が構成される。生産量は 1980年代前半の 25--35万 ト ン から
1980年後半 は 40万トン前後に増加するが、 1990年代前半はマイワシの
減少で 20万 ト ン 前 後 に 減 少 する o 1996年にサパ類の卓越年級群の発生
で 45万 トンを記録するが、その後、 20万トン前後で再度低迷している o
主要魚種は、 1990年までマイワシ、サバ類、アジ類であったが、マイワ
シ資源の激減により、サパ類、アジ類、スルメイカ類へと移行した o
大型まき網の漁獲能力をみる と 、 漁 船 隻 数 は 1980年の 334隻(51ヶ
統)から 2005年の 190隻 (35ヶ統)に減少した。この間、 1隻 当 たり





産して競売中である o 経営体数は 32経営体、うち 3経営体が 2ヶ統を
保有してい る 。 1990年には、 36経営体のうち、単統経営が 26経営体、
2 ヶ 統 経 営が 8経営体、 3 ヶ統経営が 2経営体であったが、減船事業に
より複統経営体が大幅に減少した。
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漁船規模を み る と 、 網 船 はほとんどが 120--129 トンである o 馬力数
は 2，000--2，480馬力、 1，200--1，800馬力、 1，000--1，170馬力が 33%ず
つである。近海漁業の中で最も高馬力化が進んでいる。
網船の船齢は 10--28年、うち 15--28年の漁船がほとんどを占める。
平均船齢は 1990--96年の間に、 16年から 22年に上がった o 1997年に
は 4ヶ統が減船されたことで、 17年に下がるが、その後、再度、老朽化





大型まき絹には日本・中国 EEZへの入漁枠がある o 日本 EEZでの漁
獲割当量は、初年の 7.0万トンから 2005年には 3.7万トンに削減さ れ
た。漁獲実績は 0.8--2.0万トン、消化率は 18--29%である。漁獲物の内
訳をみると 、 サ バ 類 が 35--57%、アジ類が 14--32%である D 日本 EEZ
内での生産量が大型まき網の総生産量に占める割合は、 4--9%である。
反対に、日本漁船(大中型まき 網 ) の 韓 国 EEZへの入漁割当は、初年
の 7.7万トンから 2005年の 5.6万トンに削減された o まき網に限つて
は韓国漁船への割当量より、日本漁船へのそれが多い o 漁獲実績は 0.6
--2.3万トンで韓国漁船とほぼ 同じである o 消化率は 8--35%である o 漁
獲 物 は 、 サパ類がほとんどで、 ア ジ 類 は 少 な い 。 東 シ ナ 海 ・ 黄 海 ・ 日本
海を主漁場 と す る 日 本 遠 洋 旋網漁協所属船の韓国 EEZ 内の生産量がそ
の総生産量に占める割合は 4--10%であり、韓国大型まき網全体と日本
の遠洋旋網漁協の規模が類似している o ちなみに、日本遠洋旋網漁協に
よる 1990--2003年の生産量は 16--39万トン(韓国大型まき網は 18--
36万 ト ン)、漁傍体数は 1990年の 56ヶ統から 2003年の 19ヶ統(同
48ヶ統から 35ヶ統)に減少し、両者は措抗している。
中国 EEZへ の 入 漁 は 、 漁 獲割当 12--14千 ト ン に 対 し 、 実 績 は 0.2千




獲するため 、 そ れ に よ る 小 型 魚の漁獲が懸念されている。
大型まき網の主要魚種であるサパ類、マアジ、マイワシ(1999年--)、
スルメイカ (2007年--)は TAC魚種に指定されている o これら 4魚種
が大型まき網の漁獲量に占める割合は、 1990--2005年では 75--95%で
ある o ただし、マイワシの資源 減 少 に よ り 、 サ バ 類 の 占 め る 割 合 が 1990
年前半の 30--50%から、 1990年代後半以降には 70--85%に増加した o
また、浮魚 3魚種(スルメイカを除く)は、他の業種による漁獲が少な
く、当該魚種に対する TAC管理業種は大型まき網のみである o
サパ類の TAC割当量は 13--1 7万トン、漁獲実績は 11--16万トンで、
消化率が 70--115%と 高い 。ちなみに、日本のサパ類 TACは、割当量 42
--78万トン、実績 26--73万トンで、消化率が 37--67%と比較的低い o
日本では、サパ類はマサパが太平洋系群と対馬暖流系群、ゴマサバが太
平洋系群と東 シナ海系群に分けて資源解析が行われているが、 TAC管 理
は一緒にし て行われている o 韓国が対象とするサパ類は、マサパ対馬暖
流系群、ゴマサパ東シナ海系群であり、比較検討ができない o 日 本 が系
群ごとに TAC管理を行えば、比較検証が可能になり、外国漁船による漁
獲の TAC管理の適用、 TAC の精度向上、共同資源管理の一手段として
の TACの利用、暫定水域での TAC実施の検討などにつながる可能性が
出てくる o このことは、マアジ、マイワシについても同じことがいえる o













で漁期と禁漁体長、網目の大きさが定められている o 漁期は 12--5月(東
経 131度 30分以東は 11--5月)、禁漁体長は 90mmである D また、ズ ワ
イガニを対象としたかごの網目 は 150mm以上とされている o
また、 2002年からズワイガニの TAC管理が実施されたが、管理対象
業種は近海刺網・かごのみで、沿岸刺網、沿岸かごは除外されている o
これは沿岸 刺網 、沿 岸か ごの 隻数が多く、管理が及ばないためである o
TAC割当量は初年のみ 1.2千 トンで、それ以降は 1千トンに据え置か れ
ている。漁獲実績は約 1千トン、消化率は 61--81%である o
主要業種の近海刺網・かごは 1994年からの減船事業によって、前者
が 272隻、後者が 262隻減船され、 2004年にはそれぞれ 545隻、 302
隻となった o
日本でのズワイガニの漁獲量を日本海に限ってみると、 1960--74年の
10-17千トンから減少して 1986--1998年は 2--3千トンとなるが、 1999




部では自主規制が行われている 。 初 産 の 雌 ガ ニ の 漁 獲 禁 止 、 ミ ズ ガ ニ (最
終脱皮前・後 1年以内の雄ガニ)漁期の短縮、禁漁区の設定、甲幅制限、
1航海当たりの漁獲量の上限設定、などである 5)。
日本でも 、 ズ ワ イ ガ ニ は TAC対象魚となっている o 割当は、日本海西
部 、北部、 オホ ーツ ク海 、北 部太平洋別に設けられるが、日本海西・北
部の割当量は、初年の 2.2千トンから年々増加し、 3.5千トンになった。
漁 獲実績は特に日本海西部で高く 、 消 化 率 が 100%を超える年が多い o
資源 水 準 は中位で増加ないし横 ば い 傾 向 に あ る が 、 同 系 群 を 利 用 す る国
ごとに自国の TAC管理を確実に行うとともに、協調管理が望まれる。
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その他、日本では、 2002年か ら 「 日 本 海 西 部 ア カ ガ レ イ ( ズ ワ イ ガニ)
資源回復計画 J が実施されている。これは、沖合底引網、小型底引網の
主要対象魚種であるズワイガニの主要業種であるアカガレイの資源回復







られたので そ れ 以 降 の デ ー タ しかない。 1993--98年は 24--39千トンで
あったが、その後 2002年の 9千トンまで減少する o それ以降は回復し、
近年は 19--23千トンである。
業種構成をみると、 98--100%が近海かごにより漁獲され、残りは近海
刺網などに よ る o
ベニズワイガニの漁獲には、水産資源保護令で漁期、網目の大きさが
定められて い る o 漁期は 8月 21日--7月 9 日で、ベニズワイガニを対 象
とした網目は 120mm以上とさ れている o禁漁体長は定められていない o
1999年から TAC管理が実施 さ れ て い る o 管理対象業種は、近海かご
である。 TACは初年の 39千トンから年々減少し、 2003--05年は 22千
トンになった D ただし、 2006年には、 23千トンに若干増加した。漁獲
実績は、 1999--2000年の 25--30千ト ンか ら、 その 後 18--23千トンに
減少している。ただし、消化率は、 1999--2002年の 64--78%から 2003
年以降の 90--103%に上昇している o 2005 年漁期には海洋水産部から
TAC超過の恐れがあるため注意を促す告示が出された o
主要業種の近海かごは、減船事業で 262隻減船され、 2004年には 302
隻が残った o
日本でのベニズワイガニの 漁獲量を日本海に限ってみると、 1980年代
中盤の約 50千トンをピークに、 1990年代は 25千トン前後へと減少し、
さらに、 2000年 以 降 は 15千トン前後へと減少した o ただし、 2003年の
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12千トンを 底 に 、 そ の 後 、 微増している o
主 要 業 種は近海かごで、東経 134度以東の各県地先は知事許可、以西
と大和堆・ 新隠岐堆などの沖合漁場は大臣許可である o 韓日漁業協定で
設けられた北部暫定水域は、ごく一部の知事許可水域を除き、大臣許可
水域である。近年は、北部暫定水域での漁場競合トラブル、 CPUEの低
下、漁獲物 の 小 型 化 か ら 、 操 業が避けられる傾向にある o 1999年以降の
大臣許可漁業による漁獲の低下がその現れであり、 2003年以降の増加 は 、
漁場 を 当 該水域外側の大和堆東北部に移したことによる o
ベ ニ ズ ワイガニの漁獲に関しては、省令で漁期と禁止体長が定められ
て いる 。漁獲量の減少を受けて、日本では TAC管理ではなく、 2005年
から「日本海沖合ベニズワイガニ資源回復計画 J による管理が開始され
て い る 。 同計画の対象水域は北 部 暫 定 水 域 外 側 の 大 和 堆 北 部 と 島 根 県か
ら兵 庫 県 の暫定水域以内水域である o






ンから 1990---92年の 74---137千トンを経て、 1993年以降は 190---253 
千 ト ン と 高い水準を保っている(1998年の 163万トンを除く)。
業種構成をみると、沿岸漁業が 17---45千トンの間で安定している D
1993年以降の急増は、近海漁業による o 近海釣が 1990年の 42千トン
から 1993年 以 降 は 60---98千 トンへと増加した。大型トロールは 1990
年の 4千トンから 1993年以降 45---100千トンベと急増した。 1999年以
降、近海釣 から首位の座を奪った。ただし、どの近海漁業も 2004---05 
年は減少傾向をみせている D
韓国では、 2006年から TAC管理が実施される予定であったが、 2007
年に延期さ れた o 予定では 2006年の割当量は近年の漁獲実績に近い 166
千トンとされ て い た o 管理対象業種は、主要業種の近海釣、大型・東海
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区 トロール 、大型まき網である。 総 漁 獲 量 の 1---2 割を占める沿岸漁業
には規制は及ばない。
日本でのスルメイカの漁獲量を日本海に限ってみると、 1986年の 55
千トンを底に、以後 130---180千トンで安定している o 韓国と日本のス
ルメイカ日本海系群の漁獲量を比較すると、 1999年以降、順位が逆転し 、




冷凍品用に漁獲する o その他、定置網や底引網でも漁獲される o
日本でも、スルメイカは 1998年から TAC対象魚となっている o 割当
量は初年の 450千トンから 2001---03年の 530千トンまで増加したが、
2004年には 385千トンに減少している o
これに対する消化率は全体で 38---59% (2000年の 71%を除く)と低
めである。過去の実績を見ても、最高で 300千 ト ン で あ る こ と か ら し て 、
















200---300千トンから 1990年代 前半に 131---153千トンへ減少するが、
1993---97年には、 208---411千トンにまで増加する o しかし、それ以降、









東シ ナ海 中部(長江河口)で、まき網、底引網が漁獲する o 漁獲量は、
1985---2002年は 110---190千トンの間で増減を繰り返し、 2003---04年






タチウオの沿近海漁業による総 漁 獲 量 は 、 1980---95年の 87--152千
トン(1993年の 58千 ト ン を 除く)から、それ以降、 60--81千トンへ と
減少した o
業種構成をみると、 1990年代前半まで、約 8割が近海鮫鯨網によるも
の であった o しかし、 1990年代中 盤 以 降 、 近 海 鮫 鯨 網 に よ る タ チ ウ オの
漁 獲量は急 激に減少し、その割合は 1--2割に落ちた o
近海鮫糠網に代わり、大型機船底引網 2 線引、近海延縄が台頭した o
前者は主要魚種 のカ ンダ リ・ グチ類、後者はタイ類、フグ類からの魚種
転換であった。特に、近海延縄は 2000年以降、漁獲を伸ばしている。
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ただ し 、 韓日漁業協定締結以降、近海延縄は、タチウオの漁獲量の 20




中国では、タチウオを主に底引 網 、 釣 で 漁 獲 し て い る o 漁獲量を東シ
ナ海に限ってみると、 1980年 代の約 350千トンから 1990年代は増加を
続け、 2000年代は 80....900千トンとなった o 黄海での漁獲は 1985.. 





しては、日本、韓国、中固とも に TAC管 理を 行っ てい ない o ただし、韓
国では、主 要 業 種 の 近 海 鮫 線 網、大型機船底引網 2般引、近海延縄の漁
船が減船事業で大幅に削減された o 近海鮫鯨網で 463隻、大型機船底引
網 2般引で 263隻 、近海延縄で 202隻が減船され、 2004年にはそれぞ
れ、 545隻、 95隻、 610隻となった o




キグチの沿近海漁業による総漁 獲 量 は 、 1970.......81年の 25....94千トン
から、 1982....89年の 7...20千 トンに減少する o 190.... 94年は 28....40 
千 トンに増加するが、その後年々減少し、 2003年の 7千トンまで減少し
204.... 05年は 15....18千トンに若干の回復をみせた o
業種構成をみると、 190....2000 年は近海鮫鯨網、大型機船底引網 2





われていなし 、 TACも実施されていない o TACが実施されないのは、中
国との競合が激しいことなどがある。
中国では、キグチを主に底引網、鮫鍍網、刺網で漁獲する。漁獲量は、
東シナ海で 1980--94年の 4--50千 ト ン か ら 1995--2004年の 80--160 
千トンへと急増した o ただし、 2000年以降、減少傾向にある。一方、黄

















回 遊 性 浮魚のサパ類、マアジ、マイワシについては、程度の差は.ある
も、日本・韓国・中国の EEZ、共同利用水域を越境して回遊する o 日本
と の間では、閉じ系群を TAC管 理 し て い る が 、 資 源 解 析 や TAC運用は、
別々に行っている。中国では、漁獲量制限を行っていない o
スルメイカについては、日本では 1998年から TAC制 度 が 実 施 さ れて








で中 国漁 船と共同利用している o このうち、ズワイガニのみが韓日に共











せ ている o 資源が越境あるいは共同利用される魚種については、自国で
いくら規制 し て も 、 他 国 で の 規制が緩い、あるいは無規制であれば、資
源 は 回 復 せず、他国漁船へパイを分け与えるだけになる D
( 2) 減船事業における国際協調の必要性
減船事業についても、 TAC制度 と 同 様 の こ と が い え る o たとえば、近









自 国 漁 船 を滅ぼす可能すらでてく る 。
2. 新漁業秩序の課題
新 漁 業 秩序の課題には、漁業共同委員会の機能強化と国際漁業管理機






し て い な い o 漁業勢力の強い国が規制強化を嫌い、協議を拒むからであ
る。園内規 制 に よ る 管 理 を 行 っており、必ずしも共同管理は必要ないと
いう姿勢で あ る o
しかし、 TAC制度のように国 際漁獲競合を理由に強制規制の適応を除
外 するなど 、圏 内規 制す ら充 分に働いていないし、それにより、制度の
効果も薄れている o また、このように共同規制が設けられていないこと
から、一国による漁場占拠(不公平な利用配分)が進んでいる。
他 国 の 緩い、または無規制のツケは、 trans-boundary species や
shared stockの資源減少として自国にまで及んでくる o 特に、国際競合
が激しく、資源が乱獲されやすい底魚資源はその影響を大きく受ける o




ま た 、 現在、共同利用水域では、旗国主義に基づく取締りが行われて
いるが、強制 力 が 弱 い 。 共 同 利用漁場である限り、取締り強化のための
共 同乗船による監視を導入することも検討されるべきである o
一 方 で 、共同利用水域の範囲縮小に向けた交渉も進めなければならな
い。資源情 報や漁業情報の交換の下、スムーズな共同管理ができれば、







管 理 対 象水域は、設立当初はまずは、韓国、日本、中国の EEZ(各協
定下の共同利 用 水 域 含 む ) と する。管理対象魚種は、これら 3国の EEZ
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を跨ぐ資源 (trans-boundaryspecies) や 3国が主張する EEZが重複す
る水域で共同利用される魚種 (sharedstock) である。
これらの対象水域・魚種の協調管理に際し、まず、当該水域や魚種に




い情報が多 い 。 EU における共同 漁 業 管 理 で は 、 各 国 の 情 報 開 示 は 徹底
し て お り、それに対するアクセスもほとんどフリーであり、それが共同
管 理 の た めの土台となっている 10)。これを参考にしないすべはない。
漁 獲 量 ・漁獲能力などに関する中国の統計の信濃性が疑われるが、こ
れに関する技術支援があっても い い だ ろ う 。 資 源 状 況 に . つ い て は 、 各国








た だ し 、これらブロックはしばしば回遊性浮魚資源によって越境され
るし、また、近年は中国漁船 が北朝鮮水域に入漁するなどのように、 プ
ロック別では一概に分けられな い こ と も あ る o その場合、ブ R ックを超
えた協議(全体会合)を行う場も設ける必要がある D
( 3) 協調管 理 に お け る 韓 国 の役割
日中韓における協調管理、そのための国際漁業管理機構の設立の必要
性は、長年、叫ばれてきたが 11)、遅々として進んでいない。その原因 に
は、歴史的 背 景 、 経 済 ・ 漁 業勢力の違い、国益・漁業利害の対立、領土






中 日の妥協策を模索するのに、 大 き な 役 割 を 果 た す と 考 え ら れ る o
すな わ ち、協調管理では、日本の受ける痛みが総合的に最も軽く、利
益につなが りや すい 。反 対に、中国は規制強化の影響が大きく、韓国は








1 ) 第 1回韓中日民間漁業協議会は 2005年 5月の実務事前協議を経て、
翌月、韓国の釜山で行わ れ た o 協議内容は、協議会の定期的開催、
漁船聞の海上操業秩序の維持、漁業協力分野の拡大推進などであっ
た。第 2回事前協議は、 2006年 3月、中国の北京で開催され、議
題など具体的な進め方が 協 議 さ れ た 。 前 掲 「 大 日 本 水 産 会 事 業 報告
(平成 15---17年度)J を 参 照 し た o
2) 海洋水 産部漁業資源局「近海漁船減船事業の基本方案報告 J (2006 
年 8月)を参照した o
3) 漁民新聞「減船事業地方説明会 J(2005年 8月 15日)を参照した o
4) 日本における各魚種の漁獲動向、業種構成、漁業規制については、
水産庁増殖推進部漁場資源課 「 平 成 17年度魚種別系群別資源評価 j
を参照した D
5) 各地での自主規制は、近年、強化される傾向にある。例えば、鳥取




市場構造と資源管理対策に対する流通サイドの意識 JW平成 17 年
度資源管理体制・機能強化総合対策事業関連産業者意識調査 4・33J
(全国漁業協同組合連合会、 2006年 3月)を参照した。
6) 水産庁「日本海西部あかがれい(ずわいがに)資源回復計画 J (平
成 14年 9月公表、平成 18年 10月一部改正)を参照した。
7) ズワイガニの韓日間調整については、加藤辰夫「日本海におけるズ
ワイガニの TAC及び地域問調整 JW北日本漁業第 32号 J(2004年
4月)に詳しい。
8) 日本におけるスルメイカの漁業管理、動向については、片岡千賀之




研究 j p.119--125を参照した o
10) EU 共通漁業政策については、稲本守 rr Quota HoppingJ にみる
EC共通漁業政策の問題点 JW The Report of Tokyo University of 
Fisheries、 No39J (September 2003) pp.7--24、同 r2002年 EC
共通漁 業 政 策 の 改 革 と 「マルチレベル・ガパナンス JJ W Journal of 
the Tokyo University of Marine Science and Technology、 Vo1.1J
(2005) pp.73--85に詳しい o
11 ) 例えば、山本忠「韓国の漁業と漁業管理 JW世界の漁業管理(下巻)j 












研究調査・資料収集に際しては、多くの方々のご協力を頂いた o 韓 国
海洋水産開発 院・ 責任 研究 員の金大永(キム・デヨン)氏には全般的な




研究本部長の 金正 鳳( キン ・ジョンボン)氏、釜慶大学校の金嫡浩(キ
ム・ピョン ホ ) 教 授 、 同 大 学校の雀宗和(チェ・ジョンファ)教授、 金
星水産株式会社の美貞佑(カン・ジョンウ)氏、大型旋網水協の萎鉱む
ん(カン・ヒョンムン)氏、近海鮫線網水協の蘇秀雄(ソ・スワン)氏 、
大型機船底引 網水 協の 菱信 吉(カン・シンギル)氏、長崎大学大学院生
産科学研究科の院生・野中健氏、東京海洋大学の演田武士助教授、 SK
海運の金鍾瑞(キム・ジョンソ)課長に、ご助言、ご助力、資料のご提
供を頂いた。深くお礼申し上げたい o
その他、 陰ながら支えて下さった多くの方々に厚くお礼申し上げる o
2006年 12月
西国明梨
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